
１ 第195回国会概観

１ 第48回衆議院議員総選挙

第194回国会召集日の平成29年９月28

日、安倍内閣の下、衆議院が解散された。

これを受けて、第48回衆議院議員総選

挙が10月10日に公示され、同22日に執行

された。

今回の選挙は、平成28年の衆議院議員

選挙区画定審議会設置法及び公職選挙法

の一部を改正する法律（衆議院選挙制度

改革関連法）により、定数が475（小選挙区

295、比例代表180）から465（小選挙区

289、比例代表176）に削減され、平成29年

の衆議院議員選挙区画定審議会設置法及

び公職選挙法の一部を改正する法律の一

部を改正する法律（区割り改定法）により

小選挙区の区割りについて97選挙区が改

定された下で行われた。

総選挙の結果、自由民主党は前回と同

数の284議席を獲得し衆議院の単独過半

数233を大きく上回り、連立与党であった公

明党は29議席を得て、与党は313議席を獲

得し、衆議院定数の３分の２に相当する310

議席を上回った。

民進党は、希望の党（９月25日結成）、立

憲民主党（10月３日結成）及び無所属に分

かれ選挙戦に臨み、立憲民主党が55議

席、希望の党が50議席を得た。日本共産

党は12議席、日本維新の会は11議席を得

たがそれぞれ議席数を減らし、社会民主党

は前回と同数の２議席を得た。

今回の選挙の全国平均投票率は、期日

前投票の投票者数が過去最多となったも

のの、小選挙区、比例代表ともに53.68％、

18～19歳の投票率は40.49％であった。

翌23日、自由民主党及び公明党は、連

立政権の継続を確認し、合意文書に署名

した。

民進党の前原代表は、希望の党への事

実上の合流を主導したものの党の分裂を

招き、与党で衆議院定数の３分の２の議席

を許す結果となった責任を取るとして10月

30日に辞任、翌31日に大塚耕平参議院議

員が民進党の新代表に選出された。

２ 会期及び活動等の概要

（召集・会期）

第195回国会（特別会）は、10月22日に

行われた第48回衆議院議員総選挙を受

け、11月１日に召集された。会期は、衆参

両院の本会議において、12月９日までの39

日間とする旨議決された。

開会式は、11月８日午後１時から参議院

議場で行われた。

（院の構成）

参議院では、召集日当日、７特別委員会

（災害対策、沖縄・北方、倫理選挙、拉致

問題、ＯＤＡ、消費者問題、震災復興）が設

置された。

衆議院では、召集日当日、議長及び副

議長の選挙が行われ、議長に自由民主党

の大島理森君が、副議長には立憲民主党



・市民クラブの赤松広隆君が当選した。ま

た、同日、議院運営委員長の選挙が行わ

れた。翌２日には、議院運営委員長を除く

各常任委員長の選挙が行われたほか、災

害対策特別委員会等９特別委員会が設

置された。

（内閣総理大臣の指名）

召集日当日、両院の本会議において内

閣総理大臣の指名が行われ、いずれにお

いても、投票の結果、安倍晋三衆議院議員

(自由民主党総裁）が指名された。

内閣総理大臣の指名を受け、同日、自

由民主党及び公明党の連立による第４次

安倍内閣が発足した。

（所信表明演説・質疑）

11月17日、両院の本会議で、安倍内閣

総理大臣の所信表明演説が行われ、これ

に対する質疑（代表質問）が、衆議院で11

月20日及び21日、参議院で同21日及び22

日にそれぞれ行われた。

（活動等の概要）

今国会中、内閣提出法律案９件、衆議院

議員提出法律案８件、参議院議員提出法律

案20件が新規に提出された。成立した法律

案は内閣提出法律案８件（成立率88.9％）、

衆議院議員提出法律案２件（成立率25％）、

継続審査となった法律案は、内閣提出法律

案１件、衆議院議員提出法律案６件であっ

た。

決議案は、北朝鮮による弾道ミサイル発

射に抗議する決議案が12月４日本会議にお

いて可決された。

予算委員会においては、衆議院では11月

27日及び28日、参議院では同29日及び30日

に調査を議題とし質疑が行われた。参議院

予算委員会では11月29日の委員会におい

て、去る平成29年３月６日に会計検査院へ

要請した学校法人森友学園に対する国有地

の売却等に関する会計検査の結果につい

て、その報告を会計検査院から聴取した。

３ その他

（１）国会同意人事案件

今国会に提出された１機関２名の国会同

意人事案件は、両議院の同意を得た。

（２）憲法審査会

12月６日、憲法に対する考え方につい

て意見の交換を行った。

（３）情報監視審査会

５月19日に政府から国会に提出された

「特定秘密の指定及びその解除並びに適

性評価の実施の状況に関する報告」につ

いて、11月28日に上川国務大臣から説明

を聴いた。

（４）参議院改革協議会

参議院改革協議会は第194回国会閉会

期間中に１回、第195回国会において２

回開催され、10月６日には行政監察機能

の強化、行政監視委員会の機能強化につ

いて参考人から意見を聴取した後、質疑

を行い、12月８日には同テーマについて

協議員間の意見交換を行った。このほか

11月９日には選挙制度に関する専門委員

会の委員の追加について決定した。

参議院改革協議会選挙制度に関する専

門委員会は第194回国会閉会期間中に１

回、第195回国会において４回開催され

た。10月６日には平成28年参議院定数訴



訟に係る最高裁判決の概要について事務

局から説明を聴取し、11月９日には今後

の専門委員会の進め方について協議を、

同17日には参議院選挙制度改革に対する

考え方について意見の交換を行った。そ

の後、参議院選挙制度改革のうち、12月

１日には一票の較差について、同８日に

は選挙制度の枠組みとそれに基づく議員

定数の在り方について協議を行った。



２ 参議院役員等一覧

役員名 召集日(29.11. 1) 会期中選任

議 長 伊達 忠一（ 無 ）

副 議 長 郡司 彰（ 無 ）

内 閣 榛葉 賀津也（民進）

総 務 竹谷 とし子（公明）

法 務 石川 博崇（公明）

外交防衛 三宅 伸吾（自民）

財政金融 長谷川 岳（自民）

文教科学 階 恵美子（自民）

厚生労働 島村 大（自民）

農林水産 岩井 茂樹（自民）

経済産業 藤 嘉隆（民進）

国土交通 野田 国義（民進）

環 境 柘植 芳文（自民）

基本政策 鉢呂 吉雄（民進）

予 算 金子 原二郎（自民）

決 算 二之湯 智（自民）

行政監視 丸山 和也（自民）

議院運営 山本 順三（自民）

懲 罰 溝手 顕正（自民)

災 害 対 策 河野 義博（公明）※

沖縄･北方 石井 浩郎（自民）※

倫 理 選 挙 徳永 エリ（民進）※

拉 致 問 題 山谷 えり子（自民）※

Ｏ Ｄ Ａ 山田 俊男（自民）※

消費者問題 三原じゅん子（自民）※

震 災 復 興 那谷屋 正義（民進）※

国 際 経 済 鴻池 祥肇（自民）

国 民 生 活 川田 龍平（民進）

資 源 鶴保 庸介（自民）

憲法審査会会長 柳本 卓治（自民）

情報監視審査会会長 中曽根 弘文（自民）

政治倫理審査会会長 吉田 博美（自民）

事務総長 郷原 悟

※召集日選任

特

別

委

員

長

常

任

委

員

長

調

査

会

長



３ 会派別所属議員数一覧

(会期終了日 現在)

① 31.7.28 任期満了 ② 34.7.25 任期満了
会 派 議員数

比 例 選挙区 合 計 比 例 選挙区 合 計

自 由 民 主 党 ・ こ こ ろ 125 21 48 69 19 37 56
(19) (5) (4) (9) (5) (5) (10)

民 進 党 ・ 新 緑 風 会 47 8 10 18 10 19 29
(11) (3) (1) (4) (1) (6) (7)

公 明 党 25 7 4 11 7 7 14
(5) (1) (1) (2) (3) (3)

日 本 共 産 党 14 5 3 8 5 1 6
(5) (1) (2) (3) (2) (2)

日 本 維 新 の 会 11 3 2 5 3 3 6
(2) (1) (1) (2)

希望の会（自由・社民） 6 1 1 2 2 2 4
(3) (2) (1) (3)

希 望 の 党 3 1 2 3 0 0 0
(2) (1) (1) (2)

無 所 属 ク ラ ブ 2 1 1 2 0 0 0
(1) (1) (1)

沖 縄 の 風 2 0 1 1 0 1 1
(1) (1) (1)

国 民 の 声 2 0 0 0 1 1 2
(1) (1) (1)

各 派 に 属 し な い 議 員 5 1 1 2 1 2 3

合 計 242 48 73 121 48 73 121
(50) (11) (11) (22) (11) (17) (28)

欠 員 0 0 0 0 0 0 0

定 数 242 48 73 121 48 73 121

（ ）内は女性議員数



４ 会派別所属議員一覧

（召集日 現在）

無印の議員は平成31年７月28日任期満了、 印の議員は平成34年７月25日任期満了

また、( )内は、各議員の選出選挙区別

【 自由民主党・こころ 】
（１２５名）

足立 敏之（比 例） 阿達 雅志（比 例） 愛知 治郎（宮 城）

青木 一彦（鳥取・島根） 青山 繁晴（比 例） 赤池 誠章（比 例）

朝日 健太郎（東 京） 有村 治子（比 例） 井上 義行（比 例）

井原 巧（愛 媛） 石井 準一（千 葉） 石井 浩郎（秋 田）

石井 正弘（岡 山） 石井 みどり（比 例） 石田 昌宏（比 例）

磯﨑 仁彦（香 川） 礒崎 陽輔（大 分） 猪口 邦子（千 葉）

今井 絵理子（比 例） 岩井 茂樹（静 岡） 宇都 隆史（比 例）

上野 通子（栃 木） 江島 潔（山 口） 衛藤 晟一（比 例）

小川 克巳（比 例） 小野田 紀美（岡 山） 尾 秀久（鹿児島）

大家 敏志（福 岡） 大沼 みずほ（山 形） 大野 正（岐 阜）

太田 房江（比 例） 岡田 直樹（石 川） 岡田 広（茨 城）

片山 さつき（比 例） 金子 原二郎（長 崎） 木村 義雄（比 例）

北村 経夫（比 例） こやり 隆史（滋 賀） 古賀 友一郎（長 崎）

上月 良祐（茨 城） 鴻池 祥肇（兵 庫） 佐藤 啓（奈 良）

佐藤 信秋（比 例） 佐藤 正久（比 例） 酒井 庸行（愛 知）

山東 昭子（比 例） 自見 はなこ（比 例） 島田 三郎（島 根）

島村 大（神奈川） 進藤 金日子（比 例） 末松 信介（兵 庫）

世耕 弘成（和歌山） 関口 昌一（埼 玉） そのだ 修光（比 例）

階 恵美子（比 例） 高野 光二郎（高 知） 高橋 克法（栃 木）

滝沢 求（青 森） 滝波 宏文（福 井） 武見 敬三（東 京）

柘植 芳文（比 例） 塚田 一郎（新 潟） 鶴保 庸介（和歌山）

堂故 茂（富 山） 徳茂 雅之（比 例） 豊田 俊郎（千 葉）

中泉 松司（秋 田） 中川 雅治（東 京） 中曽根 弘文（群 馬）

中西 健治（神奈川） 中西 哲（比 例） 中西 祐介（徳島･高知）

中野 正志（比 例） 長峯 誠（宮 崎） 二之湯 智（京 都）

二之湯 武史（滋 賀） 西田 昌司（京 都） 野上 浩太郎（富 山）

野村 哲郎（鹿児島） 羽生田 俊（比 例） 長谷川 岳（北海道）

馬場 成志（熊 本） 橋本 聖子（比 例） 林 芳正（山 口）

平野 達男（岩 手） 福岡 資麿（佐 賀） 藤井 基之（比 例）

藤川 政人（愛 知） 藤木 眞也（比 例） 古川 俊治（埼 玉）

堀井 巌（奈 良） 舞立 昇治（鳥 取） 牧野 たかお（静 岡）

松川 るい（大 阪） 松下 新平（宮 崎） 松村 祥史（熊 本）

松山 政司（福 岡） 丸川 珠代（東 京） 丸山 和也（比 例）

三木 亨（徳 島） 三原じゅん子（神奈川） 三宅 伸吾（香 川）

水落 敏栄（比 例） 溝手 顕正（広 島） 宮沢 洋一（広 島）

宮島 喜文（比 例） 宮本 周司（比 例） 元榮 太一郎（千 葉）



森 まさこ（福 島） 森屋 宏（山 梨） 柳本 卓治（大 阪）

山崎 正昭（福 井） 山下 雄平（佐 賀） 山田 修路（石 川）

山田 俊男（比 例） 山田 宏（比 例） 山谷 えり子（比 例）

山本 一太（群 馬） 山本 順三（愛 媛） 吉川 ゆうみ（三 重）

吉田 博美（長 野） 和田 政宗（宮 城） 渡辺 猛之（岐 阜）

渡辺美知太郎（比 例） 渡 美樹（比 例）

【 民進党・新緑風会 】
（４７名）

足立 信也（大 分） 相原 久美子（比 例） 有田 芳生（比 例）

伊藤 孝恵（愛 知） 石上 俊雄（比 例） 石橋 通宏（比 例）

礒﨑 哲史（比 例） 江崎 孝（比 例） 小川 勝也（北海道）

小川 敏夫（東 京） 大島 九州男（比 例） 大塚 耕平（愛 知）

大野 元裕（埼 玉） 風間 直樹（新 潟） 神本 美恵子（比 例）

川合 孝典（比 例） 川田 龍平（比 例） 小西 洋之（千 葉）

小林 正夫（比 例） 古賀 之士（福 岡） 藤 嘉隆（愛 知）

櫻井 充（宮 城） 芝 博一（三 重） 榛葉 賀津也（静 岡）

杉尾 秀哉（長 野） 田名部 匡代（青 森） 徳永 エリ（北海道）

那谷屋 正義（比 例） 長浜 博行（千 葉） 難波 奨二（比 例）

野田 国義（福 岡） 羽田 雄一郎（長 野） 白 眞勲（比 例）

鉢呂 吉雄（北海道） 浜口 誠（比 例） 浜野 喜史（比 例）

藤田 幸久（茨 城） 舟山 康江（山 形） 山 勇一（神奈川）

牧山 ひろえ（神奈川） 増子 輝彦（福 島） 宮沢 由佳（山 梨）

森本 真治（広 島） 矢田 わか子（比 例） 柳田 稔（広 島）

吉川 沙織（比 例） 蓮 舫（東 京）

【 公 明 党 】
（２５名）

秋野 公造（比 例） 伊藤 孝江（兵 庫） 石川 博崇（大 阪）

魚住 裕一郎（比 例） 河野 義博（比 例） 熊野 正士（比 例）

佐々木さやか（神奈川） 里見 隆治（愛 知） 杉 久武（大 阪）

高瀬 弘美（福 岡） 竹内 真二（比 例） 竹谷 とし子（東 京）

谷合 正明（比 例） 新妻 秀規（比 例） 西田 実仁（埼 玉）

浜田 昌良（比 例） 平木 大作（比 例） 三浦 信祐（神奈川）

宮崎 勝（比 例） 矢倉 克夫（埼 玉） 山口 那津男（東 京）

山本 香苗（比 例） 山本 博司（比 例） 横山 信一（比 例）

若松 謙維（比 例）

【 日 本 共 産 党 】
（１４名）

井上 哲士（比 例） 市田 忠義（比 例） 岩渕 友（比 例）

紙 智子（比 例） 吉良 よし子（東 京） 倉林 明子（京 都）



小池 晃（比 例） 田村 智子（比 例） 大門 実紀史（比 例）

武田 良介（比 例） 辰巳 孝太郎（大 阪） 仁比 聡平（比 例）

山下 芳生（比 例） 山添 拓（東 京）

【 日 本 維 新 の 会 】
（１１名）

浅田 均（大 阪） 東 徹（大 阪） 石井 章（比 例）

石井 苗子（比 例） 片山 大介（兵 庫） 片山 虎之助（比 例）

儀間 光男（比 例） 清水 貴之（兵 庫） 高木 かおり（大 阪）

藤巻 健史（比 例） 室井 邦彦（比 例）

【 希望の会（自由・社民） 】
（６名）

青木 愛（比 例） 木戸口 英司（岩 手） 福島 みずほ（比 例）

又市 征治（比 例） 森 ゆうこ（新 潟） 山本 太郎（東 京）

【 希 望 の 党 】
（３名）

行田 邦子（埼 玉） 中山 恭子（比 例） 松沢 成文（神奈川）

【 無 所 属 ク ラ ブ 】
（２名）

アントニオ猪木（比 例） 薬師寺みちよ（愛 知）

【 沖 縄 の 風 】
（２名）

伊波 洋一（沖 縄） 糸数 慶子（沖 縄）

【 国 民 の 声 】
（２名）

平山 佐知子（静 岡） 藤末 健三（比 例）

【 各派に属しない議員 】
（５名）

郡司 彰（茨 城） 伊達 忠一（北海道） 福山 哲郎（京 都）

山口 和之（比 例） 渡辺 喜美（比 例）



５ 議員の異動

第194回国会閉会後及び今国会（29.11. 1召集）中における議員の異動

○繰上補充当選

竹内 真二君（公明・比例）

29.10.13 任期開始（長沢広明君辞職による）

○会派結成

｢希望の党」 29.10.30 結成

松沢 成文君(代表)

行田 邦子君 中山 恭子君

｢国民の声」 29.10.30 結成

藤末 健三君(代表)

平山 佐知子君

○所属会派異動

－29. 9.29 自由民主党・こころを退会－

中山 恭子君

－29.10.27 民進党・新緑風会を退会－

平山 佐知子君

－29.10.30 民進党・新緑風会を退会－

福山 哲郎君

－29.10.30 無所属クラブを退会－

行田 邦子君 松沢 成文君



１ 議案審議概況

閣法は、新規提出９件のうち、旅館業

法改正案、競馬法改正案等８件が成立し、

残る１件については、衆議院において継

続審査となった。

参法は、新規提出20件が、いずれも本
院において審査未了となった。

衆法は、新規提出８件のうち、Ｃ型肝

炎感染被害者救済法改正案等２件が成立

し、残る６件については、衆議院におい

て継続審査となった。

予備費は、新規提出３件が、いずれも

衆議院において継続審査となった。

決算は、新規提出の平成二十八年度決

算外２件が継続審査となり、平成二十五

年度ＮＨＫ決算（第187回国会提出）、平

成二十六年度ＮＨＫ決算（第190回国会

提出）及び平成二十七年度ＮＨＫ決算（第

192回国会提出）並びに新規提出の平成

二十八年度ＮＨＫ決算は、いずれも審査

に入るに至らなかった。

決議案は、北朝鮮による弾道ミサイル

発射に抗議する決議案１件が可決され

た。



継続 否決 未了 継続 否決 未了

閣　法 新　規 ９ ８ ０ ０ ０ １ ０ ０

参　法 新　規 ２０ ０ ０ ０ ２０ ０ ０ ０

衆　法 新　規 ８ ２ ０ ０ ０ ６ ０ ０

予備費等 新　規 ３ ０ ０ ０ ０ ３ ０ ０

新　規 ４ ０ ３ ０ １

継　続 ３ ０ ０ ０ ３

１ １ ０ ０ ０

決算その他

決　    議

２ 議案件数表

備　考成立提出
参 議 院 衆 議 院



３ 議案件名一覧

件名の前の数字は提出番号を示す。

◎内閣提出法律案（９件）

●両院を通過したもの（８件）

１ 一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律案

２ 特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案

３ 国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律案

５ 裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正する法律案

６ 検察官の俸給等に関する法律の一部を改正する法律案

７ 旅館業法の一部を改正する法律案

８ 競馬法の一部を改正する法律案

９ 防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法律案

●衆議院において閉会中審査するに決したもの（１件）

４ 保険業法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律案

◎本院議員提出法律案（20件）

●本院において委員会等に付託されなかったもの（20件）

１ 国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案

２ 国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案

３ 国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案

４ 地方自治法の一部を改正する法律案

５ 国会における各会派に対する立法事務費の交付に関する法律の一部を改正する法律案

６ 国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案

７ 裁判官弾劾法の一部を改正する法律案

８ 国家公務員の人件費の総額の削減の推進に関する法律案

９ 大規模災害からの復興に関する法律の一部を改正する法律案

10 国の財政運営における不要資産の活用、透明性の向上等に関する法律案

11 公職選挙法の一部を改正する法律案

12 政治資金規正法の一部を改正する法律案

13 租税特別措置法の一部を改正する法律案

14 政治資金規正法の一部を改正する法律案

15 国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する法律案

16 政策金融改革の着実な達成を図るための株式会社商工組合中央金庫法及び株式会社日本政

策投資銀行法を廃止する等の法律案

17 独立行政法人都市再生機構の完全民営化の推進に関する法律案

18 ギャンブル等依存症対策基本法案

19 独立行政法人日本学生支援機構法の一部を改正する法律の一部を改正する法律案

20 都市計画法の一部を改正する法律案

◎衆議院議員提出法律案（８件）

●両院を通過したもの（２件）



１ 特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済

するための給付金の支給に関する特別措置法の一部を改正する法律案

３ 国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する法律案

●衆議院において閉会中審査するに決したもの（６件）

２ ギャンブル等依存症対策基本法案

４ 公文書等の管理に関する法律の一部を改正する法律案

５ 行政機関の保有する情報の公開に関する法律等の一部を改正する法律案

６ ギャンブル依存症対策基本法案

７ 特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律を廃止する法律案

８ 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律の一部を改正する法律案

◎予備費等承諾を求めるの件（３件）

●衆議院において閉会中審査するに決したもの（３件）

○平成二十八年度一般会計熊本地震復旧等予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書

○平成二十八年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書

○平成二十八年度特別会計予算総則第二十条第一項の規定による経費増額総調書及び各省各庁

所管経費増額調書

◎決算その他（７件）

●閉会中審査するに決したもの（３件）

○平成二十八年度一般会計歳入歳出決算、平成二十八年度特別会計歳入歳出決算、平成二十八

年度国税収納金整理資金受払計算書、平成二十八年度政府関係機関決算書

○平成二十八年度国有財産増減及び現在額総計算書

○平成二十八年度国有財産無償貸付状況総計算書

●委員会に付託されなかったもの（４件）

○日本放送協会平成二十八年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキ

ャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書

（第187回国会提出）

○日本放送協会平成二十五年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキ

ャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書

（第190回国会提出）

○日本放送協会平成二十六年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキ

ャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書

（第192回国会提出）

○日本放送協会平成二十七年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及びキ

ャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書

◎決議案（１件）

●可決したもの（１件）

１ 北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する決議案



４ 議案の要旨・附帯決議

内閣提出法律案

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律案(閣法第１号)

（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.5内閣委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案は、人事院の国会及び内閣に対する平成29年８月８日付けの職員の給与の改定に関する

勧告に鑑み、一般職の国家公務員の俸給月額、初任給調整手当及び勤勉手当の額の改定を行う等の

措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、俸給表の改定

指定職俸給表を除く全ての俸給表について、俸給月額を若年層に重点を置きながら引き上げる。

二、諸手当の改定

１ 初任給調整手当について、医療職俸給表㈠の適用を受ける医師及び歯科医師並びに医療職俸

給表㈠以外の俸給表の適用を受ける医師及び歯科医師のうち、医学又は歯学に関する専門的知

識を必要とする官職を占める職員に対する支給月額の限度額を引き上げる。

２ 勤勉手当の支給割合を年間0.1月分（指定職職員については年間0.05月分）引き上げる。

三、施行期日等

１ この法律は、一部を除き、公布の日から施行する。ただし、一及び二は平成29年４月１日か

ら適用する。

２ 平成30年４月１日において37歳に満たない職員（同日において専門スタッフ職俸給表の適用

を受ける職員でその職務の級が２級以上であるもの等を除く。）のうち、平成27年１月１日に

昇給した職員等の号俸を平成30年４月１日に１号俸上位に調整する。

３ その他この法律の施行に関し必要な措置等を定める。

特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案(閣法第２号)

（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.5内閣委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案は、一般職の国家公務員の給与改定に伴い、特別職の職員の給与の額を改定しようとす

るものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、俸給月額及び期末手当の改定

１ 秘書官の俸給月額について、一般職の職員の給与改定に準じて引き上げる。

２ 内閣総理大臣等（秘書官を除く。）の期末手当の支給割合について、一般職の職員の給与改

定に準じて引き上げる。

二、施行期日等

１ この法律は、公布の日から施行する。ただし、一は平成29年４月１日から適用する。

２ その他この法律の施行に関し必要な措置等を定める。

国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律案(閣法第３号)

（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.5内閣委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案は、民間における退職給付の支給の実情に鑑み、国家公務員の退職手当の額を引き下げ

る等の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、退職手当の支給水準の引下げ等

１ 退職手当について、国家公務員退職手当法本則の規定により計算した基本額に乗じる調整率



を100分の87から100分の83.7に引き下げる。

２ 退職日の俸給月額が一般職の職員の給与に関する法律の指定職俸給表８号俸の額に相当する

額を超える者等の調整額について、当分の間、基本額の100分の８に相当する額を、100分の

8.3に相当する額とする。

３ その他関係規定の整備を行う。

二、施行期日

この法律は、平成30年１月１日から施行する。

保険業法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律案(閣法第４号)

（衆議院 継続審査）

【要旨】

本法律案は、平成30年３月31日にその期限が到来する特定保険業者であった少額短期保険業者等

が引受け可能な保険金額に関する特例措置について、保険契約者等への影響に鑑み、当該特例措置

の期限の延長を行うものである。

裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正する法律案(閣法第５号)

（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.5法務委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案は、一般の政府職員の給与改定に伴い、裁判官の報酬月額の改定を行おうとするもので

あり、その主な内容は次のとおりである。

一 報酬月額の改定

一般の政府職員の給与改定に伴い、裁判官の報酬月額を引き上げる。

二 施行期日等

この法律は、公布の日から施行し、この法律による改正後の裁判官の報酬等に関する法律の規

定は、平成29年４月１日から適用する。

検察官の俸給等に関する法律の一部を改正する法律案(閣法第６号)

（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.5法務委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案は、一般の政府職員の給与改定に伴い、検察官の俸給月額の改定を行おうとするもので

あり、その主な内容は次のとおりである。

一 俸給月額の改定

一般の政府職員の給与改定に伴い、検察官の俸給月額を引き上げる。

二 施行期日等

この法律は、公布の日から施行し、この法律による改正後の検察官の俸給等に関する法律の規

定は、平成29年４月１日から適用する。

旅館業法の一部を改正する法律案(閣法第７号)

（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.5厚生労働委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案は、旅館業の業務の適正な運営を確保すること等により、旅館業の健全な発達を図り、

公衆衛生及び国民生活の向上に寄与するため、ホテル営業及び旅館営業の営業種別の統合、都道府

県知事（保健所を設置する市又は特別区にあっては市長又は区長。以下同じ。）による無許可営業

者に対する報告徴収及び立入検査並びに緊急命令の創設、無許可営業者その他旅館業法に違反した

者に対する罰金の上限額の引上げ等の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとお

りである。



一 ホテル営業及び旅館営業の営業種別を統合し、旅館・ホテル営業とする。

二 都道府県知事は、旅館業が営まれている施設において三による命令をすべきか否かを調査する

必要があると認めるときは、無許可営業者その他の関係者から必要な報告を求め、又は当該職員

に、旅館業の施設に立ち入り、その構造設備若しくはこれに関する書類を検査させ、若しくは関

係者に質問させることができる。

三 都道府県知事は、旅館業法に違反して旅館業が営まれている場合であって、当該旅館業が営ま

れることによる公衆衛生上の重大な危害の発生若しくは拡大又は著しく善良の風俗を害する行為

の助長若しくは誘発を防止するため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、無許可営業者

に対し、当該旅館業の停止その他公衆衛生上又は善良の風俗の保持上必要な措置をとるべきこと

を命ずることができる。

四 無許可営業者等に対する罰金の上限額を３万円から100万円に、その他旅館業法に違反した者

に対する罰金の上限額を２万円から50万円に引き上げる。

五 この法律は、一部を除き、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

【附帯決議】（29.12.7厚生労働委員会議決）

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一、違法な民泊サービスが広がっている現状に鑑み、引き続きその実態の把握に努めるとともに、

地方自治体が無許可営業者等に対する十分な指導・監督を行うことができるよう、保健所を始め

とする関係部局の人員確保を含む体制強化のために必要な支援を行うこと。

二、本法の施行に当たっては地方自治体における条例改正等が必要となることから、地方自治体が

円滑に対応できるよう、速やかに政省令等を示し、丁寧な周知を行うこと。

三、2019年ラグビーワールドカップ、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催な

どを控え、訪日外国人観光客の当面の更なる増加が見込まれる中、利用者の需要の高度化及び多

様化に対応した施設やサービスの充実、とりわけ防災設備や避難・誘導体制の外国人対応の強化

などを促進し、地域活性化の観点からも旅館・ホテル営業の健全な発展を図るため、本法の施行

状況を踏まえつつ、旅館業に係る規制の見直しについて罰則も含め引き続き検討すること。

四、今後、旅館業に係る構造設備の基準等の規制全般についての見直しを検討する際には、議論の

方向性が真に旅館業の健全な発展に資するものとなり、旅館業の安全・衛生面での水準や、周辺

住環境、旅館業に従事する労働者の労働環境、健康等を損ねるものとならないよう、十分に留意

すること。

五、いわゆるネットカフェ等に見られるような事実上宿泊できる施設に関し、必ずしも旅館業法が

適用されていない事例が指摘されていることに鑑み、利用の実態に応じて旅館業法を適切に適用

すること。

六、今回の旅館業法改正の趣旨に鑑み、旅館業法と国際観光ホテル整備法におけるホテル・旅館の

定義について現場で混乱が生じないよう、実態を踏まえ今後適切な対応を図ること。

右決議する。

競馬法の一部を改正する法律案(閣法第８号)

（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.5農林水産委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案は、近年における地方競馬主催者の厳しい事業収支の状況に鑑み、地方競馬の振興等を

図るため、地方競馬全国協会の行う業務に必要な資金の確保措置の期限延長を行おうとするもので

あり、その主な内容は次のとおりである。

一、地方競馬全国協会の行う業務に必要な資金の確保措置の延長

１ 地方競馬全国協会が行う競馬活性化計画に基づく事業に対する補助業務等に必要な経費の財

源に充てるため、農林水産大臣の承認を受けた金額を畜産振興勘定から競馬活性化勘定に繰り



入れることができる措置の期限を５年間延長することとする。

２ 地方競馬全国協会が行う競馬活性化計画に基づく事業に対する補助業務、競走馬生産振興業

務等に必要な経費の財源に充てるため、日本中央競馬会が特別振興資金から農林水産大臣の定

める金額を地方競馬全国協会に交付する措置の期限を５年間延長することとする。

二、施行期日

この法律は、公布の日から施行することとする。

【附帯決議】（29.12.7農林水産委員会議決）

地方競馬は、長期にわたる売上額の減少により厳しい経営状況が続いていたが、主催者が、地方

競馬活性化事業等による活性化に取り組んだ結果、近年、全主催者の単年度収支が黒字化するなど

経営改善がみられる状況となった。しかしながら、収益金を構成元の地方公共団体へ配分すること

ができている主催者は、14主催者中５主催者にとどまっており、経営改善は道半ばの状況にある。

また、競走馬生産は縮小傾向にあり、地方競馬の活性化に必要な質の高い競走馬の供給を確保する

ため、その生産振興を図る必要がある。

こうした状況を踏まえ、地方競馬がこれまで畜産振興や地域経済等に重要な役割を果たしてきた

ことに鑑み、更なる経営改善により地方競馬の振興を図る必要がある。

よって政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。

一 地方競馬全国協会の行う業務に必要な資金の確保措置の５年間の延長を受け、計画的に地方競

馬活性化事業及び競走馬生産振興事業を実施することにより地方競馬の経営状況を更に改善し、

地方競馬が畜産の振興及び地方財政の改善に一層貢献できるよう指導すること。

また、強い競走馬づくりを推進し、馬産地の振興を図るため、地方発の有力馬を育成・活用す

る施設整備、人材育成への支援が行われるよう指導すること。

二 競馬の売上げの一部が畜産の振興、社会福祉事業の振興及び地方財政の改善に貢献しているこ

とについて具体的な実績を明らかにし、国民一般の理解が一層深まるよう努めること。

三 競馬場の入場者数の増加は、競馬関連の雇用を創出するなど地域経済へ寄与することが見込ま

れるため、家族連れで入場しやすい親しみのある競馬場づくり、ファンサービスの向上、競馬場

周辺の観光との連携等来場促進の取組がなされるよう指導すること。

四 本法に基づく資金確保措置による経営改善の効果を常に分析・検証し、その結果を公開すると

ともに、これに基づき、地方競馬の振興の在り方について必要な措置の検討を進めること。

右決議する。

防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法律案(閣法第９号)

（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.5外交防衛委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案は、一般職の国家公務員の例に準じて防衛省職員の俸給月額等を改定する措置を講じよ

うとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、自衛隊教官俸給表及び自衛官俸給表の俸給月額並びに自衛官候補生の自衛官候補生手当の月

額、防衛大学校又は防衛医科大学校の学生（以下「学生」という。）の学生手当の月額及び生徒

の生徒手当の月額を一般職の国家公務員の例に準じて改定する。

二、常勤の防衛大臣政策参与、学生及び生徒に支給される12月期の期末手当の支給割合を100分の

167.5に引き上げる。

三、常勤の防衛大臣政策参与、学生及び生徒に支給される６月期及び12月期の期末手当の支給割合

をそれぞれ100分の165とする。

四、本法律は、公布の日から施行し、一及び二については平成29年４月１日から適用する。ただし、

三については平成30年４月１日から施行する。



本院議員提出法律案

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案(参第１号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案の主な内容は次のとおりである。

一、議長、副議長及び議員の受ける歳費については、当分の間、歳費月額から、歳費月額に100分

の20を乗じて得た額に相当する額を減ずること。

二、議長、副議長及び議員の受ける期末手当については、一の適用がある間、議長、副議長及び議

員が受けるべき期末手当の額から、当該額に100分の20を乗じて得た額に相当する額を減ずるこ

と。

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案(参第２号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、当分の間、議長、副議長及び議員が国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律

の規定に基づいて支給を受けた歳費及び期末手当の一部に相当する額を国庫に返納する場合には、

当該返納による国庫への寄附については、公職選挙法第199条の２（公職の候補者等の寄附の禁止）

の規定は、適用しないこととするものである。

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案(参第３号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案の主な内容は次のとおりである。

一、議長、副議長及び議員は、文書通信交通滞在費の使途をその属する議院の議長に報告し、議長

は、その報告に係る文書通信交通滞在費の使途を公開しなければならないこと。

二、文書通信交通滞在費について、月の途中で任期が開始した場合又は月の途中で任期満限、解散、

死亡等の事由が生じた場合には、日割計算によって支給すること。

地方自治法の一部を改正する法律案(参第４号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、政務活動費に係る不適正な支出に関する事例が生じていることに鑑み、提出された

政務活動費に係る収入及び支出の報告書のインターネットの利用その他の適切な方法による公表並

びに提出された当該報告書に関する協議の場の設置により、政務活動費に係る支出の適正を確保し

ようとするものである。

国会における各会派に対する立法事務費の交付に関する法律の一部を改正する法律案(参

第５号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、立法事務費について、政治資金規正法第６条第１項の規定による届出のあった政治

団体で議院におけるその所属議員が１人の場合には、交付しないこととしようとするものである。

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案(参第６号)



（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、各議院の役員等に支給される議会雑費を廃止しようとするものである。

裁判官弾劾法の一部を改正する法律案(参第７号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、裁判官訴追委員会の委員長及び裁判官弾劾裁判所の裁判長に支給される職務雑費を

廃止しようとするものである。

国家公務員の人件費の総額の削減の推進に関する法律案(参第８号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、我が国の厳しい財政状況に対処するためには一層の歳出の削減が不可欠であること

等に鑑み、国家公務員の人件費の総額の削減を図るための施策を総合的に推進するため、当該施策

について、国の責務を明らかにし、基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、総人件費

削減推進本部を設置しようとするものである。

大規模災害からの復興に関する法律の一部を改正する法律案(参第９号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、大規模な災害からの復興のための施策を実施するために必要な国の財源については、

国の資産、剰余金及び積立金を最大限活用するものとし、これによってもなお不足する場合におい

ては、当該不足する財源の確保は、まず可能な限り国会議員の歳費及び手当、一般職の国家公務員

の給与その他公務員の人件費の削減及びこれに係る措置で国が行うものによるものとし、安易に税

制上の措置によらないものとすることについて定めようとするものである。

国の財政運営における不要資産の活用、透明性の向上等に関する法律案(参第10号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、国民の税負担の増加を抑制しつつ、国の規律ある財政運営を確保するため、国の財

政運営に係る基本方針、これに基づく財政運営の目標の策定、予定財務書類及び決定財務書類の作

成及び国会への提出、当該基本方針の遵守の状況に関する国会への報告等について定めることによ

り、国等の不要資産の活用、国の財政運営の透明性の向上及び財政会計制度改革の推進を図るもの

である。

公職選挙法の一部を改正する法律案(参第11号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、選挙の浄化に資するため、政党の選挙区支部による選挙区内にある者に対する寄附

を禁止しようとするものである。

政治資金規正法の一部を改正する法律案(参第12号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、政治に対する国民の信頼の回復を図るため、政治団体について、その目的に関連す



る支出又は政治活動に関連する支出以外の支出をしてはならないこととするものである。

租税特別措置法の一部を改正する法律案(参第13号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、公職にある者の政治活動に対する国民の信頼の確保を図るため、衆議院議員、参議

院議員並びに地方公共団体の議会の議員及び長の職にある者並びにこれらの者と生計を一にする者

が支出する政治活動に関する寄附に係る支出金について、寄附金控除の特例又は所得税額の特別控

除の規定を適用しないこととするものである。

政治資金規正法の一部を改正する法律案(参第14号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、政治に対する国民の信頼の回復を図るため、法人その他の団体の政治活動に関する

寄附を全面的に禁止しようとするものである。

国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する法律案(参第15号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、議員秘書が、一般職公務員の例に準じて、通勤手当を受けることとしようとするも

のである。

政策金融改革の着実な達成を図るための株式会社商工組合中央金庫法及び株式会社日本

政策投資銀行法を廃止する等の法律案(参第16号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、政策金融改革が平成18年６月27日において行政改革推進本部が決定した設計どおり

に進行していない現状に鑑み、必要な政策金融改革の着実な達成を図るため、株式会社商工組合中

央金庫法及び株式会社日本政策投資銀行法を廃止するとともに、政府が保有する株式会社商工組合

中央金庫及び株式会社日本政策投資銀行の株式の処分等について定めるものである。

独立行政法人都市再生機構の完全民営化の推進に関する法律案(参第17号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、独立行政法人都市再生機構の業務を全て民間に委ねることが可能となっており、こ

れを全て民間に委ねることがより自由で活力ある経済社会の実現に資することに鑑み、同機構を完

全民営化することを定めるとともに、同機構の完全民営化の推進に関し、基本理念を定め、及び国

の責務を明らかにし、並びに同機構の完全民営化に関し必要な措置を定めることにより、同機構の

完全民営化を着実に推進しようとするものである。

ギャンブル等依存症対策基本法案(参第18号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、ギャンブル等依存症がこれを有する者等及びその家族の日常生活及び社会生活に様

々な問題を生じさせるおそれのある疾患であり、ギャンブル等依存症の予防等及びギャンブル等依

存症を有する者に対する良質かつ適切な医療の提供等によるその回復等が社会的な取組として図ら



れることが必要であることに鑑み、ギャンブル等依存症対策に関し、基本理念を定め、及び国、地

方公共団体等の責務を明らかにするとともに、ギャンブル等依存症対策の基本となる事項を定める

こと等により、ギャンブル等依存症対策を総合的かつ計画的に推進しようとするものである。

独立行政法人日本学生支援機構法の一部を改正する法律の一部を改正する法律案(参第

19号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、独立行政法人日本学生支援機構による学資の支給に係る制度の新設に伴い、同機構

への学資に係る貸与金の返還に関しても、既に返還すべき期間にある場合を含め、その経済的負担

の軽減が求められていることに鑑み、速やかに、その軽減のために必要な方策について検討を加え、

その結果に基づいて所要の措置を講じようとするものである。

都市計画法の一部を改正する法律案(参第20号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、政府において、都市計画等の見直しが定期的に行われるよう必要な法制上の措置そ

の他の措置を講ずるものとするとともに、都市計画が決定された後においても当該都市計画に係る

住民の意見を反映させるために必要な措置、都市計画に係る不服申立て及び訴訟の制度の在り方、

並びに都市計画法第53条の規定による都市計画施設の区域等内における建築物の建築の制限を受け

る者の当該制限により生ずる経済上の不利益に対応するための措置の必要性の有無について検討を

加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとすることについて定めようとするものである。



衆議院議員提出法律案

※衆議院議員提出法律案は、参議院に提出されたもののみ掲載。

特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救

済するための給付金の支給に関する特別措置法の一部を改正する法律案(衆第１号)
（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.6厚生労働委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案は、特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者

を救済するための給付金の支給に関する特別措置法（以下「特別措置法」という。）に基づく給付

金の支給の請求の状況に鑑み、給付金の請求期限を延長しようとするものであり、その内容は次の

とおりである。

一 給付金の支給の請求期限を、次に掲げる日のいずれか遅い日までとする。

１ 特別措置法の施行の日（平成20年１月16日）から起算して15年を経過する日（２において「経

過日」という。）

２ 損害賠償の訴えの提起又は和解若しくは調停の申立て（その相手方に国が含まれているもの

に限る。）を経過日以前にした場合における当該損害賠償についての判決が確定した日又は和

解若しくは調停が成立した日から起算して１月を経過する日

二 この法律は、公布の日から施行する。

【附帯決議】（29.12.7厚生労働委員会議決）

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一、Ｃ型肝炎訴訟を通じて得られた特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤に係る

事実認定の状況について速やかなる情報提供を行うこと。

二、本特別措置法が施行されてから10年間が経過するにもかかわらず、給付金の請求に至っていな

い特定Ｃ型肝炎ウイルス感染者がいまだ多数存在すると見込まれることから、給付金の支給手続

の一層の周知を図り、特定フィブリノゲン製剤等の納入実績のある医療機関による診療録等の確

認作業を促すとともに、肝炎ウイルス検査の勧奨を広く進めること。

三、肝炎に関する正しい知識の普及、医療体制の整備、研究の促進など、肝炎対策を総合的に進め

るとともに、肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変の患者を対象とした医療費助成の仕組

みを早急に実現すること。

四、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの観点から、国際的な肝炎対策の展開に当たり、ＷＨＯか

ら指定された組織に対して必要な協力を行うこと。

右決議する。

国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する法律案(衆第３号)
（衆議院 29.12.5可決 参議院 12.7議院運営委員会付託 12.8本会議可決）

【要旨】

本法律案の主な内容は次のとおりである。

一、国会議員の秘書の全給料月額を改定するとともに、平成29年12月期の勤勉手当の支給割合を改

定すること。

二、平成30年度以後の勤勉手当の支給割合を改定すること。

三、この法律は、公布の日から施行すること。ただし、一については平成29年４月１日から適用し、

二については平成30年４月１日から施行すること。



予備費等承諾を求めるの件

平成二十八年度一般会計熊本地震復旧等予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書
（衆議院 継続審査）

【要旨】

一般会計熊本地震復旧等予備費予算額2,737億円のうち、平成28年５月31日から７月26日までの

間に使用を決定した金額は2,476億円で、その内訳は、中小企業等グループ施設等復旧整備事業等

に必要な経費420億円、自衛隊の部隊が実施する災害派遣活動等に必要な経費346億円、災害廃棄物

処理事業に必要な経費340億円などである。

平成二十八年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書
（衆議院 継続審査）

【要旨】

一般会計予備費予算額3,000億円のうち、平成28年４月19日から29年２月27日までの間に使用を

決定した金額は319億円で、その内訳は、訟務費の不足を補うために必要な経費256億円、熊本地震

による被災地域の緊急支援に必要な経費23億円、賠償償還及払戻金の不足を補うために必要な経費

11億円などである。

平成二十八年度特別会計予算総則第二十条第一項の規定による経費増額総調書及び各省

各庁所管経費増額調書
（衆議院 継続審査）

【要旨】

平成29年２月24日から３月28日までの間に決定した経費増額総額は174億円で、交付税及び譲与

税配付金特別会計における地方譲与税譲与金に必要な経費の増額である。



決算その他

平成二十八年度一般会計歳入歳出決算、平成二十八年度特別会計歳入歳出決算、平成二十

八年度国税収納金整理資金受払計算書、平成二十八年度政府関係機関決算書
（衆議院 継続審査 参議院 29.12.4決算委員会付託 継続審査）

平成二十八年度一般会計歳入歳出決算における歳入決算額は102兆7,740億円、歳出決算額は97兆

5,417億円であり、差引き５兆2,322億円の剰余を生じた。この剰余金は、財政法第41条の規定によ

り、平成29年度の一般会計の歳入に繰り入れられた。なお、財政法第６条の純剰余金は3,782億円

である。

平成二十八年度特別会計歳入歳出決算における14の各特別会計の収納済歳入額を合計した歳入決

算額は410兆1,617億円、支出済歳出額を合計した歳出決算額は395兆3,607億円である。

平成二十八年度国税収納金整理資金受払計算書における資金への収納済額は72兆356億円であり、

資金からの一般会計等の歳入への組入額等は70兆7,457億円であるため、差引き１兆2,899億円の残

余を生じた。

平成二十八年度政府関係機関決算書における４機関の収入済額を合計した収入決算額は１兆650

億円、支出済額を合計した支出決算額は9,068億円である。

〈平成二十八年度一般会計歳入歳出決算の概要〉

（資料）「平成28年度決算の説明」より作成

平成二十八年度国有財産増減及び現在額総計算書
（衆議院 継続審査 参議院 29.12.4決算委員会付託 継続審査）

平成二十八年度国有財産増減及び現在額総計算書における28年度中の国有財産の差引純増加額は

公債金収入
38兆345億円
（37.0％）

（建設公債 ８兆9,013億円）

（特例公債 29兆1,331億円）

租税及印紙収入
55兆4,686億円
（54.0％）

前年度剰余金受入
３兆9,449億円
（3.8％）

国債費
22兆855億円
（22.6％）

地方交付税交付金等
15兆3,392億円
（15.7％）

社会保障関係費
32兆2,081億円
（33.0％）

公共事業関係費
6兆7,097億円（6.9％）

文教及び科学振興費
５兆5,983億円
（5.7％）

防衛関係費
５兆1,498億円
（5.3％）

その他の経費
9兆3,104億円（9.5％)

財政法第41条の剰余金
５兆2,322億円

歳入決算総額 102兆7,740億円

プライマリーバランス

▲約15.5兆円

基礎的財政
収支対象経費
75兆4,561億円
（77.4％）

歳出決算総額 97兆5,417億円

その他収入
5兆3,258億円
（5.2％）

食料安定供給関係費
１兆1,403億円
（1.2％）

（ ）内は総額に占める割合



9,097億円、28年度末現在額は106兆79億円である。

平成二十八年度国有財産無償貸付状況総計算書
（衆議院 継続審査 参議院 29.12.4決算委員会付託 継続審査）

平成二十八年度国有財産無償貸付状況総計算書における28年度中の国有財産の無償貸付の差引純

増加額は242億円、28年度末現在額は１兆806億円である。



ＮＨＫ決算

日本放送協会平成二十八年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及び

キャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書
（衆議院 審査未了 参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本件は、日本放送協会の平成28年度決算について、放送法の定めにより、会計検査院の検査を経

て、内閣から提出されたものである。

平成28年度の貸借対照表の一般勘定については、同年度末現在、資産合計は１兆915億円、負債

合計は3,680億円、純資産合計は7,235億円となっている。また、損益計算書の一般勘定については、

経常事業収入は7,019億円、経常事業支出は6,885億円となっており、経常事業収支差金は133億円

となっている。

日本放送協会平成二十五年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及び

キャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書
（衆議院 審査未了 参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本件は、日本放送協会の平成25年度決算について、放送法の定めにより、会計検査院の検査を経

て、内閣から提出されたものである。

平成25年度の貸借対照表の一般勘定については、同年度末現在、資産合計は9,342億円、負債合

計は3,073億円、純資産合計は6,269億円となっている。また、損益計算書の一般勘定については、

経常事業収入は6,552億円、経常事業支出は6,496億円となっており、経常事業収支差金は56億円と

なっている。

日本放送協会平成二十六年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及び

キャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書
（衆議院 審査未了 参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本件は、日本放送協会の平成26年度決算について、放送法の定めにより、会計検査院の検査を経

て、内閣から提出されたものである。

平成26年度の貸借対照表の一般勘定については、同年度末現在、資産合計は9,971億円、負債合

計は3,305億円、純資産合計は6,665億円となっている。また、損益計算書の一般勘定については、

経常事業収入は6,730億円、経常事業支出は6,561億円となっており、経常事業収支差金は169億円

となっている。

日本放送協会平成二十七年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及び

キャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書
（衆議院 審査未了 参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本件は、日本放送協会の平成27年度決算について、放送法の定めにより、会計検査院の検査を経

て、内閣から提出されたものである。

平成27年度の貸借対照表の一般勘定については、同年度末現在、資産合計は１兆432億円、負債

合計は3,478億円、純資産合計は6,954億円となっている。また、損益計算書の一般勘定については、

経常事業収入は6,859億円、経常事業支出は6,670億円となっており、経常事業収支差金は188億円

となっている。



５　議案審議表

内閣委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法
律案（閣法第１号)

29.11.17
―

11.22 内閣
12.1

可決(多)
12.5

可決(多)
―

12.5
12.5

12.7
可決(多)

12.8
可決(多)

自民、民進、
公明、共産、
希会、希党、
無ク、沖縄、
国声、無

維新
12.15
77号

85

特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律
案（閣法第２号)

29.11.17
―

11.22 内閣
12.1

可決(多)
12.5

可決(多)
―

12.5
12.5

12.7
可決(多)

12.8
可決(多)

自民、民進、
公明、希会
(一部)、希党、
無ク、沖縄、
国声、無

共産、維新、
希会

12.15
78号

85

国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律案（閣法
第３号)

29.11.17
―

11.22 内閣
12.1

可決(多)
12.5

可決(多)
―

12.5
12.5

12.7
可決(多)

12.8
可決(多)

自民、民進、
公明、希会
(一部)、希党、
無ク、沖縄、
国声、無

共産、維新、
希会

12.15
79号

85

法務委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正する法律案（閣
法第５号)

29.11.17
―

11.30 法務
12.5

可決(多)
12.5

可決(多)
―

12.5
12.5

12.7
可決(多)

12.8
可決(多)

自民、民進、
公明、共産、
希会、希党、
無ク、沖縄、
国声、無

維新
12.15
82号

86

検察官の俸給等に関する法律の一部を改正する法律案（閣
法第６号)

29.11.17
―

11.30 法務
12.5

可決(多)
12.5

可決(多)
―

12.5
12.5

12.7
可決(多)

12.8
可決(多)

自民、民進、
公明、共産、
希会、希党、
無ク、沖縄、
国声、無

維新
12.15
83号

86

外交防衛委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法
律案（閣法第９号)

29.11.17
―

11.30 安全保障
12.5

可決(多)
12.5

可決(多)
―

12.5
12.5 12.7 質疑

12.7
可決(多)

12.8
可決(多)

自民、民進、
公明、共産、
希会、希党、
無ク、沖縄、
国声、無

維新
12.15
86号

88

件　名 提出年月日

衆議院 参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

件　名

議案
要旨
掲載
頁

備考(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議提出年月日

衆議院 参議院
公布日

法律番号

12.7 質疑

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議

　　　　　注１　衆議院議員提出法律案は、参議院に送付されたもののみ掲載。
　　　　　注２　本表には、内閣が衆議院に提出した議案で、参議院に送付されていないものも含む。
　　　　　注３　件名は、原則として、付託議案は参議院の委員会への付託順、未付託議案は提出年月日順に掲載。
　　　　　凡例　(多)：賛成多数　　(全)：全会一致

備考(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議

12.7 質疑

件　名 提出年月日

衆議院 参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

備考



厚生労働委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

旅館業法の一部を改正する法律案（閣法第７号) 29.11.17
―

11.22 厚生労働
12.1

可決(全)
12.5

可決(全)
―

12.5
12.5 12.7 質疑

12.7
可決(全)
附帯決議

12.8
可決(全)

自民、民進、
公明、共産、
維新、希会、
希党、無ク、
沖縄、国声、
無

―
12.15
84号

86

特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤に
よるＣ型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支給に
関する特別措置法の一部を改正する法律案(厚生労働委員
長提出)(衆第１号)

29.12.1
12.5

可決(全)
―

12.6
12.7 ―

12.7
可決(全)
附帯決議

12.8
可決(全)

自民、民進、
公明、共産、
維新、希会、
希党、無ク、
沖縄、国声、
無

―
12.15
85号

93

農林水産委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

競馬法の一部を改正する法律案（閣法第８号) 29.11.17
―

11.29 農林水産

12.5
可決(全)
附帯決議

12.5
可決(全)

―
12.5

12.5 12.7 質疑
12.7

可決(全)
附帯決議

12.8
可決(全)

自民、民進、
公明、共産、
維新、希会、
希党、無ク、
沖縄、国声、
無

―
12.15
81号

87

決算委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

平成二十八年度一般会計歳入歳出決算、平成二十八年度
特別会計歳入歳出決算、平成二十八年度国税収納金整理
資金受払計算書、平成二十八年度政府関係機関決算書

29.11.21
―

12.7 決算行政

(12.4 財務大臣の
報告聴取)

12.4
12.4 ― ― ― 95

平成二十八年度国有財産増減及び現在額総計算書 29.11.21
―

12.7 決算行政
―

12.4
12.4 ― ― ― 95

平成二十八年度国有財産無償貸付状況総計算書 29.11.21
―

12.7 決算行政
―

12.4
12.4 ― ― ― 96

議院運営委員会

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する
法律案(議院運営委員長提出)(衆第３号)

29.12.5
12.5

可決(多)
―

12.7
― ―

12.8
可決(多)

12.8
可決(多)

自民、民進、
公明、共産、
希会、希党、
無ク、沖縄、
国声、無

維新
12.15
80号

93

備考

議案
要旨
掲載
頁

備考

件　名 提出年月日

衆議院 参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議

衆議院 参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

件　名 提出年月日

衆議院 参議院

件　名 提出年月日

公布日

法律番号
(本会議趣旨説明)

付託日 付託委員会
委員会議決 本会議議決

(本会議趣旨説明)
付託日

委員会 本会議

継続審査

継続審査

継続審査

継続審査

継続審査

継続審査

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
委員会

件　名 提出年月日

衆議院 参議院

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議

議案
要旨
掲載
頁

(本会議趣旨説明)
付託日

備考

本会議 備考

公布日

法律番号



委員会未付託議案

(内閣提出法律案)

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

保険業法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律
案（閣法第４号)

29.11.17
―

12.7 財務金融
― ― ― ― ― ― ― ― 86

(本院議員提出法律案)

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を
改正する法律案(藤巻健史君発議)(参第１号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 89

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を
改正する法律案(浅田均君発議)(参第２号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 89

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を
改正する法律案(浅田均君発議)(参第３号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 89

地方自治法の一部を改正する法律案(浅田均君発議)(参第
４号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 89

国会における各会派に対する立法事務費の交付に関する
法律の一部を改正する法律案(藤巻健史君発議)(参第５号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 89

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を
改正する法律案(浅田均君発議)(参第６号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 89

裁判官弾劾法の一部を改正する法律案(浅田均君発議)(参
第７号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 90

国家公務員の人件費の総額の削減の推進に関する法律案
(藤巻健史君発議)(参第８号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 90

大規模災害からの復興に関する法律の一部を改正する法
律案(浅田均君発議)(参第９号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 90

件　名 提出年月日

衆議院 参議院

件　名 提出年月日

継続審査

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議

本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議

公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

備考

備考

衆議院

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決

参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁



国の財政運営における不要資産の活用、透明性の向上等
に関する法律案(藤巻健史君発議)(参第10号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 90

公職選挙法の一部を改正する法律案(浅田均君発議)(参第
11号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 90

政治資金規正法の一部を改正する法律案(浅田均君発
議)(参第12号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 90

租税特別措置法の一部を改正する法律案(藤巻健史君発
議)(参第13号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 91

政治資金規正法の一部を改正する法律案(藤巻健史君発
議)(参第14号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 91

国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する
法律案(藤巻健史君発議)(参第15号)

29.11.16 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 91

政策金融改革の着実な達成を図るための株式会社商工組
合中央金庫法及び株式会社日本政策投資銀行法を廃止
する等の法律案(藤巻健史君発議)(参第16号)

29.11.29 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 91

独立行政法人都市再生機構の完全民営化の推進に関する
法律案(藤巻健史君発議)(参第17号)

29.11.29 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 91

ギャンブル等依存症対策基本法案(浅田均君発議)(参第18
号)

29.11.30 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 91

独立行政法人日本学生支援機構法の一部を改正する法律
の一部を改正する法律案(浅田均君発議)(参第19号)

29.12.6 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 92

都市計画法の一部を改正する法律案(藤巻健史君発議)(参
第20号)

29.12.6 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 92



(予備費等承諾を求めるの件)

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

平成二十八年度一般会計熊本地震復旧等予備費使用総
調書及び各省各庁所管使用調書

29.11.21
―

12.7 決算行政
― ― ― ― ― ― ― 94

平成二十八年度一般会計予備費使用総調書及び各省各
庁所管使用調書

29.11.21
―

12.7 決算行政
― ― ― ― ― ― ― 94

平成二十八年度特別会計予算総則第二十条第一項の規
定による経費増額総調書及び各省各庁所管経費増額調書

29.11.21
―

12.7 決算行政
― ― ― ― ― ― ― 94

(ＮＨＫ決算)

趣旨説明 質疑 議決 議決 賛成会派 反対会派

日本放送協会平成二十五年度財産目録、貸借対照表、損
益計算書、資本等変動計算書及びキャッシュ・フロー計算
書並びにこれらに関する説明書

26.11.21
(187回)

―
29.11.2 総務

― ― ― ― ― ― ― ― ― 97

日本放送協会平成二十六年度財産目録、貸借対照表、損
益計算書、資本等変動計算書及びキャッシュ・フロー計算
書並びにこれらに関する説明書

28.2.9
(190回)

―
29.11.2 総務

― ― ― ― ― ― ― ― ― 97

日本放送協会平成二十七年度財産目録、貸借対照表、損
益計算書、資本等変動計算書及びキャッシュ・フロー計算
書並びにこれらに関する説明書

28.11.29
(192回)

―
29.11.2 総務

― ― ― ― ― ― ― ― ― 97

日本放送協会平成二十八年度財産目録、貸借対照表、損
益計算書、資本等変動計算書及びキャッシュ・フロー計算
書並びにこれらに関する説明書

29.12.5
―

12.7 総務
― ― ― ― ― ― ― ― ― 97

提出年月日

衆議院

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決

件　名 提出年月日

件　名

参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁

(本会議趣旨説明)
付託日 付託委員会

委員会議決 本会議議決
(本会議趣旨説明)

付託日

委員会 本会議 備考

継続審査

継続審査

継続審査

備考(本会議趣旨説明)
付託日

委員会 本会議

衆議院 参議院
公布日

法律番号

議案
要旨
掲載
頁



１ 本会議審議経過

○平成29年11月１日（水）

開会 午前10時１分

日程第１ 議席の指定

議長は、議員の議席を指定した。

議長は、新たに当選した議員竹内真二君を議

院に紹介した。

特別委員会設置の件

本件は、議長発議により、

災害に関する諸問題を調査し、その対策樹

立に資するため委員20名から成る災害対策

特別委員会、

沖縄及び北方問題に関する対策樹立に資す

るため委員20名から成る沖縄及び北方問題

に関する特別委員会、

政治倫理の確立及び選挙制度に関する調査

のため委員35名から成る政治倫理の確立及

び選挙制度に関する特別委員会、

北朝鮮による拉致等に関する諸問題を調査

し、その対策樹立に資するため委員20名か

ら成る北朝鮮による拉致問題等に関する特

別委員会、

政府開発援助を始めとする国際援助・協力

に関する諸問題を調査するため委員30名か

ら成る政府開発援助等に関する特別委員

会、

消費者の利益の擁護及び増進等に関する総

合的な対策を樹立するため委員25名から成

る消費者問題に関する特別委員会、

東日本大震災からの復興に当たり、その総

合的な対策樹立に資するため委員40名から

成る東日本大震災復興特別委員会を設置す

ることに全会一致をもって決し、

議長は、特別委員を指名した。

休憩 午前10時４分

再開 午後２時41分

日程第２ 会期の件

本件は、全会一致をもって39日間とするこ

とに決した。

日程第３ 内閣総理大臣の指名

本件は、記名投票の結果（投票総数239、

過半数120）、安倍晋三君151票、大塚耕平

君48票、志位和夫君14票、片山虎之助君11

票、枝野幸男君９票、渡辺周君３票、藤末

健三君２票、白票１票にて、投票の過半数

を得た衆議院議員安倍晋三君が指名され

た。

散会 午後３時３分

○平成29年11月17日（金）

開会 午後１時31分

日程第１ 国務大臣の演説に関する件

安倍内閣総理大臣は、所信について演説を

した。

国務大臣の演説に対する質疑は、延期する

ことに決した。

散会 午後１時45分

○平成29年11月21日（火）

開会 午前10時１分

日程第１ 国務大臣の演説に関する件(第２

日)

大塚耕平君、橋本聖子君は、それぞれ質疑

をした。

残余の質疑は、延期することに決した。

散会 午前11時41分

○平成29年11月22日（水）

開会 午前10時６分

日程第１ 国務大臣の演説に関する件(第３

日)

山口那津男君、山下芳生君は、それぞれ質

疑をした。

休憩 午前11時33分

再開 午後１時１分

休憩前に引き続き、片山虎之助君、長浜博

行君、岡田直樹君は、それぞれ質疑をした。

議長は、質疑が終了したことを告げた。

散会 午後２時59分

○平成29年12月４日（月）

開会 午後１時１分

元議員櫻井新君逝去につき哀悼の件

本件は、議長発議により院議をもって弔詞

をささげることに決し、議長は弔詞を朗読

した。

北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する決

議案（山本順三君外12名発議）（委員会審査

省略要求）



本案は、発議者要求のとおり委員会審査を

省略し、日程に追加して議題とすることに

決し、山本順三君から趣旨説明があった後、

押しボタン式投票をもって採決の結果、賛

成237、反対０にて全会一致をもって可決

された。

安倍内閣総理大臣は、本決議について所信

を述べた。

日程第１ 国務大臣の報告に関する件（平成

二十八年度決算の概要について）

本件は、麻生財務大臣から報告があった後、

豊田俊郎君、難波奨二君、杉久武君、田村

智子君、室井邦彦君、木戸口英司君がそれ

ぞれ質疑をした。

散会 午後３時21分

○平成29年12月８日（金）

開会 午前11時31分

裁判官弾劾裁判所裁判員、同予備員、裁判官

訴追委員及び同予備員辞任の件

本件は、裁判官弾劾裁判所裁判員関口昌一

君、二之湯智君、浜田昌良君、同予備員山

田俊男君、裁判官訴追委員武見敬三君、同

予備員佐藤正久君、平木大作君の辞任を許

可することに決した。

裁判官弾劾裁判所裁判員等各種委員の選挙

本選挙は、その手続を省略して議長の指名

によること及び裁判官弾劾裁判所裁判員予

備員、裁判官訴追委員予備員の職務を行う

順序は議長に一任することに決し、議長は、

次のとおり各種委員を指名し、裁判官弾劾

裁判所裁判員予備員等の職務を行う順序を

決定した。

各種委員の選任

裁判官弾劾裁判所裁判員

藤井 基之君

松村 祥史君

若松 謙維君

同予備員

中西 祐介君(第２順位)

裁判官訴追委員

岡田 広君

同予備員

渡辺 猛之君(第３順位)

宮崎 勝君(第４順位)

国土審議会委員

関口 昌一君

武見 敬三君

秋野 公造君

国土開発幹線自動車道建設会議委員

愛知 治郎君

山本 一太君

各種委員の順位変更

裁判官弾劾裁判所裁判員予備員

大家 敏志君(第２順位を

第１順位に変更)

裁判官訴追委員予備員

青木 一彦君(第２順位を

第１順位に変更)

上野 通子君(第３順位を

第２順位に変更)

国家公務員等の任命に関する件

本件は、押しボタン式投票をもって採決の

結果、原子力委員会委員長に岡芳明君を任

命することに賛成215、反対22にて同意す

ることに決し、

原子力委員会委員に佐野利男君を任命する

ことに賛成164、反対73にて同意すること

に決した。

日程第１ 競馬法の一部を改正する法律案

（内閣提出、衆議院送付）

本案は、農林水産委員長から委員会審査の

経過及び結果の報告があった後、押しボタ

ン式投票をもって採決の結果、賛成237、

反対０にて全会一致をもって可決された。

日程第２ 一般職の職員の給与に関する法律

等の一部を改正する法律案（内閣

提出、衆議院送付）

日程第３ 特別職の職員の給与に関する法律

の一部を改正する法律案（内閣提

出、衆議院送付）

日程第４ 国家公務員退職手当法等の一部を

改正する法律案（内閣提出、衆議

院送付）

以上３案は、内閣委員長から委員会審査の

経過及び結果の報告があった後、押しボタ

ン式投票をもって採決の結果、日程第２は

賛成226、反対11にて可決、日程第３及び

第４は賛成204、反対29にて可決された。



日程第５ 裁判官の報酬等に関する法律の一

部を改正する法律案（内閣提出、

衆議院送付）

日程第６ 検察官の俸給等に関する法律の一

部を改正する法律案（内閣提出、

衆議院送付）

以上両案は、法務委員長から委員会審査の

経過及び結果の報告があった後、押しボタ

ン式投票をもって採決の結果、賛成226、

反対11にて可決された。

日程第７ 防衛省の職員の給与等に関する法

律の一部を改正する法律案（内閣

提出、衆議院送付）

本案は、外交防衛委員長から委員会審査の

経過及び結果の報告があった後、押しボタ

ン式投票をもって採決の結果、賛成226、

反対11にて可決された。

日程第８ 旅館業法の一部を改正する法律案

（内閣提出、衆議院送付）

日程第９ 特定フィブリノゲン製剤及び特定

血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型

肝炎感染被害者を救済するための

給付金の支給に関する特別措置法

の一部を改正する法律案（衆議院

提出）

以上両案は、厚生労働委員長から委員会審

査の経過及び結果の報告があった後、押し

ボタン式投票をもって採決の結果、賛成

234、反対０にて全会一致をもって可決さ

れた。

国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部

を改正する法律案（衆議院提出）

本案は、日程に追加し、議院運営委員長か

ら委員会審査の経過及び結果の報告があっ

た後、押しボタン式投票をもって採決の結

果、賛成226、反対11にて可決された。

難病・長期慢性疾病・小児慢性特定疾病対策

の総合的な推進に関する請願

本請願は、日程に追加し、厚生労働委員長

の報告を省略し、全会一致をもって委員会

決定のとおり採択することに決した。

委員会及び調査会の審査及び調査を閉会中も

継続するの件

本件は、次の案件について委員会及び調査

会の審査及び調査を閉会中も継続すること

に全会一致をもって決した。

内閣委員会

一、内閣の重要政策及び警察等に関する

調査

総務委員会

一、行政制度、地方行財政、選挙、消防、

情報通信及び郵政事業等に関する調

査

法務委員会

一、法務及び司法行政等に関する調査

外交防衛委員会

一、外交、防衛等に関する調査

財政金融委員会

一、財政及び金融等に関する調査

文教科学委員会

一、教育、文化、スポーツ、学術及び科

学技術に関する調査

厚生労働委員会

一、社会保障及び労働問題等に関する調

査

農林水産委員会

一、農林水産に関する調査

経済産業委員会

一、経済、産業、貿易及び公正取引等に

関する調査

国土交通委員会

一、国土の整備、交通政策の推進等に関

する調査

環境委員会

一、環境及び公害問題に関する調査

予算委員会

一、予算の執行状況に関する調査

決算委員会

一、平成二十八年度一般会計歳入歳出決

算、平成二十八年度特別会計歳入歳

出決算、平成二十八年度国税収納金

整理資金受払計算書、平成二十八年

度政府関係機関決算書

一、平成二十八年度国有財産増減及び現

在額総計算書

一、平成二十八年度国有財産無償貸付状

況総計算書

一、国家財政の経理及び国有財産の管理



に関する調査

行政監視委員会

一、行政監視、行政評価及び行政に対す

る苦情に関する調査

議院運営委員会

一、議院及び国立国会図書館の運営に関

する件

災害対策特別委員会

一、災害対策樹立に関する調査

沖縄及び北方問題に関する特別委員会

一、沖縄及び北方問題に関しての対策樹

立に関する調査

政治倫理の確立及び選挙制度に関する特別

委員会

一、政治倫理の確立及び選挙制度に関す

る調査

北朝鮮による拉致問題等に関する特別委員

会

一、北朝鮮による拉致問題等に関しての

対策樹立に関する調査

政府開発援助等に関する特別委員会

一、政府開発援助等に関する調査

消費者問題に関する特別委員会

一、消費者問題に関しての総合的な対策

樹立に関する調査

東日本大震災復興特別委員会

一、東日本大震災復興の総合的対策に関

する調査

国際経済・外交に関する調査会

一、国際経済・外交に関する調査

国民生活・経済に関する調査会

一、国民生活・経済に関する調査

資源エネルギーに関する調査会

一、原子力等エネルギー・資源に関する

調査

議長は、今国会の議事を終了するに当たり挨

拶をした。

散会 午前11時56分



２ 国務大臣の演説・報告・質疑一覧

国務大臣の演説及び質疑

演 説 質 疑

年月日 事 項 演 説 者 月日 質 疑 者

29.11.17 所信表明演説 安倍内閣総理大臣 11.21 大塚 耕平君（民進）

橋本 聖子君（自民）

11.22 山口 那津男君（公明）

山下 芳生君（共産）

片山 虎之助君（維新）

長浜 博行君（民進）

岡田 直樹君（自民）

国務大臣の報告及び質疑

報 告 質 疑

年月日 事 項 報 告 者 月日 質 疑 者

29.12. 4 平成二十八年度決算の概要に 麻生財務大臣 同日 豊田 俊郎君（自民）

ついて 難波 奨二君（民進）

杉 久武君（公明）

田村 智子君（共産）

室井 邦彦君（維新）

木戸口 英司君（希会）



３ 本会議決議

審議表

番 件 名 提 出 者 提 出 委員会 委員会 本会議 備 考
号 年月日 付 託 議 決 議 決

29. 29.
１ 北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗 山本 順三君 12. 1 12. 4

議する決議案 外12名 可決



可決したもの

平成29年12月４日

北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する決議

去る11月29日、北朝鮮は、国際社会の度重なる抗議と警告を無視し、ＩＣＢＭ級とみられる弾道

ミサイル１発を発射し、日本海の我が国の排他的経済水域内に落下した。これは、関連する国連安

全保障理事会決議や日朝平壌宣言に違反するとともに、６者会合共同声明の趣旨にも反するもので

あり、断固として抗議する。

北朝鮮は、９月３日に６回目となる過去最大規模の核実験を強行し、８月29日及び９月15日には

我が国上空を通過する形での弾道ミサイル発射を立て続けに行った。さらに、今回、過去最高の高

度に達する弾道ミサイル発射を強行した。これまでの北朝鮮による核実験及び度重なる弾道ミサイ

ル発射に加え、今回の弾道ミサイル発射は、核・ミサイル開発をあくまでも継続するという北朝鮮

の意図の表れであり、国際社会に対する正面からの挑発として、断じて容認できない。これらの挑

発行為は、我が国を含む地域の安全に対するこれまでにない重大かつ差し迫った脅威であり、地域

及び国際社会の平和と安全を著しく損なうものであることから、極めて強く非難する。

本院は、北朝鮮に対し、一切の挑発行動をやめ、全ての核及び弾道ミサイル計画を放棄し、不可

逆的かつ検証可能な国際社会による管理を受け入れ、朝鮮半島の非核化に取り組むことを強く求め

る。また、安保理決議第2375号を始めとする関連する安保理決議を即時かつ完全に履行することを

断固として要求する。

国際社会は、安保理決議に基づく制裁措置を完全に履行することを通じ、北朝鮮の考えを改めさ

せるとともに意味のある対話に引き出し、外交努力による平和的解決を模索すべきである。

政府は、国際社会に対して、安保理決議の確実な履行を強く働きかけるとともに、併せて、米国、

韓国、中国、ロシア等関係各国と緊密に連携し、北朝鮮が挑発行動をやめ非核化に向けた具体的行

動をとるよう強く求めるべきである。同時に、我が国独自の制裁の徹底及び強化を図るべきである。

加えて、政府は、北朝鮮情勢に関する情報収集・分析を徹底するとともに、日米韓の情報共有を

含む連携をより一層強化すること、また、国民に対して迅速かつ的確な情報提供を行うとともに、

不測の事態に備えて不断に必要な態勢をとることのほか、我が国の平和と安全の確保、国民の安全

と安心の確保に努め、万全の措置を講ずるべきである。

北朝鮮の核・ミサイル問題のみならず、拉致問題も我が国の主権及び国民の生命と安全に関わる

最も重大な問題であり、国際社会が結束して北朝鮮による核、ミサイル、そして、最重要課題であ

る拉致問題の包括的かつ早急な解決を図るべく、政府の総力を挙げた努力を傾注し、もって国民の

負託に応えるべきである。

右決議する。



１ 委員会審議経過

委員一覧（20名）

榛葉 賀津也（民進） 江島 潔（自民） 相原 久美子（民進）委員長

藤川 政人（自民） 岡田 広（自民） 矢田 わか子（民進）理 事

和田 政宗（自民） 山東 昭子（自民） 熊野 正士（公明）理 事

白 眞勲（民進） 高野 光二郎（自民） 田村 智子（共産）理 事

西田 実仁（公明） 豊田 俊郎（自民） 清水 貴之（維新）理 事

有村 治子（自民） 野上 浩太郎（自民） 山本 太郎（希会）
（29.11.30 現在）石井 準一（自民） 山下 雄平（自民）

（１）審議概観

第195回国会において、本委員会に付託

された法律案は、内閣提出３件であり、

いずれも可決した。

また、本委員会付託の請願６種類57件

は、いずれも保留とした。

〔法律案の審査〕

一般職の職員の給与に関する法律等の

は、人事院の国会一部を改正する法律案

及び内閣に対する平成29年８月８日付け

、の職員の給与の改定に関する勧告に鑑み

一般職の国家公務員の俸給月額、初任給

調整手当及び勤勉手当の額の改定を行う

等の措置を講じようとするものである。

特別職の職員の給与に関する法律の一

は、一般職の国家公部を改正する法律案

務員の給与改定に伴い、特別職の職員の

。給与の額を改定しようとするものである

国家公務員退職手当法等の一部を改正

は、民間における退職給付のする法律案

支給の実情に鑑み、国家公務員の退職手

当の額を引き下げる等の措置を講じよう

とするものである。

委員会においては、３法律案を一括し

て議題とし、国家公務員の退職手当の支

給水準を引き下げる理由、国の非常勤職

員等の実効性ある処遇改善、国家公務員

の働き方改革を推進する必要性等につい

て質疑が行われ、討論の後、順次採決の

結果、いずれも多数をもって原案どおり

可決された。

〔国政調査〕

、一般職の職員の給与につい11月30日

ての報告及び勧告等について一宮人事院

総裁から説明を聴取した。

、北朝鮮籍と見られる船舶の12月５日

漂流・漂着事案、行政文書の管理に関す

るガイドラインの見直し、政府機関にお

けるサイバーセキュリティ対策、実質可

処分所得の動向を踏まえた政策の立案、

男女共同参画の推進、保育事業の公定価

格の適正化 「キラリと光る地方大学づく、

り」に向けた取組、国家戦略特別区域に

新設される獣医学部に係る説明等の諸問

題について質疑を行った。

、文教科学委員会との連合審12月７日

査会を行い、国家戦略特区における学部



新設に関する件を議題とし、国家戦略特

区における獣医学部新設の目的と意義、

獣医学部設置認可前の韓国における募集

活動の適切性、大学の設置認可前に学生

募集を行った場合のペナルティ、国家戦

略特区における獣医学部新設の条件に係

る議論のプロセスの適切性、大学設置・

学校法人審議会における訴訟リスク考慮

の妥当性、国家戦略特区諮問会議と大学

設置・学校法人審議会における審査の役

割分担、大学設置・学校法人審議会の公

平性・独立性確保の方法、新設される獣

医学部の定員の妥当性 獣医師の分野別・、

地域的な偏在を解消するための獣医師免

許の在り方、今後の大学設置・学校法人

審議会の在り方、新設される獣医学部の

ＢＳＬ施設に関する厚生労働省への相談

。の有無等の諸問題について質疑を行った

（２）委員会経過

○平成29年11月30日(木)（第１回）

内閣の重要政策及び警察等に関する調査を行

うことを決定した。

一般職の職員の給与についての報告及び勧告

等に関する件について一宮人事院総裁から説

明を聴いた。

○平成29年12月５日(火)（第２回）

国家戦略特区における学部新設に関する件に

ついて文教科学委員会に連合審査会の開会を

申し入れることを決定した。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

北朝鮮籍と見られる船舶の漂流・漂着事案に

関する件、行政文書の管理に関するガイドラ

インの見直しに関する件、政府機関における

サイバーセキュリティ対策に関する件、実質

可処分所得の動向を踏まえた政策の立案に関

する件、男女共同参画の推進に関する件、保

育事業の公定価格の適正化に関する件 「キ、

ラリと光る地方大学づくり」に関する件、国

家戦略特別区域に新設される獣医学部に係る

説明に関する件等について梶山国務大臣、松

山内閣府特命担当大臣、菅内閣官房長官、小

此木国家公安委員会委員長、鈴木国務大臣、

茂木内閣府特命担当大臣、野田内閣府特命担

当大臣、奥野総務副大臣、田畑厚生労働大臣

政務官、長峯財務大臣政務官、政府参考人及

び会計検査院当局に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

和田政宗君（自民 、岡田広君（自民 、白） ）

眞勲君（民進 、熊野正士君（公明 、矢田） ）

わか子君（民進 、田村智子君（共産 、清） ）

水貴之君（維新 、山本太郎君（希会））

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を

（ ）（ ）改正する法律案 閣法第１号 衆議院送付

特別職の職員の給与に関する法律の一部を改

正する法律案（閣法第２号 （衆議院送付））

国家公務員退職手当法等の一部を改正する法

律案（閣法第３号 （衆議院送付））

以上３案について梶山国務大臣から趣旨説明

を聴いた。

○平成29年12月７日(木)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を

（ ）（ ）改正する法律案 閣法第１号 衆議院送付

特別職の職員の給与に関する法律の一部を改

正する法律案（閣法第２号 （衆議院送付））

国家公務員退職手当法等の一部を改正する法

律案（閣法第３号 （衆議院送付））

以上３案について梶山国務大臣、奥野総務副

大臣、宮川文部科学大臣政務官、長峯財務大

臣政務官、田畑厚生労働大臣政務官及び政府

参考人に対し質疑を行い、討論の後、いずれ

も可決した。

〔質疑者〕

江島潔君（自民 、相原久美子君（民進 、） ）

熊野正士君（公明 、田村智子君（共産 、） ）

清水貴之君（維新 、山本太郎君（希会））

（閣法第１号）



賛成会派 自民、民進、公明、共産、希会

反対会派 維新

（閣法第２号）

賛成会派 自民、民進、公明

反対会派 共産、維新、希会

（閣法第３号）

賛成会派 自民、民進、公明

反対会派 共産、維新、希会

○平成29年12月７日(木)

文教科学委員会、内閣委員会連合審査会（第

１回）

（文教科学委員会を参照）

○平成29年12月８日(金)（第４回）

請願第11号外56件を審査した。

内閣の重要政策及び警察等に関する調査の継

続調査要求書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（25名）

竹谷 とし子（公明） こやり 隆史（自民） 那谷屋 正義（民進）委員長

島田 三郎（自民） 古賀 友一郎（自民） 難波 奨二（民進）理 事

堂故 茂（自民） 二之湯 智（自民） 森本 真治（民進）理 事

森屋 宏（自民） 松下 新平（自民） 魚住 裕一郎（公明）理 事

吉川 沙織（民進） 山崎 正昭（自民） 山下 芳生（共産）理 事

秋野 公造（公明） 山田 修路（自民） 片山 虎之助（維新）理 事

朝日 健太郎（自民） 山本 順三（自民） 又市 征治（希会）
太田 房江（自民） 江崎 孝（民進）

（29.11.30 現在）片山 さつき（自民） 杉尾 秀哉（民進）

（１）審議概観

第195回国会において、本委員会に付託

された法律案及び請願はなかった。

〔国政調査〕

、行政制度、地方行財政、消11月30日

防行政、情報通信行政等の諸施策に関す

る件について野田総務大臣から説明を聴

取した。

、行政制度、地方行財政、消12月７日

防行政、情報通信行政等の諸施策に関す

る件について、森林環境税（仮称）の創

設に向けた総務大臣の所見、地方公共団

体の基金の積立状況に対する評価と地方

財源保障のための総務省の今後の取組、

情報公開制度及び公文書管理制度に関す

、る更なる法改正の必要性についての見解

ＮＨＫ記者が過労死に至った背景と再発

防止に向けた対応の妥当性等の質疑を

行った。

（２）委員会経過

○平成29年11月30日(木)（第１回）

行政制度、地方行財政、選挙、消防、情報通

信及び郵政事業等に関する調査を行うことを

決定した。

行政制度、地方行財政、消防行政、情報通信

行政等の諸施策に関する件について野田総務

大臣から説明を聴いた。

○平成29年12月７日(木)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

行政制度、地方行財政、消防行政、情報通信

行政等の諸施策に関する件について野田総務

大臣、坂井総務副大臣、松本内閣府副大臣、

木原財務副大臣、小倉総務大臣政務官、小林

総務大臣政務官、長峯財務大臣政務官、政府

参考人、参考人日本放送協会会長上田良一君

及び同協会理事根本佳則君に対し質疑を行っ

た。

〔質疑者〕

堂故茂君（自民 、古賀友一郎君（自民 、） ）

吉川沙織君（民進 、森本真治君（民進 、） ）

秋野公造君（公明 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 維新 又市征治君 希会

行政制度、地方行財政、選挙、消防、情報通



信及び郵政事業等に関する調査の継続調査要

求書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（20名）

石川 博崇（公明） 松山 政司（自民） 仁比 聡平（共産）委員長

中西 健治（自民） 丸山 和也（自民） 東 徹（維新）理 事

山田 宏（自民） 元榮 太一郎（自民） 糸数 慶子（沖縄）理 事

山 勇一（民進） 柳本 卓治（自民） 郡司 彰（ 無 ）理 事

若松 謙維（公明） 山谷 えり子（自民） 伊達 忠一（ 無 ）理 事

岡田 直樹（自民） 有田 芳生（民進） 山口 和之（ 無 ）
（29.11.30 現在）福岡 資麿（自民） 小川 敏夫（民進）

（１）審議概観

第195回国会において本委員会に付託さ

れた法律案は、内閣提出２件であり、い

ずれも可決した。

また、本委員会付託の請願７種類72件

は、いずれも保留とした。

〔法律案の審査〕

裁判官の報酬等に関する法律の一部を

改正する法律案 検察官の俸給等に関及び

は、一する法律の一部を改正する法律案

般の政府職員の給与改定に伴い、裁判官

の報酬月額及び検察官の俸給月額を改定

しようとするものである。委員会におい

ては、両法律案を一括して議題とし、裁

判官の報酬及び検察官の俸給に係る予算

額、一般の政府職員と裁判官・検察官の

給与の比較、裁判所職員の夜間業務にお

ける負担、家庭裁判所を充実する必要性

等について質疑が行われた。質疑を終局

し、討論の後、順次採決の結果、両法律

案はいずれも多数をもって可決された。

〔国政調査〕

、法務及び司法行政等に関す12月５日

る質疑を行い、刑事施設におけるリカレ

ント教育の必要性、裁判官及び検察官の

勤務実態把握のための取組、性犯罪被害

の実態、逮捕状が発せられたにもかかわ

らず執行されない可能性の有無、性犯罪

、に関する刑法の見直しに当たっての課題

性犯罪被害者のための全国共通ダイヤル

の運用体制、所有者不明土地問題に対す

る法務省の取組、いじめは重大な人権侵

害であり犯罪であるという意識を広める

必要性、性犯罪に関する法改正過程に被

害者が積極的に参加する必要性、テロ等

準備罪における取調べの録音・録画等に

関する制度の在り方の検討状況、外国人

技能実習機構のコスト削減策、インター

ネット利用が少ない世代に選択的夫婦別

姓について周知する必要性、難民認定制

度における諸課題、持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）でうたわれる「誰一人取り

残さない」社会を実現するための取組、

技能実習制度における二国間取決めの意

義、進捗状況及び今後の予定等が取り上

げられた。



（２）委員会経過

○平成29年11月30日(木)（第１回）

法務及び司法行政等に関する調査を行うこと

を決定した。

○平成29年12月５日(火)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

刑事施設における再犯防止のための教育に関

する件、性暴力及び性犯罪被害の実態に関す

る件、性犯罪被害者に対する相談体制に関す

る件、所有者不明土地問題に関する件、技能

実習制度の課題に関する件、難民認定制度の

運用に関する件等について上川法務大臣、

梨法務副大臣、政府参考人及び最高裁判所当

局に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、元榮太一郎君 自民 有田芳生君 民進

山勇一君（民進 、若松謙維君（公明 、） ）

仁比聡平君（共産 、東徹君（維新 、糸数） ）

慶子君（沖縄 、山口和之君（無））

裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正す

る法律案（閣法第５号 （衆議院送付））

検察官の俸給等に関する法律の一部を改正す

る法律案（閣法第６号 （衆議院送付））

以上両案について上川法務大臣から趣旨説明

を聴いた。

○平成29年12月７日(木)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正す

る法律案（閣法第５号 （衆議院送付））

検察官の俸給等に関する法律の一部を改正す

る法律案（閣法第６号 （衆議院送付））

以上両案について上川法務大臣、丹羽文部科

学副大臣、 梨法務副大臣、政府参考人及び

、 、最高裁判所当局に対し質疑を行い 討論の後

いずれも可決した。

〔質疑者〕

山勇一君（民進 、有田芳生君（民進 、） ）

仁比聡平君（共産 、東徹君（維新 、糸数） ）

慶子君（沖縄 、山口和之君（無））

（閣法第５号）

、 、 、 、 、賛成会派 自民 民進 公明 共産 沖縄

無（山口和之君）

反対会派 維新

欠席会派 無（郡司彰君、伊達忠一君）

（閣法第６号）

、 、 、 、 、賛成会派 自民 民進 公明 共産 沖縄

無（山口和之君）

反対会派 維新

欠席会派 無（郡司彰君、伊達忠一君）

請願第１号外71件を審査した。

法務及び司法行政等に関する調査の継続調査

要求書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（21名）

三宅 伸吾（自民） 宇都 隆史（自民） 牧山 ひろえ（民進）委員長

猪口 邦子（自民） 佐藤 啓（自民） 竹内 真二（公明）理 事

塚田 一郎（自民） 武見 敬三（自民） 井上 哲士（共産）理 事

中西 哲（自民） 中曽根 弘文（自民） 浅田 均（維新）理 事

藤田 幸久（民進） 堀井 巌（自民） アントニオ猪木（無ク）理 事

杉 久武（公明） 山本 一太（自民） 伊波 洋一（沖縄）理 事

足立 敏之（自民） 小西 洋之（民進） 福山 哲郎（ 無 ）
（29.11.30 現在）

（１）審議概観

第195回国会において本委員会に付託さ

れた法律案は、内閣提出法律案１件であ

り、可決した。

また、本委員会付託の請願10種類71件

は、いずれも保留とした。

〔法律案の審査〕

防衛省職員の俸給月額等の改定 防衛省

の職員の給与等に関する法律の一部を改

は、一般職の国家公務員の正する法律案

例に準じて、防衛省職員の俸給月額等を

改定する措置を講じようとするものであ

る。委員会においては、今回の法改正に

よる給与改定の意義、自衛官の確保のた

めの給与を含めた待遇改善、女性自衛官

の活躍推進のための環境整備、自衛官の

充足率向上に向けた取組等について質疑

が行われ、多数をもって可決された。

〔国政調査〕

、北朝鮮情勢、通常兵器の軍12月５日

縮、弾道ミサイルへの対処、核兵器禁止

条約、カンボジア情勢、集団的自衛権と

憲法との関係、米国サンフランシスコ市

に設置された慰安婦像、米国のアジア太

平洋戦略等について質疑を行った。

（２）委員会経過

○平成29年11月30日(木)（第１回）

外交、防衛等に関する調査を行うことを決定

した。

○平成29年12月５日(火)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

北朝鮮情勢に関する件、通常兵器の軍縮に関

する件、弾道ミサイルへの対処に関する件、

核兵器禁止条約に関する件、カンボジア情勢

に関する件、集団的自衛権と憲法との関係に

関する件、米国サンフランシスコ市に設置さ

れた慰安婦像に関する件、米国のアジア太平

洋戦略に関する件等について河野外務大臣、

小野寺防衛大臣、佐藤外務副大臣、岡本外務

大臣政務官、堀井（巌）外務大臣政務官及び

政府参考人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

猪口邦子君（自民 、中西哲君（自民 、藤） ）

田幸久君（民進 、小西洋之君（民進 、杉） ）

久武君（公明 、井上哲士君（共産 、浅田） ）

均君（維新 、アントニオ猪木君（無ク 、） ）



伊波洋一君（沖縄 、福山哲郎君（無））

防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を

（ ）（ ）改正する法律案 閣法第９号 衆議院送付

について小野寺防衛大臣から趣旨説明を聴い

た。

○平成29年12月７日(木)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を

（ ）（ ）改正する法律案 閣法第９号 衆議院送付

について小野寺防衛大臣、河野外務大臣、山

本防衛副大臣、佐藤外務副大臣、大野防衛大

臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行った

後、可決した。

〔質疑者〕

佐藤啓君（自民 、牧山ひろえ君（民進 、） ）

小西洋之君（民進 、杉久武君（公明 、井） ）

上哲士君（共産 、浅田均君（維新 、アン） ）

（ ）、 （ ）トニオ猪木君 無ク 伊波洋一君 沖縄

（閣法第９号）

、 、 、 、 、賛成会派 自民 民進 公明 共産 無ク

沖縄、無（福山哲郎君）

反対会派 維新

請願第28号外70件を審査した。

外交、防衛等に関する調査の継続調査要求書

を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（25名）

長谷川 岳（自民） 長峯 誠（自民） 宮崎 勝（公明）委員長

中西 祐介（自民） 西田 昌司（自民） 小池 晃（共産）理 事

羽生田 俊（自民） 林 芳正（自民） 大門 実紀史（共産）理 事

古川 俊治（自民） 松川 るい（自民） 藤巻 健史（維新）理 事

三木 亨（自民） 宮沢 洋一（自民） 中山 恭子（希党）理 事

大塚 耕平（民進） 風間 直樹（民進） 藤末 健三（国声）理 事

愛知 治郎（自民） 川合 孝典（民進） 渡辺 喜美（ 無 ）
大家 敏志（自民） 古賀 之士（民進）

（29.11.30 現在）徳茂 雅之（自民） 里見 隆治（公明）

（１）審議概観

第195回国会において、本委員会に付託

された法律案はなかった。

また、本委員会付託の請願８種類109件

は、いずれも保留とした。

〔国政調査〕

、消費税率引上げによる増収12月５日

分を教育等の経済政策パッケージに充て

ることへの財務大臣の認識、森友学園へ

の国有地売却に関する会計検査手法の妥

当性、人づくり革命と財政健全化の両立

に向けた財務大臣の所見、日銀による大

規模な国債買入れにより我が国の財政規

律に緩みが生じる可能性、金融機関やＩ

Ｔ企業等に対するオープンＡＰＩの推進

に向けた調査や支援の必要性等について

質疑を行った。

（２）委員会経過

○平成29年11月30日(木)（第１回）

財政及び金融等に関する調査を行うことを決

定した。

○平成29年12月５日(火)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

消費税増収分の使途に関する件、学校法人森

友学園に関する件、一般会計から自動車安全

特別会計への繰戻しに関する件、人づくり革

命に関する件、賃金の引上げに向けた環境整

備に関する件、金融政策と財政規律に関する

件、内部留保課税に関する件、フィンテック

に関する件等について麻生国務大臣、野上内

、 、 、閣官房副長官 木原財務副大臣 政府参考人

会計検査院当局及び参考人日本銀行総裁黒田

東彦君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

羽生田俊君（自民 、風間直樹君（民進 、） ）

浜口誠君（民進 、宮崎勝君（公明 、里見） ）

隆治君（公明 、辰巳孝太郎君（共産 、藤） ）

巻健史君（維新 、中山恭子君（希党 、藤） ）

末健三君（国声）

○平成29年12月８日(金)（第３回）

請願第４号外108件を審査した。

財政及び金融等に関する調査の継続調査要求

書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（20名）

階 恵美子（自民） 今井 絵理子（自民） 蓮 舫（民進）委員長

上野 通子（自民） 衛藤 晟一（自民） 佐々木さやか（公明）理 事

大野 正（自民） 小野田 紀美（自民） 新妻 秀規（公明）理 事

神本 美恵子（民進） 橋本 聖子（自民） 高木 かおり（維新）理 事

吉良 よし子（共産） 水落 敏栄（自民） 木戸口 英司（希会）理 事

赤池 誠章（自民） 大島 九州男（民進） 松沢 成文（希党）
（29.11.30 現在）石井 浩郎（自民） 宮沢 由佳（民進）

（１）審議概観

第195回国会において本委員会に付託さ

れた法律案はなく、付託された請願５種

類６件は、いずれも保留とした。

〔国政調査〕

、教員の働き方改革と定数改12月５日

善の必要性、私立学校の教育内容等の適

切性と文部科学省等の対応の在り方、国

家戦略特区における獣医学部の新設に係

る大学設置・学校法人審議会での審査内

容、教員の再任用を促すために免許更新

制を緩和する必要性、幼児教育無償化に

向けた環境整備の必要性、私立高等学校

授業料の実質無償化に関する検討状況、

ＳＮＳを活用したいじめ等に関する相談

体制を整備拡充する必要性、高等学校に

おける生徒指導の在り方、文化関連独立

行政法人を含む文化庁の京都移転の検討

、 、状況 医師の確保及び偏在対策の在り方

東京オリンピックのゴルフ競技会場選定

の適切性等について質疑を行った。

、内閣委員会との連合審査会12月７日

を行い、国家戦略特区における学部新設

に関する件を議題とし、国家戦略特区に

おける獣医学部新設の目的と意義、獣医

学部設置認可前の韓国における募集活動

の適切性、大学の設置認可前に学生募集

を行った場合のペナルティ、国家戦略特

区における獣医学部新設の条件に係る議

論のプロセスの適切性、大学設置・学校

法人審議会における訴訟リスク考慮の妥

当性 国家戦略特区諮問会議と大学設置・、

、学校法人審議会における審査の役割分担

大学設置・学校法人審議会の公平性・独

立性確保の方法、新設される獣医学部の

定員の妥当性、獣医師の分野別・地域的

な偏在を解消するための獣医師免許の在

り方、今後の大学設置・学校法人審議会

の在り方、新設される獣医学部のＢＳＬ

施設に関する厚生労働省への相談の有無

等について質疑を行った。

（２）委員会経過

○平成29年11月30日(木)（第１回）

教育、文化、スポーツ、学術及び科学技術に

関する調査を行うことを決定した。

○平成29年12月５日(火)（第２回）



政府参考人の出席を求めることを決定した。

教員の働き方改革及び定数改善の必要性に関

する件、私立学校の教育内容等の適切性に関

する件、国家戦略特区における獣医学部の新

設に関する件、教員の再任用を促すための免

許更新制の緩和に関する件、幼児教育無償化

に向けた環境整備に関する件、私立高等学校

授業料の実質無償化に関する件、ＳＮＳを活

用したいじめ等に関する相談体制に関する

件、高等学校における生徒指導の在り方に関

する件、文化庁の京都移転の検討状況に関す

る件、医師の確保及び偏在対策に関する件、

東京オリンピックのゴルフ競技会場選定に関

する件等について林文部科学大臣、うえの財

務副大臣、水落内閣府副大臣、長峯財務大臣

政務官、大沼厚生労働大臣政務官、小倉総務

大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行っ

た。

〔質疑者〕

上野通子君（自民 、江島潔君（自民 、神） ）

本美恵子君（民進 、宮沢由佳君（民進 、） ）

佐々木さやか君 公明 吉良よし子君 共（ ）、 （

産 、高木かおり君（維新 、木戸口英司君） ）

（希会 、松沢成文君（希党））

国家戦略特区における学部新設に関する件に

ついて内閣委員会からの連合審査会開会の申

入れを受諾することを決定した後、連合審査

会における政府参考人の出席要求の件及び参

考人の出席要求の件については委員長に一任

することに決定した。

○平成29年12月７日(木)

文教科学委員会、内閣委員会連合審査会（第

１回）

国家戦略特区における学部新設に関する件に

ついて梶山国務大臣、林文部科学大臣、谷合

農林水産副大臣、宮川文部科学大臣政務官及

び政府参考人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

和田政宗君（自民 、白眞勲君（民進 、杉） ）

（ ）、 （ ）、尾秀哉君 民進 佐々木さやか君 公明

田村智子君（共産 、松沢成文君（希党 、） ）

高木かおり君（維新 、森ゆうこ君（希会））

○平成29年12月８日(金)（第３回）

請願第９号外５件を審査した。

教育、文化、スポーツ、学術及び科学技術に

関する調査の継続調査要求書を提出すること

を決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（25名）

島村 大（自民） 木村 義雄（自民） 浜口 誠（民進）委員長

石田 昌宏（自民） 自見 はなこ（自民） 伊藤 孝江（公明）理 事

そのだ 修光（自民） 鶴保 庸介（自民） 三浦 信祐（公明）理 事

馬場 成志（自民） 藤井 基之（自民） 倉林 明子（共産）理 事

石橋 通宏（民進） 三原じゅん子（自民） 石井 苗子（維新）理 事

山本 香苗（公明） 宮島 喜文（自民） 福島 みずほ（希会）理 事

石井 みどり（自民） 足立 信也（民進） 薬師寺みちよ（無ク）
小川 克巳（自民） 小林 正夫（民進）

（29.11.30 現在）大沼 みずほ（自民） 櫻井 充（民進）

（１）審議概観

第195回国会において本委員会に付託さ

れた法律案は、内閣提出１件及び衆議院

提出１件（厚生労働委員長１件）の合計

２件であり、いずれも可決した。

また、本委員会付託の請願21種類160件

のうち、１種類１件を採択した。

〔法律案の審査〕

旅館業法の一部を改正する生活衛生

は、旅館業の業務法律案（閣法第７号）

の適正な運営を確保すること等により、

旅館業の健全な発達を図り、公衆衛生及

び国民生活の向上に寄与するため、ホテ

ル営業及び旅館営業の営業種別の統合、

都道府県知事等による旅館業を営む者に

対する緊急命令の創設、無許可営業者な

ど旅館業法に違反した者に対する罰金の

上限額の引上げ等の措置を講じようとす

るものである。委員会においては、本法

律案の趣旨及び早期成立の必要性、旅館

業に係る規制の在り方、違法民泊の現状

及び対策等について質疑が行われ、採決

の結果、全会一致をもって原案どおり可

決された。なお、本法律案に対し、附帯

決議が付された。

特定フィブリノゲン製剤及び特肝炎

定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎

感染被害者を救済するための給付金の支

給に関する特別措置法の一部を改正する

は、Ｃ型肝炎感染被法律案（衆第１号）

害者を救済するための特別措置法に基づ

く給付金の支給の請求の状況に鑑み、給

付金の請求期限を法施行後10年から15年

に延長しようとするものである。委員会

においては、提出者である衆議院厚生労

働委員長より趣旨説明を聴取した後、採

決の結果、全会一致をもって原案どおり

可決された。なお、本法律案に対し、附

帯決議が付された。

〔国政調査〕

、我が国の雇用のあるべき姿12月５日

についての厚労大臣の見解、次期診療報

酬・介護報酬改定の方向性、先発医薬品

の薬価を特許存続中は維持し期間満了後

、は後発医薬品と同額に引き下げる必要性

一貫した医師養成課程の制度設計に向け

た厚労省の今後の取組、歯科衛生士及び



、歯科技工士の人材育成・確保策の必要性

今後の地域におけるリハビリテーション

推進に際して理学療法士を活用する必要

性、次期診療報酬改定に向けた厚労大臣

の見解、第３期がん対策推進基本計画の

推進に向けた厚労大臣の決意、障害年金

の受給手続の負担軽減に向けた厚労大臣

の決意 「新しい社会的養育ビジョン」に、

おける今後の目標及び計画設定見通し、

障害福祉サービス等報酬における食事提

供体制加算の継続を求める当事者の声に

対する厚労大臣の所感、がん分野のデー

タベース構築及び情報の利活用に対する

厚労省の取組及び見解、建設アスベスト

被害者を救済するための今後の厚労省の

取組に関する厚労大臣の見解、老年医学

の推進の在り方に対する厚労大臣の見解

等について質疑を行った。

、Ｃ型肝炎救済特別措置法に12月７日

よる被害者の救済を促進するための取組

及び厚労大臣の決意、平成30年度予算に

おける肝がん患者への医療費助成制度の

実現に向けた厚労大臣の決意、今後の肝

炎検診の啓発活動に関する具体的取組、

医薬品行政の監督・評価を行う第三者機

関設置を厚労大臣のリーダーシップで実

現する必要性、肝炎対策のためのＷＨＯ

コラボレーティングセンターの機能強化

に係る厚労省の支援の必要性等について

質疑を行った。

（２）委員会経過

○平成29年11月30日(木)（第１回）

社会保障及び労働問題等に関する調査を行う

ことを決定した。

○平成29年12月５日(火)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

我が国の雇用のあるべき姿に関する件、薬価

等を通じた新薬開発製薬企業への支援の必要

性に関する件、一貫した医師養成課程に向け

た今後の取組に関する件、歯科保健医療の推

進に関する件、地域におけるリハビリテーシ

ョンの充実に関する件、次期診療報酬・介護

報酬改定の方向性に関する件、がん対策の推

進に関する件、障害年金の受給手続の改善方

、 、策に関する件 社会的養護の充実に関する件

障害福祉サービス等報酬における食事提供体

制加算の在り方に関する件、医療等分野にお

けるビッグデータ等の利活用に関する件、建

設アスベスト健康被害への対応に関する件、

老年医学の推進に関する件等について加藤厚

生労働大臣、丹羽文部科学副大臣、高木厚生

労働副大臣及び政府参考人に対し質疑を行っ

た。

〔質疑者〕

石橋通宏君（民進 、櫻井充君（民進 、自） ）

（ ）、 （ ）、見はなこ君 自民 石井みどり君 自民

小川克巳君（自民 、宮島喜文君（自民 、） ）

三浦信祐君（公明 、伊藤孝江君（公明 、） ）

山本香苗君（公明 、倉林明子君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）、石井苗子君 維新 福島みずほ君 希会

薬師寺みちよ君（無ク）

旅館業法の一部を改正する法律案（閣法第７

について加藤厚生労働大号 （衆議院送付））

臣から趣旨説明を聴いた。

○平成29年12月７日(木)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

旅館業法の一部を改正する法律案（閣法第７

について加藤厚生労働大号 （衆議院送付））

臣、高木厚生労働副大臣、大沼厚生労働大臣

政務官及び政府参考人に対し質疑を行った

後、可決した。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、馬場成志君 自民 そのだ修光君 自民

足立信也君（民進 、浜口誠君（民進 、伊） ）

藤孝江君（公明 、倉林明子君（共産 、石） ）

井苗子君（維新 、福島みずほ君（希会 、） ）

薬師寺みちよ君（無ク）



（閣法第７号）

、 、 、 、 、賛成会派 自民 民進 公明 共産 維新

希会、無ク

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

Ｃ型肝炎感染被害者救済等の肝炎対策に関す

る件等について加藤厚生労働大臣及び政府参

考人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

浜口誠君（民進 、倉林明子君（共産 、石） ）

井苗子君（維新 、福島みずほ君（希会 、） ）

薬師寺みちよ君（無ク）

特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第

Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済

するための給付金の支給に関する特別措置法

の一部を改正する法律案（衆第１号 （衆議）

について提出者衆議院厚生労働委員院提出）

長 鳥修一君から趣旨説明を聴いた後、可決

した。

（衆第１号）

、 、 、 、 、賛成会派 自民 民進 公明 共産 維新

希会、無ク

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成29年12月８日(金)（第４回）

請願第516号は、採択すべきものにして、内

閣に送付するを要するものと審査決定し、第

32号外158件を審査した。

社会保障及び労働問題等に関する調査の継続

調査要求書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（20名）

岩井 茂樹（自民） 進藤 金日子（自民） 田名部 匡代（民進）委員長

中泉 松司（自民） 野村 哲郎（自民） 鉢呂 吉雄（民進）理 事

舞立 昇治（自民） 平野 達男（自民） 谷合 正明（公明）理 事

舟山 康江（民進） 藤木 眞也（自民） 横山 信一（公明）理 事

紙 智子（共産） 山田 俊男（自民） 儀間 光男（維新）理 事

礒崎 陽輔（自民） 小川 勝也（民進） 森 ゆうこ（希会）
（29.11.30 現在）上月 良祐（自民） 川田 龍平（民進）

（１）審議概観

第195回国会において本委員会に付託さ

れた法律案は、内閣提出１件であり、可

決した。また、本委員会に付託された請

願はなかった。

〔法律案の審査〕

は、近競馬法の一部を改正する法律案

年における地方競馬主催者の厳しい事業

収支の状況に鑑み、地方競馬の振興等を

図るため、地方競馬全国協会の行う業務

に必要な資金の確保措置の期限延長を行

おうとするものである。委員会では、資

金確保措置の期限延長の必要性、競馬場

の入場者を増やすための方策、馬産地支

援の取組等について質疑が行われ、全会

一致をもって可決された。なお、附帯決

議が付された。

〔国政調査〕

、食料自給率低下の原因及び12月５日

食料自給率向上・食料自給力強化の政策

を明示する必要性、日ＥＵ・ＥＰＡ及び

ＴＰＰ11における交渉経過の情報開示並

びに国内対策の在り方 国家戦略特区ワー、

キンググループのヒアリングにおける関

係者発言の取扱い、コメ海外市場拡大戦

略プロジェクトと日本食品海外プロモー

（ ） 、ションセンター JFOODO の役割の違い

水田活用の直接支払交付金の農政上の位

置付け及び予算確保の見通し、主要農作

物種子法廃止が都道府県の種子計画策定

に影響を与える可能性、卸売市場におけ

るバックマージン等の商慣習を見直す必

要性及び受託拒否の禁止原則を維持する

、 、必要性 森林環境税の早期導入の必要性

定置網による太平洋クロマグロの未成魚

の大量漁獲を防ぐための休漁補償につい

て検討する必要性等について質疑を行っ

た。

（２）委員会経過

○平成29年11月30日(木)（第１回）

農林水産に関する調査を行うことを決定し

た。

○平成29年12月５日(火)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

食料自給率目標に関する件、日ＥＵ経済連携



協定及びＴＰＰ11協定に関する件、国家戦略

特別区域における獣医学部の新設に関する

、 、件 農林水産業の輸出力強化戦略に関する件

米政策改革に関する件、主要農作物種子法廃

止に関する件等について 藤農林水産大臣、

谷合農林水産副大臣、越智内閣府副大臣、礒

崎農林水産副大臣、松本内閣府副大臣、上月

農林水産大臣政務官、秋本国土交通大臣政務

官、宮川文部科学大臣政務官及び政府参考人

に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、進藤金日子君 自民 舟山康江君 民進

川田龍平君（民進 、横山信一君（公明 、） ）

紙智子君（共産 、儀間光男君（維新 、森） ）

ゆうこ君（希会）

（ ）競馬法の一部を改正する法律案 閣法第８号

について 藤農林水産大臣か（衆議院送付）

ら趣旨説明を聴いた。

○平成29年12月７日(木)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

（ ）競馬法の一部を改正する法律案 閣法第８号

について 藤農林水産大臣、（衆議院送付）

谷合農林水産副大臣、上月農林水産大臣政務

官、宮川文部科学大臣政務官及び政府参考人

に対し質疑を行った後、可決した。

〔質疑者〕

徳永エリ君（民進 、横山信一君（公明 、） ）

紙智子君（共産 、儀間光男君（維新 、森） ）

ゆうこ君（希会）

（閣法第８号）

、 、 、 、 、賛成会派 自民 民進 公明 共産 維新

希会

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

農林水産に関する調査の継続調査要求書を提

出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（21名）

藤 嘉隆（民進） 北村 経夫（自民） 伊藤 孝恵（民進）委員長

井原 巧（自民） 中川 雅治（自民） 石上 俊雄（民進）理 事

滝波 宏文（自民） 松村 祥史（自民） 浜野 喜史（民進）理 事

吉川 ゆうみ（自民） 丸川 珠代（自民） 平木 大作（公明）理 事

大野 元裕（民進） 宮本 周司（自民） 矢倉 克夫（公明）理 事

石井 章（維新） 渡辺 猛之（自民） 岩渕 友（共産）理 事

青山 繁晴（自民） 渡 美樹（自民） 辰巳 孝太郎（共産）
（29.11.30 現在）

（１）審議概観

第195回国会において本委員会に付託さ

れた法律案はなく、付託された請願４種

類22件は、いずれも保留とした。

〔国政調査〕

、原子力発電立地地域に対す12月５日

る施策に関する件、原子力規制行政の在

り方に関する件、エネルギー基本計画の

検討に関する件、再生可能エネルギーの

導入拡大に伴う課題に関する件、経済産

業省における情報発信に関する件、消費

税の軽減税率制度導入への対応に関する

件、商工中金の危機対応業務における不

正行為に関する件、中小企業に対する税

制・予算措置に関する件、経済連携協定

に係る中小企業支援に関する件、東京電

力福島第一原子力発電所事故に係る損害

賠償に関する件、二輪車に係る産業育成

施策に関する件、製造業における品質管

理に係る不正事案への対応に関する件等

について質疑を行った。

（２）委員会経過

○平成29年11月30日(木)（第１回）

経済、産業、貿易及び公正取引等に関する調

査を行うことを決定した。

○平成29年12月５日(火)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

原子力発電立地地域に対する施策に関する

件、原子力規制行政の在り方に関する件、エ

ネルギー基本計画の検討に関する件、再生可

能エネルギーの導入拡大に伴う課題に関する

、 、件 経済産業省における情報発信に関する件

消費税の軽減税率制度導入への対応に関する

件、商工中金の危機対応業務における不正行

為に関する件、中小企業に対する税制・予算

措置に関する件、経済連携協定に係る中小企

業支援に関する件、東京電力福島第一原子力

発電所事故に係る損害賠償に関する件、二輪

車に係る産業育成施策に関する件、製造業に

おける品質管理に係る不正事案への対応に関

する件等について世耕国務大臣、西銘経済産

業副大臣、平木経済産業大臣政務官、更田原

子力規制委員会委員長、政府参考人及び参考

人東京電力ホールディングス株式会社代表執

行役社長小早川智明君に対し質疑を行った。



〔質疑者〕

滝波宏文君（自民 、浜野喜史君（民進 、） ）

伊藤孝恵君（民進 、矢倉克夫君（公明 、） ）

岩渕友君（共産 、石井章君（維新））

○平成29年12月８日(金)（第３回）

請願第226号外21件を審査した。

経済、産業、貿易及び公正取引等に関する調

査の継続調査要求書を提出することを決定し

た。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（25名）

野田 国義（民進） 石井 正弘（自民） 高瀬 弘美（公明）委員長

阿達 雅志（自民） 金子 原二郎（自民） 竹内 真二（公明）理 事

井上 義行（自民） 末松 信介（自民） 山添 拓（共産）理 事

酒井 庸行（自民） 高橋 克法（自民） 室井 邦彦（維新）理 事

羽田 雄一郎（民進） 中野 正志（自民） 青木 愛（希会）理 事

山本 博司（公明） 牧野 たかお（自民） 行田 邦子（希党）理 事

足立 敏之（自民） 吉田 博美（自民） 平山 佐知子（国声）
青木 一彦（自民） 鉢呂 吉雄（民進）

（29.12.5 現在）朝日 健太郎（自民） 森本 真治（民進）

（１）審議概観

第195回国会において本委員会に付託さ

れた法律案はなかった。

また、本委員会付託の請願４種類５件

は、いずれも保留とした。

〔国政調査〕

、国土交通行政の諸施策につ12月５日

いて、石井国土交通大臣から説明を聴取

した。

、質疑を行い、災害復旧に際12月７日

しての改良復旧事業の必要性及び地域の

孤立化防止に資する道路の強靱化策、洪

水・土砂災害に対する事前の防災・減災

、対策の推進に向けた国土交通大臣の決意

訪日中国人に対する白タク行為について

の国土交通省の認識と取組、人口減少に

伴う都市のスポンジ化に対する具体的な

対処方策、国際バルク戦略港湾である徳

山下松港における国際物流ターミナル整

備事業の経済効果、森友学園への国有地

売却に係る会計検査院報告とこれまでの

国土交通大臣答弁との整合、森友学園へ

の国有地売却時に廃棄物の深度を写真に

より認定した手法の妥当性、会計検査院

報告を踏まえた国土交通省による国有地

売却に係る検証の必要性、森友学園への

国有地売却交渉時における大阪航空局の

対応状況、地方自治体による生活道路の

ユニバーサルデザイン化推進の取組に対

する国の支援、地域住民への影響も踏ま

えた訪日外国人旅行者4,000万人実現に向

けた取組の必要性、建設業における長時

間労働の是正策及び週休二日の推進が技

能労働者の賃金に及ぼす影響、型式指定

自動車の完成検査に係る不適切事案に関

する国土交通大臣の所見及び取組方針、

羽田空港の飛行経路見直しにおける関係

自治体及び地域住民への説明状況、ＪＲ

内房線における運行ダイヤ改善に向けた

国土交通省のＪＲに対する指導等の必要

性、ＬＮＧバンカリング拠点の整備推進

に向けた政府の取組状況、日本海沿岸に

おける木造船漂着事案への対応及び海上

保安体制の強化、電柱による道路の占用

禁止措置の普及・低コスト手法の導入等

による無電柱化の推進、天竜川ダム再編

事業の概要と事業の完了時期、既設ダム

の再生及び海岸侵食対策の重要性に対す



る国土交通大臣の見解などの諸問題が取

り上げられた。

（２）委員会経過

○平成29年12月５日(火)（第１回）

国土の整備、交通政策の推進等に関する調査

を行うことを決定した。

国土交通行政の諸施策に関する件について石

井国土交通大臣から説明を聴いた。

○平成29年12月７日(木)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

防災・減災対策における国土交通省の取組に

関する件、国際バルク戦略港湾の整備に関す

る件、森友学園への国有地売却問題に関する

件、訪日外国人観光客の急増を踏まえた政府

の取組に関する件、海上保安体制の強化に関

する件、建設業における長時間労働の是正等

に関する件、型式指定自動車の完成検査に係

る不適切事案に関する件、ＪＲにおける運行

ダイヤの改善に関する件、無電柱化の推進に

関する件、既設ダムの再生及び海岸侵食対策

に関する件等について石井国土交通大臣、あ

、 、かま内閣府副大臣 あきもと国土交通副大臣

牧野国土交通副大臣、新妻文部科学大臣政務

官、政府参考人及び会計検査院当局に対し質

疑を行った。

〔質疑者〕

足立敏之君（自民 、阿達雅志君（自民 、） ）

鉢呂吉雄君（民進 、竹内真二君（公明 、） ）

山添拓君（共産 、室井邦彦君（維新 、青） ）

木愛君（希会 、行田邦子君（希党 、平山） ）

佐知子君（国声）

請願第10号外４件を審査した。

国土の整備、交通政策の推進等に関する調査

の継続調査要求書を提出することを決定し

た。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（20名）

柘植 芳文（自民） 鴻池 祥肇（自民） 芝 博一（民進）委員長

滝沢 求（自民） 佐藤 信秋（自民） 柳田 稔（民進）理 事

森 まさこ（自民） 世耕 弘成（自民） 河野 義博（公明）理 事

長浜 博行（民進） 関口 昌一（自民） 浜田 昌良（公明）理 事

片山 大介（維新） 二之湯 武史（自民） 市田 忠義（共産）理 事

磯 仁彦（自民） 渡辺美知太郎（自民） 武田 良介（共産）
（29.12.5 現在）尾 秀久（自民） 礒 哲史（民進）

（１）審議概観

第195回国会において、本委員会に付託

された法律案はなかった。

また、本委員会付託の請願２種類15件

は、いずれも保留とした。

〔国政調査〕

、中間貯蔵施設の整備及び搬12月７日

入状況、自動車部門における地球温暖化

対策、食品ロスの削減に向けた環境省の

今後の取組方針、東京電力の原子力事業

者としての適格性、我が国の温室効果ガ

ス削減目標の在り方等について質疑を

行った。

（２）委員会経過

○平成29年12月５日(火)（第１回）

環境及び公害問題に関する調査を行うことを

決定した。

○平成29年12月７日(木)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

中間貯蔵施設の整備及び搬入状況に関する

件、自動車部門における地球温暖化対策に関

する件、食品ロスの削減に向けた環境省の今

後の取組方針に関する件、東京電力の原子力

事業者としての適格性に関する件、我が国の

温室効果ガス削減目標の在り方に関する件等

、 、について中川国務大臣 礒崎農林水産副大臣

伊藤環境副大臣、とかしき環境副大臣、更田

原子力規制委員会委員長、政府参考人及び参

考人東京電力ホールディングス株式会社代表

執行役副社長文挾誠一君に対し質疑を行っ

た。

〔質疑者〕

森まさこ君（自民 、長浜博行君（民進 、） ）

河野義博君（公明 、武田良介君（共産 、） ）

片山大介君（維新）

請願第34号外14件を審査した。

環境及び公害問題に関する調査の継続調査要

求書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（20名）

鉢呂 吉雄（民進） 進藤 金日子（自民） 小川 勝也（民進）委員長

愛知 治郎（自民） 高橋 克法（自民） 那谷屋 正義（民進）理 事

岡田 直樹（自民） 徳茂 雅之（自民） 羽田 雄一郎（民進）理 事

小川 敏夫（民進） 長峯 誠（自民） 西田 実仁（公明）理 事

片山 虎之助（維新） 牧野 たかお（自民） 山口 那津男（公明）理 事

朝日 健太郎（自民） 水落 敏栄（自民） 小池 晃（共産）
（29.11.22 現在）こやり 隆史（自民） 元榮 太一郎（自民）

委員会経過

○平成29年11月22日(水)（第１回）

理事の辞任を許可し、補欠選任を行った。

国家の基本政策に関する調査を行うことを決

定した。

国家の基本政策に関する調査について合同審

査会を開会することを決定した。



委員一覧（45名）

金子 原二郎（自民） 島田 三郎（自民） 大野 元裕（民進）委員長

石井 準一（自民） 滝沢 求（自民） 古賀 之士（民進）理 事

宇都 隆史（自民） 武見 敬三（自民） 杉尾 秀哉（民進）理 事

高野 光二郎（自民） 中泉 松司（自民） 田名部 匡代（民進）理 事

二之湯 武史（自民） 中野 正志（自民） 藤田 幸久（民進）理 事

丸川 珠代（自民） 舞立 昇治（自民） 伊藤 孝江（公明）理 事

川合 孝典（民進） 松川 るい（自民） 熊野 正士（公明）理 事

増子 輝彦（民進） 元榮 太一郎（自民） 竹内 真二（公明）理 事

横山 信一（公明） 山田 宏（自民） 三浦 信祐（公明）理 事

辰巳 孝太郎（共産） 山本 一太（自民） 大門 実紀史（共産）理 事

青山 繁晴（自民） 吉川 ゆうみ（自民） 山下 芳生（共産）
朝日 健太郎（自民） 渡辺美知太郎（自民） 浅田 均（維新）
上野 通子（自民） 渡 美樹（自民） 石井 苗子（維新）
太田 房江（自民） 石橋 通宏（民進） 福島 みずほ（希会）
こやり 隆史（自民） 大島 九州男（民進） 薬師寺みちよ（無ク）

（29.11.29 現在）

（１）審議概観

第195回国会において、本委員会は予算

の執行状況に関する調査を行った。

なお、本委員会に付託された請願はな

かった。

[国政調査]

予算の執行状況に関する調査を議題と

して、11月29日、国会法第105条の規定に

基づく本委員会からの会計検査の要請に

対する結果報告に関する件について、河

戸会計検査院長から説明を聴いた後、同

日及び30日の２日間、質疑が行われた。

質疑においては、賃金・消費の現状を

踏まえた経済政策の在り方、東電福島第

一原発における汚染水の処理方針、森友

学園に関する会計検査院の検査結果を踏

まえた再調査の必要性、高齢者の貧困増

加に対応する政策の在り方、北朝鮮のミ

サイル発射に対する我が国の対応の在り

方、北朝鮮拉致被害者救出に係る包括的

部隊編成の必要性、消費税率引上げ時に

軽減税率を円滑に導入するための取組、

ＳＮＳを活用した若者の自殺防止対策の

、 、拡充 森友学園と近畿財務局の交渉内容

労働契約法上の無期雇用転換ルール回避

を防ぐための法改正の必要性、政府系金

融機関及び製造業において相次ぐ不祥事

に対する政府の認識、過去20年間におけ

る我が国の低成長と財政悪化の要因、性

暴力根絶のための対策強化の必要性、聴

覚障害者及び視覚障害者のための施策を

推進する必要性等の問題が取り上げられ

た。



（２）委員会経過

○平成29年11月29日(水)（第１回）

予算の執行状況に関する調査を行うことを決

定した。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

国会法第105条の規定に基づく本委員会から

の会計検査の要請に対する結果報告に関する

件について河戸会計検査院長から説明を聴い

た後、予算の執行状況に関する件について安

倍内閣総理大臣、小野寺防衛大臣、河野外務

大臣、林文部科学大臣、野田総務大臣、麻生

財務大臣、茂木内閣府特命担当大臣、加藤厚

生労働大臣、石井国土交通大臣、吉野復興大

臣、世耕経済産業大臣、中川環境大臣、 藤

農林水産大臣、松山内閣府特命担当大臣、中

根外務副大臣、河戸会計検査院長、政府参考

人、会計検査院当局及び参考人東京電力ホー

ルディングス株式会社代表執行役社長小早川

智明君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

大塚耕平君（民進 、増子輝彦君（民進 、） ）

川合孝典君（民進 、武見敬三君（自民 、） ）

山本一太君（自民）

○平成29年11月30日(木)（第２回）

予算の執行状況に関する件について安倍内閣

総理大臣、河野外務大臣、小野寺防衛大臣、

、 、小此木国家公安委員会委員長 麻生国務大臣

林文部科学大臣、 藤農林水産大臣、石井国

土交通大臣、野田総務大臣、世耕経済産業大

臣、吉野復興大臣、加藤厚生労働大臣、菅内

閣官房長官、梶山内閣府特命担当大臣、茂木

国務大臣、河戸会計検査院長、一宮人事院総

裁、政府参考人及び会計検査院当局に対し質

疑を行った。

〔質疑者〕

青山繁晴君（自民 、西田実仁君（公明 、） ）

（ ）、 （ ）、三浦信祐君 公明 辰巳孝太郎君 共産

小池晃君（共産 、片山虎之助君（維新 、） ）

藤巻健史君（維新 、福島みずほ君（希※ ）

会 、薬師寺みちよ君（無ク） 関連質疑） ※

○平成29年12月８日(金)（第３回）

予算の執行状況に関する調査の継続調査要求

書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（30名）

二之湯 智（自民） 進藤 金日子（自民） 浜口 誠（民進）委員長
豊田 俊郎（自民） そのだ 修光（自民） 矢田 わか子（民進）理 事
西田 昌司（自民） 馬場 成志（自民） 秋野 公造（公明）理 事
宮本 周司（自民） 藤井 基之（自民） 宮崎 勝（公明）理 事
難波 奨二（民進） 古川 俊治（自民） 吉良 よし子（共産）理 事
佐々木さやか（公明） 松下 新平（自民） 石井 苗子（維新）理 事
田村 智子（共産） 三木 亨（自民） 片山 大介（維新）理 事
阿達 雅志（自民） 森屋 宏（自民） 又市 征治（希会）
岡田 広（自民） 石上 俊雄（民進） 行田 邦子（希党）
片山 さつき（自民） 古賀 之士（民進） 平山 佐知子（国声）

（29.12.4 現在）

（１）審議概観

第195回国会において、本委員会に付託

された案件は、平成二十八年度決算外２

件（第195回国会提出）であり、いずれも

審査継続とした。

〔平成二十八年度決算の審査〕

平成二十八年度決算外２件は、第195回

国会の平成29年11月21日に提出され、12

月４日、本会議において概要報告及び質

疑が行われた後、本委員会に付託され、

同日の委員会において麻生財務大臣から

概要説明を聴取した。

〔国政調査〕

平成29年12月４日、国家財政の経理及

び国有財産の管理に関する調査のうち、

会計検査院法第30条の２の規定に基づく

報告に関する件について河戸会計検査院

長から説明を聴取した。

（２）委員会経過

○平成29年12月４日(月)（第１回）

国家財政の経理及び国有財産の管理に関する

調査を行うことを決定した。

平成二十八年度一般会計歳入歳出決算、平成

二十八年度特別会計歳入歳出決算、平成二十

八年度国税収納金整理資金受払計算書、平成

二十八年度政府関係機関決算書

平成二十八年度国有財産増減及び現在額総計

算書

平成二十八年度国有財産無償貸付状況総計算

書

以上３件について麻生財務大臣から説明を聴

いた後、会計検査院の検査報告について河戸

会計検査院長から説明を聴いた。

国家財政の経理及び国有財産の管理に関する

調査のうち、会計検査院法第30条の２の規定

に基づく報告に関する件について河戸会計検

査院長から説明を聴いた。

○平成29年12月８日(金)（第２回）

の継続審査要求書平成二十八年度決算外２件

を提出することを決定した。

国家財政の経理及び国有財産の管理に関する

調査の継続調査要求書を提出することを決定

した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（30名）

丸山 和也（自民） 酒井 庸行（自民） 相原 久美子（民進）委員長

青木 一彦（自民） 滝波 宏文（自民） 江崎 孝（民進）理 事

江島 潔（自民） 武見 敬三（自民） 風間 直樹（民進）理 事

福岡 資麿（自民） 柘植 芳文（自民） 神本 美恵子（民進）理 事

魚住 裕一郎（公明） 堂故 茂（自民） 牧山 ひろえ（民進）理 事

倉林 明子（共産） 徳茂 雅之（自民） 河野 義博（公明）理 事

儀間 光男（維新） 野村 哲郎（自民） 高瀬 弘美（公明）理 事

石井 浩郎（自民） 羽生田 俊（自民） 青木 愛（希会）
猪口 邦子（自民） 渡辺 猛之（自民） 森 ゆうこ（希会）
木村 義雄（自民） 足立 信也（民進） 伊波 洋一（沖縄）

（29.12.8 現在）

（１）審議概観

第195回国会において、不適正行政によ

る具体的権利・利益の侵害の救済を求め

ることを内容とする苦情請願は、付託さ

れなかった。

（２）委員会経過

○平成29年12月８日(金)（第１回）

理事の辞任を許可し、補欠選任を行った。

行政監視、行政評価及び行政に対する苦情に

関する調査の継続調査要求書を提出すること

を決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（25名）

山本 順三（自民） 足立 敏之（自民） 宮島 喜文（自民）委員長

大家 敏志（自民） 今井 絵理子（自民） 山 勇一（民進）理 事

古賀 友一郎（自民） 小川 克巳（自民） 宮沢 由佳（民進）理 事

末松 信介（自民） 小野田 紀美（自民） 柳田 稔（民進）理 事

礒 哲史（民進） 佐藤 啓（自民） 伊藤 孝江（公明）理 事

芝 博一（民進） 自見 はなこ（自民） 里見 隆治（公明）理 事

矢倉 克夫（公明） 中西 哲（自民） 山添 拓（共産）理 事

仁比 聡平（共産） 藤木 眞也（自民）理 事

理 事 （29.11.1 現在）東 徹（維新） 松村 祥史（自民）

庶務関係小委員（15名）

松村 祥史（自民） 古賀 友一郎（自民） 山 勇一（民進）小委員長

足立 敏之（自民） 末松 信介（自民） 里見 隆治（公明）
今井 絵理子（自民） 藤木 眞也（自民） 矢倉 克夫（公明）
小川 克巳（自民） 礒 哲史（民進） 仁比 聡平（共産）
大家 敏志（自民） 芝 博一（民進） 東 徹（維新）

（29.11.1 現在）

図書館運営小委員（15名）

柳田 稔（民進） 自見 はなこ（自民） 芝 博一（民進）小委員長

小野田 紀美（自民） 末松 信介（自民） 伊藤 孝江（公明）
大家 敏志（自民） 中西 哲（自民） 矢倉 克夫（公明）
古賀 友一郎（自民） 宮島 喜文（自民） 仁比 聡平（共産）
佐藤 啓（自民） 礒 哲史（民進） 東 徹（維新）

（29.11.1 現在）

（１）審議概観

第195回国会において本委員会に付託さ

、 、れた法律案は 衆議院提出の１件であり

可決した。

なお、本委員会に付託された請願はな

かった。

〔法律案の審査〕

国会議員の秘書の給与等に関する法律

は、一般職の国の一部を改正する法律案

家公務員の給与改定に伴い、国会議員の

秘書の給与の額を改定するものである。

本法律案は、12月５日に衆議院から提

出、７日、本委員会に付託され、８日に

多数をもって可決された。



（２）委員会経過

○平成29年11月１日(水)（第１回）

一、事務総長から内閣総辞職の報告を聴いた。

一、災害対策特別委員会、沖縄及び北方問題に

関する特別委員会、政治倫理の確立及び選挙

制度に関する特別委員会、北朝鮮による拉致

問題等に関する特別委員会、政府開発援助等

に関する特別委員会、消費者問題に関する特

別委員会及び東日本大震災復興特別委員会を

設置し、委員の会派割当をそれぞれ次のとお

りとすることに決定した。

災害対策特別委員会

自由民主党・こころ11人、民進党・新緑風

会４人、公明党２人、日本共産党、日本維

新の会及び希望の会（自由・社民）各１人

計20人

沖縄及び北方問題に関する特別委員会

自由民主党・こころ11人、民進党・新緑風

会４人、公明党２人、日本共産党、日本維

新の会及び沖縄の風各１人 計20人

政治倫理の確立及び選挙制度に関する特別委

員会

自由民主党・こころ19人、民進党・新緑風

会７人、公明党４人、日本共産党及び日本

維新の会各２人、希望の会（自由・社民）

１人 計35人

北朝鮮による拉致問題等に関する特別委員会

自由民主党・こころ10人、民進党・新緑風

会４人、公明党２人、日本共産党、日本維

新の会、希望の党及び沖縄の風各１人 計

20人

政府開発援助等に関する特別委員会

自由民主党・こころ15人、民進党・新緑風

会６人、公明党３人、日本共産党２人、日

本維新の会、希望の会（自由・社民 、無）

所属クラブ及び国民の声各１人 計30人

消費者問題に関する特別委員会

自由民主党・こころ13人、民進党・新緑風

会５人、公明党３人、日本共産党２人、日

本維新の会及び希望の会（自由・社民）各

１人 計25人

東日本大震災復興特別委員会

自由民主党・こころ21人、民進党・新緑風

会８人、公明党４人、日本共産党及び日本

、 （ ）、維新の会各２人 希望の会 自由・社民

希望の党及び国民の声各１人 計40人

一、次の構成により庶務関係小委員会及び図書

館運営小委員会を設置することを決定した

、 。後 それぞれ小委員及び小委員長を選任した

自由民主党・こころ８人、民進党・新緑風

会３人、公明党２人、日本共産党及び日本

維新の会各１人 計15人

なお、各小委員の変更の件については、委

員長に一任することに決定した。

一、会期を39日間とすることに決定した。

一、本日の本会議の議事に関する件について決

定した。

○平成29年11月17日(金)（第２回）

、 、一 本会議における内閣総理大臣の演説に対し

次の要領により質疑を行うことに決定した。

イ、日取り 11月21日及び22日

ロ、時 間 自由民主党・こころ60分、民進

党・新緑風会50分、公明党30分、日本共産

党及び日本維新の会各20分

ハ、人 数 自由民主党・こころ及び民進

党・新緑風会各２人、公明党、日本共産党

及び日本維新の会各１人

ニ、順 序 １民進党・新緑風会 ２自由民

主党・こころ ３公明党 ４日本共産党

５日本維新の会 ６民進党・新緑風会 ７

自由民主党・こころ

一、本日の本会議の議事に関する件について決

定した。

○平成29年11月21日(火)（第３回）

本日の本会議の議事に関する件について決定

した。

○平成29年11月22日(水)（第４回）

本日の本会議の議事に関する件について決定

した。

○平成29年11月30日(木)（第５回）

希望の党、国民の声及びフォーラム共生社会



21を立法事務費の交付を受ける会派と認定し

た。

○平成29年12月４日(月)（第６回）

一、元議員故櫻井新君に対し、院議をもって弔

詞をささげることに決定した。

一、北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する

決議案（山本順三君外12名発議）の委員会の

審査を省略することに決定した。

一、本会議における平成二十八年度決算の概要

についての財務大臣の報告に対し、次の要領

により質疑を行うことに決定した。

イ、時 間 自由民主党・こころ10分、民進

党・新緑風会15分、公明党、日本共産党及

び日本維新の会各10分、希望の会（自由・

社民）５分

ロ、人 数 各派１人

ハ、順 序 大会派順

一、本日の本会議の議事に関する件について決

定した。

○平成29年12月８日(金)（第７回）

一、原子力委員会委員長及び同委員の任命同意

に関する件についてあかま内閣府副大臣から

説明を聴いた後、同意することに決定した。

一、裁判官弾劾裁判所裁判員、同予備員、裁判

官訴追委員、同予備員、国土審議会委員及び

国土開発幹線自動車道建設会議委員の選任に

ついて決定した。

一、国土審議会特別委員の推薦について決定し

た。

国会議員の秘書の給与等に関する法律の一一、

部を改正する法律案（衆第３号 （衆議院提）

を可決した。出）

（衆第３号）

賛成会派 自民、民進、公明、共産

反対会派 維新

一、国会議員の秘書の退職手当支給規程の一部

を改正する規程の一部改正に関する件につい

て決定した。

一、国会職員の給与等に関する規程等の一部改

正に関する件について決定した。

一、外国派遣議員の報告書を本委員会の会議録

に掲載することに決定した。

一、議院及び国立国会図書館の運営に関する件

の継続審査要求書を提出することに決定し

た。

一、閉会中における本委員会所管事項の取扱い

についてはその処理を委員長に、小委員会所

管事項の取扱いについてはその処理を小委員

長にそれぞれ一任することに決定した。

一、本日の本会議の議事に関する件について決

定した。



委員一覧（10名）

溝手 顕正（自民） 橋本 聖子（自民） 市田 忠義（共産）委員長

山東 昭子（自民） 吉田 博美（自民） 松沢 成文（希党）理 事

蓮 舫（民進） 櫻井 充（民進）理 事

（29.11.21 現在）尾 秀久（自民） 若松 謙維（公明）

委員会経過

○平成29年11月21日(火)（第１回）

理事の補欠選任を行った。



委員一覧（20名）

河野 義博（公明） 佐藤 啓（自民） 野田 国義（民進）委員長

酒井 庸行（自民） 佐藤 信秋（自民） 浜口 誠（民進）理 事

そのだ 修光（自民） 自見 はなこ（自民） 吉川 沙織（民進）理 事

小林 正夫（民進） 馬場 成志（自民） 武田 良介（共産）理 事

杉 久武（公明） 藤川 政人（自民） 室井 邦彦（維新）理 事

足立 敏之（自民） 藤木 眞也（自民） 木戸口 英司（希会）
（29.11.1 現在）磯 仁彦（自民） 渡辺美知太郎（自民）

（１）審議概観

第195回国会において、本特別委員会に

付託された法律案及び請願はなかった。

（２）委員会経過

○平成29年11月１日(水)（第１回）

特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成29年12月８日(金)（第２回）

災害対策樹立に関する調査の継続調査要求書

を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（20名）

石井 浩郎（自民） 今井 絵理子（自民） 川合 孝典（民進）委員長

石井 正弘（自民） 長谷川 岳（自民） 難波 奨二（民進）理 事

山田 宏（自民） 橋本 聖子（自民） 竹谷 とし子（公明）理 事

江崎 孝（民進） 藤井 基之（自民） 紙 智子（共産）理 事

秋野 公造（公明） 松川 るい（自民） 儀間 光男（維新）理 事

石田 昌宏（自民） 山本 一太（自民） 糸数 慶子（沖縄）
（29.11.1 現在）猪口 邦子（自民） 神本 美恵子（民進）

（１）審議概観

第195回国会において、本特別委員会に

付託された法律案及び請願はなかった。

（２）委員会経過

○平成29年11月１日(水)（第１回）

特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成29年12月８日(金)（第２回）

沖縄及び北方問題に関しての対策樹立に関す

る調査の継続調査要求書を提出することを決

定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（35名）

徳永 エリ（民進） 佐藤 啓（自民） 古賀 之士（民進）委員長

岡田 直樹（自民） 山東 昭子（自民） 芝 博一（民進）理 事

武見 敬三（自民） 徳茂 雅之（自民） 浜野 喜史（民進）理 事

松村 祥史（自民） 中西 健治（自民） 里見 隆治（公明）理 事

森屋 宏（自民） 中西 哲（自民） 平木 大作（公明）理 事

足立 信也（民進） 二之湯 智（自民） 山本 博司（公明）理 事

牧山 ひろえ（民進） 西田 昌司（自民） 井上 哲士（共産）理 事

西田 実仁（公明） 舞立 昇治（自民） 山下 芳生（共産）理 事

石井 準一（自民） 丸川 珠代（自民） 浅田 均（維新）
石井 正弘（自民） 宮沢 洋一（自民） 石井 章（維新）
こやり 隆史（自民） 渡辺 猛之（自民） 青木 愛（希会）

（29.11.1 現在）鴻池 祥肇（自民） 有田 芳生（民進）

（１）審議概観

第195回国会において、本特別委員会に

付託された法律案はなかった。

また、本特別委員会付託の請願１種類

１件は、保留とした。

（２）委員会経過

○平成29年11月１日(水)（第１回）

特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成29年12月８日(金)（第２回）

請願第394号を審査した。

政治倫理の確立及び選挙制度に関する調査の

継続調査要求書を提出することを決定した。



委員一覧（20名）

山谷 えり子（自民） 井上 義行（自民） 柳田 稔（民進）委員長

北村 経夫（自民） 衛藤 晟一（自民） 石川 博崇（公明）理 事

滝沢 求（自民） 島村 大（自民） 武田 良介（共産）理 事

有田 芳生（民進） 塚田 一郎（自民） 高木 かおり（維新）理 事

山本 香苗（公明） 山崎 正昭（自民） 中山 恭子（希党）理 事

青山 繁晴（自民） 大野 元裕（民進） 伊波 洋一（沖縄）
（29.11.1 現在）赤池 誠章（自民） 白 眞勲（民進）

（１）審議概観

第195回国会において、本特別委員会に

付託された法律案及び請願はなかった。

（２）委員会経過

○平成29年11月１日(水)（第１回）

特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成29年12月８日(金)（第２回）

北朝鮮による拉致問題等に関しての対策樹立

に関する調査の継続調査要求書を提出するこ

とを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（30名）

山田 俊男（自民） 岩井 茂樹（自民） 小西 洋之（民進）委員長

井原 巧（自民） 宇都 隆史（自民） 長浜 博行（民進）理 事

大野 正（自民） 大家 敏志（自民） 宮沢 由佳（民進）理 事

中西 祐介（自民） 木村 義雄（自民） 新妻 秀規（公明）理 事

相原 久美子（民進） 野村 哲郎（自民） 宮崎 勝（公明）理 事

矢倉 克夫（公明） 松下 新平（自民） 井上 哲士（共産）理 事

辰巳 孝太郎（共産） 三宅 伸吾（自民） 藤巻 健史（維新）理 事

朝日 健太郎（自民） 元榮 太一郎（自民） 又市 征治（希会）
有村 治子（自民） 石上 俊雄（民進） アントニオ猪木（無ク）
石井 準一（自民） 大塚 耕平（民進） 藤末 健三（国声）

（29.11.1 現在）

（１）審議概観

第195回国会において、本特別委員会に

付託された法律案及び請願はなかった。

（２）委員会経過

○平成29年11月１日(水)（第１回）

特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成29年12月８日(金)（第２回）

政府開発援助等に関する調査の継続調査要求

書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（25名）

三原じゅん子（自民） 小野田 紀美（自民） 矢田 わか子（民進）委員長

太田 房江（自民） 尾 秀久（自民） 熊野 正士（公明）理 事

島田 三郎（自民） 徳茂 雅之（自民） 谷合 正明（公明）理 事

渡 美樹（自民） 福岡 資麿（自民） 大門 実紀史（共産）理 事

森本 真治（民進） 三木 亨（自民） 山添 拓（共産）理 事

若松 謙維（公明） 宮島 喜文（自民） 片山 大介（維新）理 事

青木 一彦（自民） 伊藤 孝恵（民進） 福島 みずほ（希会）
石井 みどり（自民） 藤 嘉隆（民進）

（29.11.1 現在）小川 克巳（自民） 舟山 康江（民進）

（１）審議概観

第195回国会において、本特別委員会に

付託された法律案及び請願はなかった。

（２）委員会経過

○平成29年11月１日(水)（第１回）

特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成29年12月８日(金)（第２回）

消費者問題に関しての総合的な対策樹立に関

する調査の継続調査要求書を提出することを

決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



委員一覧（40名）

那谷屋 正義（民進） 進藤 金日子（自民） 杉尾 秀哉（民進）委員長

愛知 治郎（自民） 階 恵美子（自民） 舟山 康江（民進）理 事

江島 潔（自民） 高橋 克法（自民） 増子 輝彦（民進）理 事

片山 さつき（自民） 滝波 宏文（自民） 伊藤 孝江（公明）理 事

平野 達男（自民） 豊田 俊郎（自民） 浜田 昌良（公明）理 事

風間 直樹（民進） 中西 哲（自民） 三浦 信祐（公明）理 事

田名部 匡代（民進） 中野 正志（自民） 岩渕 友（共産）理 事

秋野 公造（公明） 羽生田 俊（自民） 石井 苗子（維新）理 事

紙 智子（共産） 宮本 周司（自民） 清水 貴之（維新）理 事

足立 敏之（自民） 森 まさこ（自民） 山本 太郎（希会）
阿達 雅志（自民） 和田 政宗（自民） 行田 邦子（希党）
太田 房江（自民） 渡辺美知太郎（自民） 藤末 健三（国声）
岡田 広（自民） 川田 龍平（民進）

（29.11.1 現在）こやり 隆史（自民） 櫻井 充（民進）

（１）審議概観

第195回国会において本特別委員会に付

託された法律案はなかった。

また、本特別委員会付託の請願１種類

３件は、いずれも保留とした。

（２）委員会経過

○平成29年11月１日(水)（第１回）

特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成29年12月８日(金)（第２回）

請願第227号外２件を審査した。

東日本大震災復興の総合的対策に関する調査

の継続調査要求書を提出することを決定し

た。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。



２ 調査会審議経過

委員一覧（25名）

鴻池 祥肇（自民） 小野田 紀美（自民） 古賀 之士（民進）会 長

三木 亨（自民） 尾 秀久（自民） 杉尾 秀哉（民進）理 事

宮本 周司（自民） 大野 正（自民） 鉢呂 吉雄（民進）理 事

吉川 ゆうみ（自民） 酒井 庸行（自民） 熊野 正士（公明）理 事

大島 九州男（民進） 藤川 政人（自民） 里見 隆治（公明）理 事

佐々木さやか（公明） 松村 祥史（自民） 木戸口 英司（希会）理 事

武田 良介（共産） 丸山 和也（自民） 伊波 洋一（沖縄）理 事

東 徹（維新） 宮島 喜文（自民）理 事

（29.12.8 現在）今井 絵理子（自民） 小林 正夫（民進）

調査会経過

○平成29年12月８日(金)（第１回）

国際経済・外交に関する調査の継続調査要求

書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については会長に一

任することに決定した。



委員一覧（25名）

川田 龍平（民進） 小川 克巳（自民） 石橋 通宏（民進）会 長

井上 義行（自民） 自見 はなこ（自民） 難波 奨二（民進）理 事

上野 通子（自民） 進藤 金日子（自民） 吉川 沙織（民進）理 事

中西 健治（自民） 豊田 俊郎（自民） 高瀬 弘美（公明）理 事

石上 俊雄（民進） 中泉 松司（自民） 宮崎 勝（公明）理 事

横山 信一（公明） 中西 祐介（自民） 薬師寺みちよ（無ク）理 事

岩渕 友（共産） 元榮 太一郎（自民） 平山 佐知子（国声）理 事

藤巻 健史（維新） 森屋 宏（自民）理 事

（29.12.8 現在）朝日 健太郎（自民） 山田 修路（自民）

（１）活動概観

〔調査の経過〕

本調査会は、国民生活・経済に関し、

長期的かつ総合的な調査を行うため、第

192回国会の平成28年９月26日に設置され

た。

本調査会では、３年間の調査テーマで

ある「あらゆる立場の人々が参画できる

社会の構築」の下、１年目は「経済・生

活不安の解消」について鋭意調査を進め

てきた。

今国会において 理事会等で協議を行っ、

た結果、２年目は「豊かな国民生活の実

現」について調査を進めることに決定し

た。

（２）調査会経過

○平成29年12月８日(金)（第１回）

国民生活・経済に関する調査の継続調査要求

書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については会長に一

任することに決定した。



委員一覧（25名）

鶴保 庸介（自民） 井原 巧（自民） 長浜 博行（民進）会 長

赤池 誠章（自民） 石田 昌宏（自民） 森本 真治（民進）理 事

石井 みどり（自民） 島田 三郎（自民） 矢田 わか子（民進）理 事

渡辺 猛之（自民） そのだ 修光（自民） 三浦 信祐（公明）理 事

浜野 喜史（民進） 階 恵美子（自民） 市田 忠義（共産）理 事

杉 久武（公明） 藤木 眞也（自民） 山本 太郎（希会）理 事

山添 拓（共産） 森 まさこ（自民） 中山 恭子（希党）理 事

清水 貴之（維新） 渡 美樹（自民）理 事

（29.12.8 現在）青山 繁晴（自民） 礒 哲史（民進）

（１）活動概観

〔調査の経過〕

本調査会は、原子力等エネルギー・資

源に関し、長期的かつ総合的な調査を行

うため、第192回国会の平成28年９月26日

に設置された ３年間の調査テーマを 新。 「

たな時代に向けた我が国の資源エネル

ギー像 とし １年目は 資源エネルギー」 、 「

情勢と我が国の対応」について調査を行

い、第193回国会の平成29年５月31日に、

その概要をまとめた調査報告書（中間報

告）を議長に提出した。また 「原子力問、

題に関する件」について調査を行った。

、調査の２年目である今国会においては

理事懇談会等で協議を行った結果 「我が、

国の資源エネルギー戦略」について調査

を進めることを決定した。

（２）調査会経過

○平成29年12月８日(金)（第１回）

原子力等エネルギー・資源に関する調査の継

続調査要求書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については会長に一

任することに決定した。



３ 憲法審査会

委員一覧（45名）

柳本 卓治（自民） こやり 隆史（自民） 伊藤 孝恵（民進）会 長

磯 仁彦（自民） 古賀 友一郎（自民） 大野 元裕（民進）幹 事

岡田 直樹（自民） 高野 光二郎（自民） 風間 直樹（民進）幹 事

二之湯 武史（自民） 滝波 宏文（自民） 藤田 幸久（民進）幹 事

西田 昌司（自民） 塚田 一郎（自民） 牧山 ひろえ（民進）幹 事

舞立 昇治（自民） 堂故 茂（自民） 宮沢 由佳（民進）幹 事

小西 洋之（民進） 中曽根 弘文（自民） 伊藤 孝江（公明）幹 事

白 眞勲（民進） 二之湯 智（自民） 魚住 裕一郎（公明）幹 事

西田 実仁（公明） 福岡 資麿（自民） 佐々木さやか（公明）幹 事

仁比 聡平（共産） 古川 俊治（自民） 山本 博司（公明）幹 事

浅田 均（維新） 松村 祥史（自民） 吉良 よし子（共産）幹 事

足立 敏之（自民） 山下 雄平（自民） 山添 拓（共産）
愛知 治郎（自民） 山谷 えり子（自民） 東 徹（維新）
有村 治子（自民） 渡辺美知太郎（自民） 福島 みずほ（希会）
石井 正弘（自民） 有田 芳生（民進） 松沢 成文（希党）

（29.12.6 現在）

（１）活動概観

〔調査等の経過〕

憲法審査会は、①日本国憲法及び日本

国憲法に密接に関連する基本法制につい

ての広範かつ総合的な調査、②憲法改正

原案、日本国憲法に係る改正の発議又は

国民投票に関する法律案等の審査を行う

機関である（国会法第102条の６ 。）

今国会においては、12月６日 「憲法に、

対する考え方 について意見の交換を行っ」

た。

また、本審査会付託の請願７種類40件

は、いずれも保留とした。

〔調査の概要〕

「憲法に対する考え方」につ12月６日、

いて、委員相互間の意見交換において、

憲法の基本原理を尊重する一方、内外の

変化に対応していかにして憲法の原理を

守っていくのか憲法論議の現代的な進

化・発展が不可欠との見解、憲法９条へ

の自衛隊の明記、緊急事態条項、教育の

無償化・充実強化、合区解消は重要な課

題であるとの見解、安倍内閣による憲法5

3条の臨時会召集義務違反と憲法７条の解

、散権濫用について調査することの必要性

安保法制の違憲性と憲法９条への自衛隊

の明記の問題点、憲法改正の国民投票と

、国政選挙を同時に実施することの問題点

参議院の行政監視機能を充実させるべき

との見解、参議院は社会保障、子供の貧

困、人口減少などの長期的課題に軸足を

置くべきとの見解、憲法９条は日本の平

和的復興の基礎であり、９条に手を加え

ることは戦後日本社会の在り方を根底か

ら変えることになるとの見解、国民の多

数は改憲を求めておらず当審査会は動か

すべきではないとの見解、憲法改正は国

論を二分するような問題より身近で切実

な問題から取り上げるべきとの見解、教



育無償化の明記、国と地方の統治機構の

抜本改革及び憲法裁判所の設置のための

憲法改正の必要性、今必要なことは憲法

を変えることではなく、13条、14条、25

条、前文の平和的生存権など憲法の規定

をいかすことであるとの見解、憲法９条

への自衛隊の明記は限定的な集団的自衛

権の行使をする自衛隊の明記であり憲法

違反の安保関連法の合憲化であるとの見

、 、解 立憲主義については権力の制限規範

権力の授権規範、国家目標規範という三

つの面を組み合わせて議論していくべき

との見解、現行憲法の欠陥は国家の防衛

と国家緊急事態に対する規定が欠如して

いる点であるとの見解、自衛隊・自衛権

に関する条項、地方分権に関する条項、

知る権利に関する条項についての議論の

必要性等が述べられた。

（２）審査会経過

○平成29年12月６日(水)（第１回）

憲法に対する考え方について意見の交換を

行った。

○平成29年12月８日(金)（第２回）

請願第48号外39件を審査した。



４ 情報監視審査会

委員一覧（８名）

中曽根 弘文（自民） 猪口 邦子（自民） 山本 香苗（公明）会 長

阿達 雅志（自民） 石橋 通宏（民進） 仁比 聡平（共産）
（29.11.28 現在）井原 巧（自民） 大野 元裕（民進）

（１）活動概観

〔調査の経過〕

今国会においては、 特定秘密11月28日、

の保護に関する法律第19条により本年５

月19日に政府から国会に提出された「特

定秘密の指定及びその解除並びに適性評

」 、価の実施の状況に関する報告 について

上川国務大臣から説明を聴いた。

（２）審査会経過

○平成29年11月28日(火)（第１回）

特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価

の実施の状況に関する報告に関する件につい

て上川国務大臣から説明を聴いた。



５ 政治倫理審査会

委員一覧（15名）

吉田 博美（自民） 西田 昌司（自民） 那谷屋 正義（民進）会 長

関口 昌一（自民） 橋本 聖子（自民） 山口 那津男（公明）幹 事

岡田 直樹（自民） 山本 一太（自民） 若松 謙維（公明）
片山 さつき（自民） 小川 勝也（民進） 山下 芳生（共産）
武見 敬三（自民） 榛葉 賀津也（民進） 清水 貴之（維新）

（29.11.1 現在）



１ 請願審議概況

今国会に紹介提出された請願は、561件

（76種類）であり、このうち件数の多かっ

たものは、「所得税法第五十六条の廃止を

求めることに関する請願」50件、「共謀罪

法の廃止に関する請願」40件、「子供のた

めの予算を大幅に増やし、国の責任で安心

できる保育・学童保育の実現を求めること

に関する請願」及び「子供のための予算を

大幅に増やし、保育の環境と基準を改善す

ることに関する請願」が各34件、「国の責

任で、お金の心配なく誰もが必要な医療・

介護を受けられるようにすることに関する

請願」29件などであった。

各委員会及び憲法審査会の付託件数は、

内閣57件、法務72件、外交防衛71件、財政

金融109件、文教科学６件、厚生労働160件、

経済産業22件、国土交通５件、環境15件、

倫理選挙１件、震災復興３件、憲法40件で

あった。

請願者の総数は100万4,637人に上ってい

る。

請願書の紹介提出期限は、11月22日の議

院運営委員会理事会において、会期終了日

の８日前の12月１日までと決定された。

12月７日及び同８日、各委員会及び憲法

審査会において請願の審査が行われ、「難

病・長期慢性疾病・小児慢性特定疾病対策

の総合的な推進に関する請願」が採択すべ

きものと決定された。次いで、同８日の本

会議において同請願が採択され、即日これ

を内閣に送付した。

今国会における請願採択率（採択件数／

付託件数）は0.2％であり、種類別による

採択率（採択数／付託数）は1.3％であっ

た。



２ 請願件数表

委 員 会 ・ 憲 法 審 査 会 本会議

備 考

委員会等名 付 託 採 択 不採択 未 了 採 択

内 閣 57 0 0 57 0

法 務 72 0 0 72 0

外 交 防 衛 71 0 0 71 0

財 政 金 融 109 0 0 109 0

文 教 科 学 6 0 0 6 0

厚 生 労 働 160 1 0 159 1

経 済 産 業 22 0 0 22 0

国 土 交 通 5 0 0 5 0

環 境 15 0 0 15 0

倫 理 選 挙 1 0 0 1 0

震 災 復 興 3 0 0 3 0

憲 法 40 0 0 40 0

計 561 1 0 560 1 提出総数 561件



３ 本会議において採択された請願件名一覧

【内閣に送付するを要するもの】

○厚生労働委員会………………………………………………………………………………１件

難病・長期慢性疾病・小児慢性特定疾病対策の総合的な推進に関する請願（第516

号）

【内閣に送付するを要しないもの】

なし



質問主意書一覧

番 提出 転送 答弁書 掲載
件 名 提出者 受領

号 月日 月日 月日 会議録

29. 29. 29.

１ 北朝鮮による拉致被害者に対する政府の聞き取り調 有田 芳生君 11. 1 11. 6 11.10

査に関する質問主意書

２ 北朝鮮の核・ミサイル開発と「第二次朝鮮戦争」に 有田 芳生君 11. 1 11. 6 11.10

関する質問主意書

３ ストックホルム合意における遺骨及び墓地、残留日 有田 芳生君 11. 1 11. 6 11.10

本人に関する質問主意書

４ ストックホルム合意における「日本人配偶者」に関 有田 芳生君 11. 1 11. 6 11.10

する質問主意書

５ 警察官及び警察行政職員の採用試験に関する質問主 山本 太郎君 11. 1 11. 6 11.10

意書

６ 沖縄・米軍ヘリ炎上事故現場における米軍の行為及 山本 太郎君 11. 1 11. 6 11.10

び日本政府の対応と日米地位協定に関する質問主意

書

７ 電磁パルス攻撃に対する原子力関連施設の安全確保 川田 龍平君 11. 2 11. 6 11.10

に関する質問主意書

８ Ｃ型肝炎救済法の請求期限に関する質問主意書 古賀 之士君 11. 2 11. 6 11.10

９ 九州北部豪雨からの復旧・復興に関する補正予算の 古賀 之士君 11. 2 11. 6 11.10

必要性に関する質問主意書

10 学校現場における毛髪の染色指導に関する質問主意 山 勇一君 11. 6 11. 8 11.14

書

11 トランプ大統領来日と日朝ストックホルム合意に関 有田 芳生君 11.10 11.15 11.21

する質問主意書

12 高齢者や障害者に対する悪質な携帯電話等契約被害 川田 龍平君 11.13 11.15 11.21

に関する質問主意書



番 提出 転送 答弁書 掲載
件 名 提出者 受領

号 月日 月日 月日 会議録

29. 29. 29.

13 辺野古新基地工事に関する質問主意書 糸数 慶子君 11.15 11.20 11.24

14 米軍ヘリ炎上事故に関する質問主意書 糸数 慶子君 11.15 11.20 11.24

15 沖縄における核兵器貯蔵疑惑に関する質問主意書 糸数 慶子君 11.15 11.20 11.24

16 「いわゆる日本人配偶者」に関する質問主意書 有田 芳生君 11.17 11.22 11.28

17 愛宕山用地等の米軍への提供に関する質問主意書 福島 みずほ君 11.20 11.22 11.28

18 座間市における事件の再発防止に資する若者の情報 藤末 健三君 11.22 11.27 12. 1

通信メディアの利用実態に合わせた自殺予防相談体

制の確立に関する質問主意書

19 米国による北朝鮮のテロ支援国家再指定に関する質 有田 芳生君 11.22 11.27 12. 1

問主意書

20 「医薬分業の欠点」にかかる政府の今後の展望に関 川田 龍平君 11.22 11.27 12. 1

する質問主意書

21 復興資金流用問題に関する質問主意書 又市 征治君 11.27 11.29 12. 5

22 世界大学ランキングに関する質問主意書 藤末 健三君 12. 1 12. 6 12.12

23 資産凍結等の対象の範囲に関する質問主意書 古賀 之士君 12. 1 12. 6 12.12

24 在日米海軍横瀬駐機場のエアクッション型揚陸艇に 仁比 聡平君 12. 1 12. 6 12.12

よる夜間航行訓練に関する質問主意書

25 米軍ヘリ炎上事故についての日米間のやり取り及び 山本 太郎君 12. 4 12. 6 12.12

日米合同委員会合意に関する質問主意書



番 提出 転送 答弁書 掲載
件 名 提出者 受領

号 月日 月日 月日 会議録

29. 29. 29．

26 障害者基本法の改正に関する質問主意書 川田 龍平君 12. 4 12. 6 12.12

27 インドネシア共和国におけるチレボン石炭火力発電 石橋 通宏君 12. 5 12. 8 12.12

所拡張事業を対象とした貸付実行に関する質問主意

書

28 「医薬分業の欠点」にかかる政府の今後の展望に関 川田 龍平君 12. 5 12. 8 12.12

する再質問主意書

29 障害者虐待防止法の見直しに関する質問主意書 川田 龍平君 12. 5 12. 8 12.12

30 地域振興のためのプレミアム付商品券の発行に関す 藤末 健三君 12. 6 12. 8 12.15

る質問主意書

31 沖縄県の米軍キャンプ・ハンセン内の安富祖ダム工 糸数 慶子君 12. 6 12. 8 12.15

事現場で起きた被弾事件に関する質問主意書

32 「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島」の世 糸数 慶子君 12. 6 12. 8 12.15

界自然遺産登録に関する質問主意書

33 沖縄県宜野座村城原区における米軍機による騒音、 糸数 慶子君 12. 6 12. 8 12.15

粉塵等に関する質問主意書

34 国家戦略特区ワーキンググループの議事要旨等及び 田村 智子君 12. 7 12. 8 12.15

資料の公表に関する質問主意書

35 無料低額診療事業における無料または低額な料金で 田村 智子君 12. 7 12. 8 12.15

の調剤の実現に関する質問主意書

36 食事代の非課税限度額に関する質問主意書 古賀 之士君 12. 7 12. 8 12.15

37 米国バード修正条項に対する報復関税に関する質問 古賀 之士君 12. 7 12. 8 12.15

主意書

38 防衛省職員給与法改正案に関する質問主意書 牧山 ひろえ君 12. 7 12. 8 12.15



番 提出 転送 答弁書 掲載
件 名 提出者 受領

号 月日 月日 月日 会議録

29. 29． 29．

39 自衛官の採用及び定年に関する質問主意書 牧山 ひろえ君 12. 7 12. 8 12.15

40 三十五歳から四十歳代の就職氷河期世代の生活実態 吉川 沙織君 12. 8 12. 8 12.19

に関する質問主意書

41 我が国の電線関連産業の持続的発展に向けた施策に 石上 俊雄君 12. 8 12. 8 12.19

関する質問主意書

42 福島原発事故関連費および原発廃炉時の未償却資産 福島 みずほ君 12. 8 12. 8 12.19

の託送料金による回収に関する質問主意書

43 「いわゆる日本人配偶者」に関する再質問主意書 有田 芳生君 12. 8 12. 8 12.19

44 自衛隊明記の憲法改正における自衛隊の任務や権限 小西 洋之君 12. 8 12. 8 12.19

の内容に関する質問主意書

45 自衛隊明記の憲法改正案が否決された場合に関する 小西 洋之君 12. 8 12. 8 12.19

質問主意書

46 自衛隊を違憲あるいは違憲の疑いとする憲法学者に 小西 洋之君 12. 8 12. 8 12.19

対する安倍政権の認識に関する質問主意書

47 佐藤外務副大臣の自衛隊員の「服務の宣誓」を用い 小西 洋之君 12. 8 12. 8 12.19

た就任挨拶が憲法違反等であることに関する質問主

意書

48 佐藤外務副大臣の「服務の宣誓」を用いた就任挨拶 小西 洋之君 12. 8 12. 8 12.19

が自衛隊員を侮辱するものであることに関する質問

主意書

49 佐藤外務副大臣の就任挨拶が日本外交を武断政治に 小西 洋之君 12. 8 12. 8 12.19

陥らせることについての河野外務大臣の認識等に関

する質問主意書

50 北朝鮮への対処について「日米が百％共にある」等 小西 洋之君 12. 8 12. 8 12.19

の意味に関する質問主意書

51 厚木基地とロードマップの実施に関する質問主意書 牧山 ひろえ君 12. 8 12. 8 12.19



番 提出 転送 答弁書 掲載
件 名 提出者 受領

号 月日 月日 月日 会議録

29. 29． 29．

52 森林環境税の導入に関する質問主意書 牧山 ひろえ君 12. 8 12. 8 12.19

53 駅ホームの安全確保に関する質問主意書 牧山 ひろえ君 12. 8 12. 8 12.19

54 ＨＩＶ感染症の早期発見への具体的施策に関する質 牧山 ひろえ君 12. 8 12. 8 12.19

問主意書

55 ＨＩＶ感染症を減少させるための医療政策に関する 牧山 ひろえ君 12. 8 12. 8 12.19

質問主意書

56 食事手当に関する質問主意書 牧山 ひろえ君 12. 8 12. 8 12.19

57 障害者施設における食事提供体制加算に関する質問 牧山 ひろえ君 12. 8 12. 8 12.19

主意書

※平成29年12月19日現在



参議院改革協議会

協議員一覧（14名）

座 長 吉田 博美（自民） 羽田 雄一郎（民進） 松沢 成文（希党）
石井 準一（自民） 西田 実仁（公明） 薬師寺みちよ（無ク）
岡田 直樹（自民） 井上 哲士（共産） 糸数 慶子（沖縄）
塚田 一郎（自民） 室井 邦彦（維新） 藤末 健三（国声）
小川 勝也（民進） 青木 愛（希会）

（29.11.9 現在）

選挙制度に関する専門委員一覧（13名）

委員長 岡田 直樹（自民） 西田 実仁（公明） 薬師寺みちよ（無ク）
石井 準一（自民） 井上 哲士（共産） 糸数 慶子（沖縄）
塚田 一郎（自民） 室井 邦彦（維新） 藤末 健三（国声）
足立 信也（民進） 又市 征治（希会）
牧山 ひろえ（民進） 行田 邦子（希党）

（29.11.9 現在）

（１）検討の経緯

〔参議院改革協議会〕

参議院改革協議会（吉田博美座長）は、

参議院の組織及び運営に関する諸問題を調

査検討するため、第193回国会の平成29年

２月10日に設置された。また、本協議会の

下に参議院選挙制度の改革について調査検

討するため、選挙制度に関する専門委員会

が設置された。

第194回国会閉会後及び第195回国会にお

いて、本協議会は３回の調査検討を行った。

まず、10月６日の協議会（第８回）では、

行政監察機能の強化、行政監視委員会の機

能強化について、参考人南島和久君（新潟

大学教授）から意見を聴取した後、質疑を

行った。次いで、今後の進め方について協

議を行い、これまで聴取した関係機関の説

明、参考人の意見及び各協議員の意見を踏

まえ、行政監察機能の強化、行政監視委

員会の機能強化について、各会派におい

て意見を取りまとめることとなった。

11月９日の協議会（第９回）では、選挙

制度に関する専門委員会の委員の追加につ

いて決定した。

12月８日の協議会（第10回）では、行

政監察機能の強化、行政監視委員会の機

能強化について意見交換を行った後、共

通理解が得られた今後の方策、進むべき方

向性について中間取りまとめを行うことと

なり、座長から中間取りまとめ案が提示さ

れた。

〔選挙制度に関する専門委員会〕

第194回国会閉会後、本専門委員会（岡

田直樹専門委員長）は１回の調査検討を行

った。

10月６日の専門委員会（第７回）では、

事務局から平成28年参議院定数訴訟に係る

最高裁判決の概要について説明を聴取した

後、協議を行った。

また、第195回国会において、本専門委

員会は４回の調査検討を行った。

11月９日の専門委員会（第８回）では、

今後の進め方について協議を行った。

11月17日の専門委員会（第９回）では、

参議院選挙制度改革に対する考え方につい



て意見の交換を行った後、今後の進め方に

ついて協議を行った。

12月１日の専門委員会（第10回）では、

参議院選挙制度の改革のうち、一票の較差

について協議を行った後、今後の進め方に

ついて協議を行った。

12月８日の専門委員会（第11回）では、

参議院選挙制度の改革のうち、選挙制度の

枠組みとそれに基づく議員定数の在り方に

ついて協議を行った。

（２）協議会経過

〔参議院改革協議会〕

○平成29年10月６日(金)（第８回）

行政監察機能の強化、行政監視委員会の機能

強化について新潟大学教授南島和久君から意

見を聴いた後、同君に対し質疑を行った。

○平成29年11月９日(木)（第９回）

一、選挙制度に関する専門委員会の構成につい

て協議決定した。

一、参議院の組織及び運営の改革について協議

を行った。

○平成29年12月８日(金)（第10回）

行政監察機能の強化、行政監視委員会の機能

強化について協議を行った。

〔選挙制度に関する専門委員会〕

○平成29年10月６日(金)（第７回）

平成28年参議院定数訴訟に係る最高裁判決の

概要について事務局から説明を聴取した後、

協議を行った。

○平成29年11月９日(木)（第８回）

今後の専門委員会の進め方について協議を行

った。

○平成29年11月17日(金)（第９回）

参議院選挙制度改革に対する考え方について

意見の交換を行った。

今後の専門委員会の進め方について協議を行

った。

○平成29年12月１日(金)（第10回）

参議院選挙制度の改革のうち、一票の較差に

ついて協議を行った。

今後の専門委員会の進め方について協議を行

った。

○平成29年12月８日(金)（第11回）

参議院選挙制度の改革のうち、選挙制度の枠

組みとそれに基づく議員定数の在り方につい

て協議を行った。

（３）参議院改革協議会設置要綱

参議院の組織及び運営の改革に関する協議会の設置要綱

第１ 名称及び目的

参議院の組織及び運営に関する諸問題を調査検討するため、参議院議長（以下「議

長」という。）の下に参議院の組織及び運営の改革に関する協議会（以下「参議院改

革協議会」という。）を置く。

第２ 構成

(1) 参議院改革協議会は、協議員15人以内をもって組織する。

(2) 前項の協議員は、議院運営委員会理事会において協議した結果に基づき、議長が

委嘱するものとする。

第３ 運営

(1) 参議院改革協議会の調査検討の対象は、参議院の組織及び運営の改革に関する



次の事項とする。

① 議長が各会派代表者懇談会を開いた上で又は独自に、必要と認めて付議する事

項

② 参議院改革協議会が必要と認める事項

(2) 参議院改革協議会の座長は、同協議員の中から議長が委嘱するものとする。

(3) 議長、副議長及び議院運営委員長は、随時、参議院改革協議会に出席し、発言す

る。

(4) 参議院改革協議会は、必要と認める者から意見を聴取することができる。

(5) 参議院改革協議会における調査検討の結果、その意見を決定するには、全会一致

となるよう努めるものとする。

(6) 参議院改革協議会の運営についてこの要綱に定めのあるもののほかは、国会法に

よる委員会の運営に準拠するものとする。

(7) 議長は、参議院改革協議会から調査検討の結果の報告を受けたときは、各会派代

表者懇談会に諮り、適切な措置を採るものとする。

第４ その他

(1) 参議院改革協議会の設置は、議院運営委員会の決定によるものとする。

(2) 参議院改革協議会の設置については、本会議に報告するものとする。

(3) この要綱において「各会派代表者懇談会」とは、議長が主宰し、副議長、各会派

の代表者と議院運営委員長が出席して従来慣行として開かれているものをいう。



１ 国会会期一覧

（直近15国会を掲載）

会 期
国会回次 召集日 開会式 会期終了日

当初日数 延長日数 総日数

第181回 24.10.29(月) 24.10.29(月) 24.11.16(金) 33 ― 19
(臨時会) 衆議院解散

第182回 24.12.26(水) 24.12.28(金) 24.12.28(金) 3 ― 3
(特別会)

第183回 25. 1.28(月) 25. 1.28(月) 25. 6.26(水) 150 ― 150
(常 会)

第184回 25. 8. 2(金) 25. 8. 2(金) 25. 8. 7(水) 6 ― 6
(臨時会)

第185回 25.10.15(火) 25.10.15(火) 25.12. 8(日) 53 2 55
(臨時会)

第186回 26. 1.24(金) 26. 1.24(金) 26. 6.22(日) 150 ― 150
(常 会)

第187回 26. 9.29(月) 26. 9.29(月) 26.11.21(金) 63 ― 54
(臨時会) 衆議院解散

第188回 26.12.24(水) 26.12.26(金) 26.12.26(金) 3 ― 3
(特別会)

第189回 27. 1.26(月) 27. 1.26(月) 27. 9.27(日) 150 95 245
(常 会)

第190回 28. 1. 4(月) 28. 1. 4(月) 28. 6. 1(水) 150 ― 150
(常 会)

第191回 28. 8. 1(月) 28. 8. 1(月) 28. 8. 3(水) 3 ― 3
(臨時会)

第192回 28. 9.26(月) 28. 9.26(月) 28.12.17(土) 66 17 83
(臨時会)

第193回 29. 1.20(金) 29. 1.20(金) 29. 6.18(日) 150 ― 150
(常 会)

第194回 29. 9.28(木) ― 29. 9.28(木) 1 ― 1
(臨時会) 衆議院解散

第195回 29.11. 1(水) 29.11. 8(水) 29.12. 9(土) 39 ― 39
(特別会)



２ 参議院議員通常選挙関係一覧

通常選挙 選挙後最初の通常選挙期日 任期開始日 任期終了日 召集日
回 次 国会回次

昭和
25. 5. 2※第１回 22. 4.20(日) 22. 5. 3 第１回（特別会） 22. 5.20(火)
28. 5. 2

第２回 25. 6. 4(日) 25. 6. 4 31. 6. 3 第８回（臨時会） 25. 7.12(水)

第３回 28. 4.24(金) 28. 5. 3 34. 5. 2 第16回（特別会） 28. 5.18(月)

第４回 31. 7. 8(日) 31. 7. 8 37. 7. 7 第25回（臨時会） 31.11.12(月)

第５回 34. 6. 2(火) 34. 6. 2 40. 6. 1 第32回（臨時会） 34. 6.22(月)

第６回 37. 7. 1(日) 37. 7. 8 43. 7. 7 第41回（臨時会） 37. 8. 4(土)

第７回 40. 7. 4(日) 40. 7. 4 46. 7. 3 第49回（臨時会） 40. 7.22(木)

第８回 43. 7. 7(日) 43. 7. 8 49. 7. 7 第59回（臨時会） 43. 8. 1(木)

第９回 46. 6.27(日) 46. 7. 4 52. 7. 3 第66回（臨時会） 46. 7.14(水)

第10回 49. 7. 7(日) 49. 7. 8 55. 7. 7 第73回（臨時会） 49. 7.24(水)

第11回 52. 7.10(日) 52. 7.10 58. 7. 9 第81回（臨時会） 52. 7.27(水)

第12回 55. 6.22(日) 55. 7. 8 61. 7. 7 第92回（特別会） 55. 7.17(木)

平成
第13回 58. 6.26(日) 58. 7.10 元. 7. 9 第99回（臨時会） 58. 7.18(月)

第14回 61. 7. 6(日) 61. 7. 8 4. 7. 7 第106回（特別会） 61. 7.22(火)

平成 平成 平成
第15回 元. 7.23(日) 元. 7.23 7. 7.22 第115回（臨時会） 元. 8. 7(月)

第16回 4. 7.26(日) 4. 7.26 10. 7.25 第124回（臨時会） 4. 8. 7(金)

第17回 7. 7.23(日) 7. 7.23 13. 7.22 第133回（臨時会） 7. 8. 4(金)

第18回 10. 7.12(日) 10. 7.26 16. 7.25 第143回（臨時会） 10. 7.30(木)

第19回 13. 7.29(日) 13. 7.29 19. 7.28 第152回（臨時会） 13. 8. 7(火)

第20回 16. 7.11(日) 16. 7.26 22. 7.25 第160回（臨時会） 16. 7.30(金)

第21回 19. 7.29(日) 19. 7.29 25. 7.28 第167回（臨時会） 19. 8. 7(火)

第22回 22. 7.11(日) 22. 7.26 28. 7.25 第175回（臨時会） 22. 7.30(金)

第23回 25. 7.21(日) 25. 7.29 31. 7.28 第184回（臨時会） 25. 8. 2(金)

第24回 28. 7.10(日) 28. 7.26 34. 7.25 第191回（臨時会） 28. 8. 1(月)

※任期３年議員の任期終了日を示す。



３ 国務大臣等名簿

（平成29年９月27日現在）

第３次安倍第３次改造内閣国務大臣

内閣総理大臣
安倍 晋三（衆・自民）

財務大臣

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（金融））

麻生 太郎（衆・自民）
総務大臣
国務大臣
（内閣府特命担当大臣（マイナンバー制度））

野田 聖子（衆・自民）

法務大臣
上川 陽子（衆・自民）

外務大臣
河野 太郎（衆・自民）

文部科学大臣
林 芳正（参・自民）

厚生労働大臣

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（拉致問題））

加藤 勝信（衆・自民）

農林水産大臣

藤 健（衆・自民）

経済産業大臣

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（原子力損害賠償・廃

炉等支援機構））

世耕 弘成（参・自民）

国土交通大臣
石井 啓一（衆・公明）

環境大臣

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（原子力防災））

中川 雅治（参・自民）

防衛大臣

小野寺 五典（衆・自民）

国務大臣（内閣官房長官）

菅 義偉（衆・自民）

国務大臣（復興大臣）
吉野 正芳（衆・自民）

国務大臣（国家公安委員会委員長）
（内閣府特命担当大臣（防災））

小此木 郎（衆・自民）
国務大臣
（内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対策、

消費者及び食品安全、海洋政策））

江﨑 鐵磨（衆・自民）

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（少子化対策、男女共

同参画、クールジャパン戦略、知的財産戦

略、科学技術政策、宇宙政策））

松山 政司（参・自民）

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（経済財政政策））

茂木 敏充（衆・自民）
国務大臣
（内閣府特命担当大臣（地方創生、規制改革））

梶山 弘志（衆・自民）
国務大臣

鈴木 俊一（衆・自民）

内閣官房副長官

西村 康稔（衆・自民） 野上 浩太郎（参・自民） 杉田 和博



副大臣

復興副大臣

土井 亨（衆・自民）

浜田 昌良（参・公明）

内閣府副大臣

あかま 二郎（衆・自民）

越智 隆雄（衆・自民）

松本 文明（衆・自民）

総務副大臣

奥野 信亮（衆・自民）

総務副大臣

内閣府副大臣

坂井 学（衆・自民）

法務副大臣

内閣府副大臣

梨 康弘（衆・自民）

外務副大臣

中根 一幸（衆・自民）

佐藤 正久（参・自民）

財務副大臣

うえの賢一郎（衆・自民）

木原 稔（衆・自民）

文部科学副大臣

丹羽 秀樹（衆・自民）

文部科学副大臣

内閣府副大臣

水落 敏栄（参・自民）

厚生労働副大臣

高木 美智代（衆・公明）

牧原 秀樹（衆・自民）

農林水産副大臣

礒崎 陽輔（参・自民）

谷合 正明（参・公明）

経済産業副大臣

西銘 恒三郎（衆・自民）

経済産業副大臣

内閣府副大臣

武藤 容治（衆・自民）

国土交通副大臣

牧野 たかお（参・自民）

国土交通副大臣

内閣府副大臣

復興副大臣

秋元 司（衆・自民）

環境副大臣

とかしきなおみ（衆・自民）

環境副大臣

内閣府副大臣

伊藤 忠彦（衆・自民）

防衛副大臣

内閣府副大臣

山本ともひろ（衆・自民）

大臣政務官

内閣府大臣政務官

村井 英樹（衆・自民）

山下 雄平（参・自民）

内閣府大臣政務官

復興大臣政務官

長坂 康正（衆・自民）

総務大臣政務官

小倉 將信（衆・自民）

山田 修路（参・自民）

総務大臣政務官

内閣府大臣政務官

小林 史明（衆・自民）

法務大臣政務官

内閣府大臣政務官

山下 貴司（衆・自民）

外務大臣政務官

岡本 三成（衆・公明）

堀井 学（衆・自民）

堀井 巌（参・自民）

財務大臣政務官

今枝 宗一郎（衆・自民）

長峯 誠（参・自民）

文部科学大臣政務官

宮川 典子（衆・自民）

文部科学大臣政務官

内閣府大臣政務官

復興大臣政務官

新妻 秀規(参・公明)

厚生労働大臣政務官

田畑 裕明（衆・自民）

大沼 みずほ（参・自民）

農林水産大臣政務官

野中 厚（衆・自民）

上月 良祐（参・自民）

経済産業大臣政務官

大串 正樹（衆・自民）

経済産業大臣政務官

内閣府大臣政務官

復興大臣政務官

平木 大作（参・公明）

国土交通大臣政務官

秋本 真利（衆・自民）

高橋 克法（参・自民）

国土交通大臣政務官

内閣府大臣政務官

簗 和生（衆・自民）

環境大臣政務官

笹川 博義（衆・自民）

環境大臣政務官

内閣府大臣政務官

武部 新（衆・自民）

防衛大臣政務官

大野 敬太郎（衆・自民）

防衛大臣政務官

内閣府大臣政務官

福田 達夫（衆・自民）



（平成29年11月15日現在）

第４次安倍内閣国務大臣

内閣総理大臣
安倍 晋三（衆・自民）

財務大臣

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（金融））

麻生 太郎（衆・自民）
総務大臣
国務大臣
（内閣府特命担当大臣（男女共同参画・マイ

ナンバー制度））

野田 聖子（衆・自民）

法務大臣
上川 陽子（衆・自民）

外務大臣
河野 太郎（衆・自民）

文部科学大臣
林 芳正（参・自民）

厚生労働大臣

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（拉致問題））

加藤 勝信（衆・自民）

農林水産大臣

藤 健（衆・自民）

経済産業大臣

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（原子力損害賠償・廃

炉等支援機構））

世耕 弘成（参・自民）

国土交通大臣
石井 啓一（衆・公明）

環境大臣

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（原子力防災））

中川 雅治（参・自民）

防衛大臣

小野寺 五典（衆・自民）

国務大臣（内閣官房長官）

菅 義偉（衆・自民）

国務大臣（復興大臣）
吉野 正芳（衆・自民）

国務大臣（国家公安委員会委員長）
（内閣府特命担当大臣（防災））

小此木 郎（衆・自民）
国務大臣
（内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対策、

消費者及び食品安全、海洋政策））

江﨑 鐵磨（衆・自民）

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（少子化対策、クールジ

ャパン戦略、知的財産戦略、科学技術政策、

宇宙政策））

松山 政司（参・自民）

国務大臣
（内閣府特命担当大臣（経済財政政策））

茂木 敏充（衆・自民）
国務大臣
（内閣府特命担当大臣（地方創生、規制改革））

梶山 弘志（衆・自民）
国務大臣

鈴木 俊一（衆・自民）

内閣官房副長官

西村 康稔（衆・自民） 野上 浩太郎（参・自民） 杉田 和博



副大臣

復興副大臣

土井 亨（衆・自民）

浜田 昌良（参・公明）

内閣府副大臣

あかま 二郎（衆・自民）

越智 隆雄（衆・自民）

松本 文明（衆・自民）

総務副大臣

奥野 信亮（衆・自民）

総務副大臣

内閣府副大臣

坂井 学（衆・自民）

法務副大臣

内閣府副大臣

梨 康弘（衆・自民）

外務副大臣

中根 一幸（衆・自民）

佐藤 正久（参・自民）

財務副大臣

うえの賢一郎（衆・自民）

木原 稔（衆・自民）

文部科学副大臣

丹羽 秀樹（衆・自民）

文部科学副大臣

内閣府副大臣

水落 敏栄（参・自民）

厚生労働副大臣

高木 美智代（衆・公明）

牧原 秀樹（衆・自民）

農林水産副大臣

礒崎 陽輔（参・自民）

谷合 正明（参・公明）

経済産業副大臣

西銘 恒三郎（衆・自民）

経済産業副大臣

内閣府副大臣

武藤 容治（衆・自民）

国土交通副大臣

牧野 たかお（参・自民）

国土交通副大臣

内閣府副大臣

復興副大臣

あきもと 司（衆・自民）

環境副大臣

とかしきなおみ（衆・自民）

環境副大臣

内閣府副大臣

伊藤 忠彦（衆・自民）

防衛副大臣

内閣府副大臣

山本ともひろ（衆・自民）

大臣政務官

内閣府大臣政務官

村井 英樹（衆・自民）

山下 雄平（参・自民）

内閣府大臣政務官

復興大臣政務官

長坂 康正（衆・自民）

総務大臣政務官

小倉 將信（衆・自民）

山田 修路（参・自民）

総務大臣政務官

内閣府大臣政務官

小林 史明（衆・自民）

法務大臣政務官

内閣府大臣政務官

山下 貴司（衆・自民）

外務大臣政務官

岡本 三成（衆・公明）

堀井 学（衆・自民）

堀井 巌（参・自民）

財務大臣政務官

今枝 宗一郎（衆・自民）

長峯 誠（参・自民）

文部科学大臣政務官

宮川 典子（衆・自民）

文部科学大臣政務官

内閣府大臣政務官

復興大臣政務官

新妻 秀規(参・公明)

厚生労働大臣政務官

田畑 裕明（衆・自民）

大沼 みずほ（参・自民）

農林水産大臣政務官

野中 厚（衆・自民）

上月 良祐（参・自民）

経済産業大臣政務官

大串 正樹（衆・自民）

経済産業大臣政務官

内閣府大臣政務官

復興大臣政務官

平木 大作（参・公明）

国土交通大臣政務官

秋本 真利（衆・自民）

高橋 克法（参・自民）

国土交通大臣政務官

内閣府大臣政務官

簗 和生（衆・自民）

環境大臣政務官

笹川 博義（衆・自民）

環境大臣政務官

内閣府大臣政務官

武部 新（衆・自民）

防衛大臣政務官

大野 敬太郎（衆・自民）

防衛大臣政務官

内閣府大臣政務官

福田 達夫（衆・自民）



政府特別補佐人

人事院総裁 一宮 なほみ 内閣法制局長官 横畠 裕介

公正取引委員会委員長 杉本 和行 原子力規制委員会委員長 更田 豊志

公害等調整委員会委員長 井 勉



４ 本会議･委員会等傍聴者数

内 訳

回 次 総 計

(人) 本会議 委員会等

平成20年 169 (常 会) 4,573 1,823 2,750

170 (臨時会) 1,368 663 705

21年 171 (常 会) 5,906 2,129 3,777

172 (特別会) 173 172 1

173 (臨時会) 1,447 723 724

22年 174 (常 会) 6,345 2,690 3,655

175 (臨時会) 540 121 419

176 (臨時会) 2,324 629 1,695

177 (常 会) 4,326 1,484 2,842

178 (臨時会) 710 388 322

179 (臨時会) 2,059 743 1,316

24年 180 (常 会) 5,466 1,518 3,948

181 (臨時会) 227 174 53

182 (特別会) 46 44 2

25年 183 (常 会) 5,580 1,780 3,800

184 (臨時会) 138 138 0

185 (臨時会) 3,089 1,143 1,946

26年 186 (常 会) 7,236 1,878 5,358

187 (臨時会) 1,649 484 1,165

188 (特別会) 26 22 4

27年 189 (常 会) 8,409 1,447 6,962

28年 190 (常 会) 4,697 1,003 3,694

191 (臨時会) 60 53 7

192 (臨時会) 3,709 1,112 2,597

29年 193 (常 会) 5,814 1,005 4,809

194 (臨時会) 13 13 0

195 (特別会) 707 241 466

（注）直近の国会は開会中の数、それ以前の国会は閉会中を含んだ数である｡



５ 参議院参観者数

参 観 内 訳
件 数 総 計 特別参観

（人） 一 般 小学生 中学生 高校生 外国人 （人）

平成

13年 9,566 204,028 45,943 91,509 61,313 3,063 2,200 97

14年 10,535 215,057 54,388 91,014 63,827 3,297 2,531 24

15年 10,399 229,835 48,690 109,307 61,366 6,850 3,622 133

16年 11,987 234,882 54,866 111,832 58,012 5,759 4,413 74

17年 13,114 258,096 56,777 127,531 63,978 5,808 4,002 124

18年 17,424 282,398 79,864 133,216 58,224 6,855 4,239 398

19年 20,506 297,876 85,503 138,063 61,821 7,587 4,902 113

20年 25,657 316,381 99,820 142,118 60,016 11,147 3,280 209

21年 26,600 340,006 101,179 154,592 68,253 13,382 2,600 267

22年 24,442 357,554 104,002 167,500 68,216 13,975 3,861 369

23年 16,339 270,069 65,353 160,843 33,085 9,090 1,698 570

24年 18,585 344,230 77,166 179,746 73,721 11,262 2,335 708

25年 21,997 346,637 88,099 178,694 64,468 12,135 3,241 425

26年 19,771 325,153 78,904 167,603 61,300 13,192 4,154 482

27年 20,407 319,852 73,379 167,364 60,354 14,038 4,717 298

28年 18,755 307,607 66,229 166,163 58,041 13,812 3,362 175

29年 16,738 265,233 58,398 144,730 46,657 13,230 2,218 132

（注）特別参観は、国会閉会中の第１・第３日曜日に限り実施している。
平成29年の数は、第195回国会終了日(12月９日)現在。



６ 参議院特別体験プログラム参加者数・参加団体数

団 体 内 訳
参加者数 団体数

（人） （件） 小学校 中学校 その他

平成18年度 65,548 975 738 183 54

平成19年度 65,926 1,019 808 154 57

平成20年度 71,336 1,047 840 149 58

平成21年度 90,306 1,278 1,089 138 51

平成22年度 95,487 1,355 1,120 171 64

平成23年度 88,871 1,238 1,125 73 40

平成24年度 95,336 1,311 1,120 151 40

平成25年度 92,685 1,307 1,132 134 41

平成26年度 64,120 1,025 861 130 34

平成27年度 94,074 1,322 1,138 146 38

平成28年度 91,771 1,350 1,144 145 61

平成29年度 ４月 1,399 21 3 18 0

５月 4,506 78 28 48 2

６月 9,567 113 88 23 2

７月 2,852 40 33 1 6

８月 466 15 4 2 9

９月 5,784 80 69 9 2

10月 7,259 118 110 3 5

11月 14,574 208 203 5 0

（年度途中計） 46,407 673 538 109 26

（注）その他とは、地域の子ども会、高校生等の団体である｡



７ 参議院議員海外派遣一覧

○ＯＤＡ調査

派 遣 の 目 的 派 遣 地 派遣期間 派 遣 議 員 派 遣 報 告

パプアニューギニア独立国 シンガポール 29. 9. 2 藤川 政人君（自民） 次国会の議院運

及びソロモン諸島に対する パプアニュー ～ 9.10 馬場 成志君（自民） 営委員会に報告

我が国の政府開発援助に関 ギニア 田名部 匡代君（民進） 書を提出予定

する調査 ソロモン 里見 隆治君（公明）

(29. 8.22 議長決定) 倉林 明子君（共産）

カザフスタン共和国及びモ カザフスタン 29. 9.11 岩井 茂樹君（自民） 次国会の議院運

ンゴル国に対する我が国の モンゴル ～ 9.19 赤池 誠章君（自民） 営委員会に報告

政府開発援助に関する調査 三宅 伸吾君（自民） 書を提出予定

(29. 8.22 議長決定) 大島 九州男君（民進）

宮崎 勝君（公明）

○国際会議出席

派 遣 の 目 的 派 遣 地 派遣期間 派 遣 議 員 派 遣 報 告

第37回日本・ＥＵ議員会議 フランス 29. 7. 4 大家 敏志君（自民） 29.12. 8

出席 ドイツ ～ 7. 9 中西 健治君（自民） 議院運営委員会

(29. 6.26 議長決定) 舟山 康江君（民進） に報告書を提出

第38回ＡＳＥＡＮ議員会議 フィリピン 29. 9.14 石井 正弘君（自民） 29.12. 8

（ＡＩＰＡ）総会出席 ～ 9.19 小西 洋之君（民進） 議院運営委員会

(29. 8.22 議長決定) 熊野 正士君（公明） に報告書を提出

第137回ＩＰＵ会議出席 ロシア 29.10.13 そのだ 修光君（自民） 次国会の議院運

(29. 9.21 議長決定) ～10.20 営委員会に報告

書を提出予定

気候変動枠組条約第23回締 ドイツ 29.11.11 羽生田 俊君（自民） 次国会の議院運

約国会議（ＣＯＰ23）の際 ～11.15 横山 信一君（公明） 営委員会に報告

の議員会議出席 書を提出予定

(29.10. 6 議長決定)



○議会間交流

派 遣 の 目 的 派 遣 地 派遣期間 派 遣 議 員 派 遣 報 告

チェコ共和国上院及びポー チェコ 29. 7.10 （副議長） 29.12. 8

ランド共和国上院の招待に ポーランド ～ 7.18 郡司 彰君（ 無 ） 議院運営委員会

よる両国公式訪問並びに各 フィンランド 吉田 博美君（自民） に報告書を提出

国の政治経済事情等視察 エストニア 小川 勝也君（民進）

(29. 6.30 議長決定) 西田 実仁君（公明）

紙 智子君（共産）

清水 貴之君（維新）

ロシア連邦連邦院の招待に ロシア 29. 7.16 松山 政司君（自民） 29.12. 8

よる同国公式訪問及び各国 スウェーデン ～ 7.23 榛葉 賀津也君（民進） 議院運営委員会

の政治経済事情等視察 アイスランド 谷合 正明君（公明） に報告書を提出

(29. 6.30 議長決定) 井上 哲士君（共産）

室井 邦彦君（維新）

メキシコ合衆国上院の招待 メキシコ 29. 8.20 （議院運営委員長） 29.12. 8

による同国公式訪問及び各 キューバ ～ 8.25 山本 順三君（自民） 議院運営委員会

国の政治経済事情等視察 石田 昌宏君（自民） に報告書を提出

(29. 7. 6 議長決定) 塚田 一郎君（自民）

浜野 喜史君（民進）

石川 博崇君（公明）

仁比 聡平君（共産）



○重要事項調査

派 遣 の 目 的 派 遣 地 派遣期間 派 遣 議 員 派 遣 報 告

メキシコ合衆国及びアメリ メキシコ 29. 8.31 酒井 庸行君（自民） 29.12. 8

カ合衆国の対外政策及び外 アメリカ ～ 9. 9 大野 正君（自民） 議院運営委員会

交における議会の取組等に 吉川 ゆうみ君（自民） に報告書を提出

関する実情調査並びに両国 藤田 幸久君（民進）

の政治経済事情等視察 糸数 慶子君（沖縄）

(29. 7.26 議長決定)

スウェーデン王国及びアイ フィンランド 29. 9. 3 川田 龍平君（民進） 29.12. 8

スランド共和国における格 スウェーデン ～ 9. 9 上野 通子君（自民） 議院運営委員会

差及びその是正策等に関す アイスランド 島村 大君（自民） に報告書を提出

る実情調査並びに両国の政 中泉 松司君（自民）

治経済事情等視察 浜田 昌良君（公明）

(29. 8. 2 議長決定)

フランス共和国、スペイン フランス 29. 9. 4 金子 原二郎君（自民） 29.12. 8

王国及びモロッコ王国にお スペイン ～ 9.13 青山 繁晴君（自民） 議院運営委員会

ける原子力及び再生可能エ モロッコ 髙階 恵美子君（自民） に報告書を提出

ネルギーの開発並びに鉱物 森本 真治君（民進）

資源政策等に関する実情調 浅田 均君（維新）

査並びに各国の政治経済事

情等視察

(29. 8. 4 議長決定)



８ 国会に対する報告等　(29.6.19～12.9)

　第193回国会閉会後から第195回国会中、法令に基づいて提出された報告等は、以下のとおりである。

報　　告　　等　　の　　名　　称

平成29年

6. 20(火) 破綻金融機関の処理のために講じた措置の内容等に関する報告

20(火) 通貨及び金融の調節に関する報告書

27(火) 平成28年度第４・四半期における予算使用の状況（ただし出納整理期間を含まず。）の報告

27(火) 平成28年度第４・四半期における国庫の状況の報告

30(金) 国と地方の協議の場（平成29年度第１回）における協議の概要に関する報告書

7. 25(火) 国民生活安定緊急措置法施行状況報告書

25(火) 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律の施行状況に関する
報告

26(水) 会計検査院法第30条の２の規定に基づく「国の行政機関等における社会保障・税番号制度
の導入に係る情報システムの整備等の状況について」の報告

8. 8(火) 一般職の職員の給与についての報告、勧告及び公務員人事管理についての報告

28(月) 平成28年度の国立国会図書館の経営及び財政状態の報告

9. 5(火) 平成28年度における予算使用の状況（平成28年度出納整理期間を含む。）の報告

5(火) 平成29年度第１・四半期における予算使用の状況の報告

5(火) 平成29年度第１・四半期における国庫の状況の報告

8(金) 平成28年度国家公務員の倫理の保持に関する状況及び倫理の保持に関して講じた施策に
関する報告

8(金) 平成28年度自衛隊員の倫理の保持に関する状況及び倫理の保持に関して講じた施策に関
する報告

3. 12(火) 新型インフルエンザ等対策政府行動計画の変更の報告

13(水) 会計検査院法第30条の２の規定に基づく「次期戦闘機（Ｆ－35Ａ）の調達等の実施状況につ
いて」の報告

26(火) 平成28年度公正取引委員会年次報告書

10. 6(金) 「平成28年度我が国における過労死等の概要及び政府が過労死等の防止のために講じた施
策の状況」に関する報告

24(火) がん対策推進基本計画の変更の報告

11. 2(木) 海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律に基づく海賊対処行動についての報
告

7(火) 平成29年１月20日から同年10月31日までの間における行政組織の新設改廃状況報告書

21(火) 平成28年度国の債権の現在額総報告

21(火) 平成28年度物品増減及び現在額総報告

28(火) 国と地方の協議の場（平成29年度第２回）における協議の概要に関する報告書

29(水) 会計検査院法第30条の２の規定に基づく「租税特別措置（相続関係）の適用状況等につい
て」の報告

年月日



29(水) 東日本大震災からの復興の状況に関する報告

29(水) 国立研究開発法人科学技術振興機構平成28年度革新的新技術研究開発業務に関する報
告書及びこれに付する文部科学大臣の意見

29(水) 独立行政法人日本学術振興会平成28年度学術研究助成業務に関する報告書及びこれに付
する文部科学大臣の意見

29(木) 独立行政法人日本スポーツ振興センター平成28年度スポーツ振興投票に係る収益の使途に
関する報告書及びこれに付する文部科学大臣の意見

12. 5(火) 日本放送協会平成28年度業務報告書及びこれに付する総務大臣の意見並びに監査委員会
の意見書

5(火) 平成29年度第２・四半期における予算使用の状況の報告

5(火) 平成29年度第２・四半期における国庫の状況の報告

8(金) 破綻金融機関の処理のために講じた措置の内容等に関する報告

8(金) 通貨及び金融の調節に関する報告書



９ 国会関係日誌（29.6.19～12.9）

【第193回国会（常会）閉会後】

平成29年
6. 19(月) 吹田愰元衆議院議員（元自治相兼国家公安委員長）逝去

6. 20(火) 立木洋元参議院議員逝去

6. 22(木) 参・臨時国会召集要求書（小川敏夫君外71名）提出

6. 22(木) 衆・臨時国会召集要求書（安住淳君外119名）提出

6. 23(金) 沖縄全戦没者追悼式、伊達議長出席

6. 25(日) 静岡県知事選、川勝平太氏３選

6. 30(金) 渡辺喜美参議院議員、日本維新の会を退会

7. 2(日) 兵庫県知事選、井戸敏三氏５選

7. 3(月) 若狭勝衆議院議員、自由民主党・無所属の会を退会

7. 5(水) 安倍総理、ベルギー、ドイツ、スウェーデン、フィンランド、デンマーク、エストニア訪問（G20ハ
ンブルク・サミット出席、～11日）

7. 6(木) 安西愛子元参議院議員逝去

7. 7(金) 参議院改革協議会（第７回）

7. 7(金) 参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会（第３回）

7. 9(日) 郡和子衆議院議員、公職選挙法第90条により退職

7. 10(月) 衆・文部科学、内閣連合審査会（文部科学行政の基本施策（国家戦略特区における学部新
設について）について質疑）

7. 10(月) 参・文教科学、内閣連合審査会（国家戦略特区における学部新設について質疑）

7. 11(火) 伊藤基隆元参議院議員逝去

7. 24(月) 衆・予算委（集中審議「安倍内閣の基本姿勢（国家戦略特区等）」）

7. 24(月) 衆議院東北選挙区、吉田 氏繰上補充当選（郡和子君の補欠）

7. 25(火) 参・予算委（集中審議「安倍内閣の基本姿勢」 ）

7. 25(火) 吉田 衆議院議員、民進党・無所属クラブに入会

7. 25(火) 木村太郎衆議院議員逝去

7. 26(水) 参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会（第４回）

7. 30(日) 参議院70周年記念論文表彰式

7. 30(日) 参議院70周年記念子ども国会～私たちがつくる未来～（～31日）

7. 31(月) 参・災害対策特別委委員派遣（福岡県、大分県）

8. 2(水) 梅田勝元衆議院議員逝去

8. 3(木) 第３次安倍第３次改造内閣発足

8. 6(日) 広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈念式、伊達議長出席

8. 6(日) 上原康助元衆議院議員（元国土庁長官）逝去

8. 7(月) 吉原米治元衆議院議員逝去

8. 9(水) 長崎原爆犠牲者慰霊平和祈念式典、郡司副議長出席

8. 10(木) 衆・安全保障委（国の安全保障（特別防衛観察の結果等）について報告聴取、質疑）

8. 10(木) 参・災害対策特別委（平成29年６月30日以降の梅雨前線に伴う大雨及び台風による被害状
況等について報告聴取、平成29年７月九州北部豪雨被害からの復旧・復興等について質
疑）

8. 10(木) 参・外交防衛委（特別防衛監察の結果等について報告聴取、質疑）

年月日 事　　　　　　　　項



8. 10(木) 細野豪志衆議院議員、民進党・無所属クラブを退会

8. 14(月) 豊田真由子衆議院議員、自由民主党・無所属の会を退会

8. 15(火) 全国戦没者追悼式、伊達議長出席

8. 17(木) 松浦利尚元衆議院議員逝去

8. 18(金) 長島忠美衆議院議員逝去

8. 21(月) 山本悌二郎元衆議院議員逝去

8. 23(水) 木内孝胤衆議院議員、横山博幸衆議院議員、民進党・無所属クラブを退会

8. 27(日) 茨城県知事選、大井川和彦氏当選

8. 28(月) 羽田孜元衆議院議員（元首相）逝去

8. 30(水) 衆・安全保障委（国の安全保障（北朝鮮による弾道ミサイル発射について）について報告聴
取、質疑、北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する決議）

8. 30(水) 参・外交防衛委（北朝鮮による弾道ミサイル発射について報告聴取、質疑、北朝鮮による弾
道ミサイル発射に抗議する決議）

8. 31(木) 参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会（第５回）

9. 3(日) 持永和見元衆議院議員逝去

9. 5(火) 衆・災害対策特別委（災害対策（平成29年７月九州北部豪雨による被害状況等）について説
明聴取、質疑、報告聴取）

9. 5(火) 衆・外務委（国際情勢について質疑、北朝鮮による六度目の核実験に対する抗議決議）

9. 5(火) 参・外交防衛委（北朝鮮による核実験の実施等について質疑、北朝鮮による六度目の核実験
に対する抗議決議）

9. 6(水) 安倍総理、ロシア訪問（東方経済フォーラム出席、～７日）

9. 7(木) 河合常則元参議院議員逝去

9. 11(月) 参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会（第６回）

9. 13(水) 安倍総理、インド訪問（～15日）

9. 14(木) 衆・原子力特別委（原子力問題について説明聴取、原子力問題（原子力規制行政の在り方）
について意見聴取、質疑）

9. 18(月) 安倍総理、米国訪問（国連総会出席、～22日）

9. 20(水) 衆・厚生労働委（厚生労働関係の基本施策（年金振替加算の事務処理に関する問題）につ
いて説明聴取、質疑）

9. 20(水) 参・厚生労働委（年金問題について報告聴取、質疑）

9. 20(水) 後藤祐一衆議院議員外３名、民進党・無所属クラブを退会

9. 22(金) 臨時会召集を閣議決定

9. 25(月) 藤末健三参議院議員、民進党・新緑風会を退会

9. 25(月) ふくだ峰之衆議院議員、自由民主党・無所属の会を退会

9. 26(火) 長沢広明参議院議員、議員辞職

9. 26(火) 松原仁衆議院議員、民進党・無所属クラブを退会

【第194回国会（臨時会）】
9. 28(木) 参・本会議（15常任委員長辞任・選挙、７特別委員会設置、情報監視審査会委員辞任・選

任）

9. 28(木) 衆・本会議（解散詔書朗読）、衆議院解散

9. 28(木) 第194回国会閉会

【第194回国会（臨時会）閉会後】
9. 29(金) 中山恭子参議院議員、自由民主党・こころを退会

10. 6(金) 参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会（第７回）

10. 6(金) 参議院改革協議会（第８回）

10. 6(金) 篠崎年子元参議院議員逝去



10. 10(火) 第48回衆議院議員総選挙公示

10. 13(金) 竹内真二氏繰上補充当選（長沢広明参議院議員辞職による）、公明党に入会

10. 15(日) 寺崎昭久元参議院議員逝去

10. 16(月) 岸宏一元参議院議員逝去

10. 19(木) 中村靖元衆議院議員逝去

10. 21(土) 野田哲元参議院議員逝去

10. 22(日) 第48回衆議院議員総選挙

10. 22(日) 宮城県知事選、村井嘉浩氏４選

10. 27(金) 特別会召集を閣議決定

10. 27(金) 平山佐知子参議院議員、民進党・新緑風会を退会

10. 30(月) 平山佐知子参議院議員、藤末健三参議院議員、「国民の声」を結成

10. 30(月) 行田邦子参議院議員、松沢成文参議院議員、無所属クラブを退会

10. 30(月) 行田邦子参議院議員外２名、「希望の党」を結成

10. 30(月) 福山哲郎参議院議員、民進党・新緑風会を退会

【第195回国会（特別会）】
11. 1(水) 参・本会議（７特別委員会設置、会期の件、内閣総理大臣に安倍晋三君を指名）

11. 1(水) 衆・本会議（議長に大島理森君当選、副議長に赤松広隆君当選、会期の件、議院運営委員
長選挙、内閣総理大臣に安倍晋三君を指名）

11. 1(水) 第４次安倍内閣発足

11. 2(木) 衆・本会議（常任委員選任、16常任委員長選挙、憲法審査会委員選任、情報監視審査会委
員選任、政治倫理審査会委員選任、９特別委員会設置）

11. 2(木) 衆・政治倫理審査会

11. 2(木) 衆・憲法審査会（会長互選）

11. 2(木) 衆・情報監視審査会

11. 6(月) 中村鋭一元参議院議員（元衆議院議員）逝去

11. 8(水) 開会式

11. 9(木) 参議院改革協議会（第９回）

11. 9(木) 参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会（第８回）

11. 9(木) 安倍総理、ベトナム、フィリピン訪問（APEC首脳会議及びASEAN関連首脳会議出席、～15
日）

11. 9(木) 櫻井新元参議院議員（元環境庁長官、元衆議院議員）逝去

11. 12(日) 広島県知事選、湯﨑英彦氏３選

11. 14(火) 衆・情報監視審査会

11. 17(金) 衆・本会議（所信表明演説）

11. 17(金) 参・本会議（所信表明演説）

11. 17(金) 参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会（第９回）

11. 20(月) 衆・本会議（代表質問１日目）

11. 21(火) 参・本会議（代表質問１日目）

11. 21(火) 衆・本会議（代表質問２日目）

11. 22(水) 参・本会議（代表質問２日目）

11. 22(水) 衆・情報監視審査会

11. 27(月) 衆・予算委

11. 28(火) 衆・予算委

11. 28(火) 参・情報監視審査会



11. 29(水) 参・予算委

11. 30(木) 参・予算委

11. 30(木) 衆・憲法審査会（会長代理指名、衆議院欧州各国憲法及び国民投票制度調査議員団の調
査の概要について説明聴取、意見聴取、自由討議）

11. 30(木) 衆・情報監視審査会

12. 1(金) 参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会（第10回）

12. 1(金) 渡部一郎元衆議院議員逝去

12. 4(月) 参・本会議（北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する決議、平成28年度決算の概要報告・
質疑）

12. 4(月) 衆・情報監視審査会

12. 4(月) 参・決算委（平成28年度決算概要説明）

12. 5(火) 衆・本会議（北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する決議）

12. 6(水) 参・憲法審査会（憲法に対する考え方について意見交換）

12. 7(木) 参・文教科学、内閣連合審査会（国家戦略特区における学部新設について質疑）

12. 8(金) 参・本会議

12. 8(金) 衆・情報監視審査会

12. 8(金) 衆・本会議

12. 8(金) 参議院改革協議会（第10回）

12. 8(金) 参議院改革協議会選挙制度に関する専門委員会（第11回）

12. 8(金) 市川雄一元衆議院議員逝去

6. 9(土) 第195回国会閉会


